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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

 大阪府は災害の防止、生活環境の保全を目的とした、3,000㎡以上の土砂埋立て等を規制する「大

阪府土砂埋立て等の規制に関する条例」を平成27年７月１日に施行しています。本市においては、森

林や農地が多く、小規模な埋立て等による残土処分も想定されることから、大阪府条例の規制対象外

となる3,000㎡未満の土砂埋立て等を規制する本条例を平成30年４月１日より施行することとなりま

した。 

 この手引きは、土砂埋立て等の適正化を図るため、土砂埋立て等を行おうとする皆さま等に、条例

の趣旨・内容をご理解いただくとともに、許可申請に当たっての留意事項、申請書類の作成等につい

て解説したものです。 

 

【条例制定等の経緯】 

○H29.2.13   岸和田市環境審議会に「岸和田市の土砂埋立て等の規制に関する条例について」諮

問。 

○H29.2.13   同審議会より、条例制定に対する市の考え方は適当であると答申 

○H29.6.1    条例制定に対する市の考え方、条例（素案）について市民意見等の募集を実施 

○H29.12.26    岸和田市議会平成29年第４回定例会において条例案を可決 

○H29.12.27   条例制定 

○H30.3.29    規則制定 

〇H30.4.1    条例施行 
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本手引きの構成 

 

 この手引きは、土砂埋立て等を行おうとする皆さまに、条例の趣旨・内容をご理解いただくととも

に、許可申請にあたっての留意事項、申請書類の作成等について解説したものです。 

 また、土砂埋立て等に関わる様々な者（土砂を発生させる者（建設工事の発注者、受注者）、土砂の

運搬を行う者、土地所有者）にも参考としていただけるよう、それぞれの責務や関連する資料を掲載

しています。 

 土砂埋立て等の適正化のために有効にご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．岸和田市１．岸和田市１．岸和田市１．岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例の概要土砂埋立て等の規制に関する条例の概要土砂埋立て等の規制に関する条例の概要土砂埋立て等の規制に関する条例の概要    

土砂の埋立て等を行う者はもちろんのこと、土砂埋立て等に関わる全ての者（土地

所有者、土砂を発生させる者（建設工事の発注者、受注者）、土砂の運搬を行う者）

がご参照ください。 

２．土砂埋立て等を行おうとする場合２．土砂埋立て等を行おうとする場合２．土砂埋立て等を行おうとする場合２．土砂埋立て等を行おうとする場合    

土砂埋立て等に関する用語の定義から、条例の許可の要否等につい

て記載しています。土砂の埋立て等を行おうとする者は必ずお読み

ください。 

３．土砂埋立て等の許可を申請する場合３．土砂埋立て等の許可を申請する場合３．土砂埋立て等の許可を申請する場合３．土砂埋立て等の許可を申請する場合    

許可申請の事前協議から、申請方法や許可基準について記載してい

ます。条例の許可を要する土砂埋立て等を行おうとする者、既に行

っている者は必ずお読みください。 

４．土砂埋立て等の許可を受け、土砂埋立て等を行う場合４．土砂埋立て等の許可を受け、土砂埋立て等を行う場合４．土砂埋立て等の許可を受け、土砂埋立て等を行う場合４．土砂埋立て等の許可を受け、土砂埋立て等を行う場合    

許可を受けて埋立て等を行う場合の義務について記載しています。

条例の許可を受けている者は必ずお読みください。土地所有者や土

砂を発生させる者も参照してください。 

５．土地所有者５．土地所有者５．土地所有者５．土地所有者へへへへ    ６．土砂を発６．土砂を発６．土砂を発６．土砂を発生させる者へ生させる者へ生させる者へ生させる者へ    ７．土砂の運搬を行う者７．土砂の運搬を行う者７．土砂の運搬を行う者７．土砂の運搬を行う者へへへへ        

土地所有者や土砂を発生させる者の責務等について記載しています。該当者は必ず

お読みください。また、埋立て等を行う者も、関係者（土砂を発生させる者や土地

所有者）への説明等に必要ですので、ご一読ください。 

土砂埋立て等を行おうとする者 

許可を要する土砂埋立て等を行おうとする者 

許可を要する土砂埋立て等を行う者 

許可を要する土砂埋立て等を行う者 

８８８８
．．．．
参参参参    

考考考考    

資資資資    

料料料料 
 

１
～
７
を
読
む
場
合
の
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。 
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１．岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例の概要 

（１）条例の目的 

    この条例は、土砂埋立て等に関する市、土砂埋立て等を行う者、土砂を発生させる者、土砂

を運搬する者及び土地の所有者の責務を明らかにするとともに、土砂埋立て等について必要な

規制を行うことにより、土砂埋立て等の適正化を図り、もって災害の防止及び生活環境の保全

に資することを目的とする。（条例第１条） 

 

（２）条例の仕組み 

                この条例の仕組みは、図表１－１のとおりとなっています。 

許可を要する土砂埋立て等 

【条例第８条】 

許可不要の埋立て等 

（500㎡以上 3,000㎡未

満かつ高さ１ｍ以上） 

許可不要の埋立て等 

（500㎡未満※１、3,000㎡以

上※２、高さ１ｍ未満） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表１－１ 条例の仕組み 

第１条 目的 

第４～７条 土砂埋立て等に関わる者（埋立て等を行う者、土砂を発生させる者（工事発注者、受注

者）土砂を運搬する者、土地所有者）の責務 

第８条 土砂埋立て等の許可（附則２～５項：経過措置） 

第９条 事前協議 

第 10～11 条 許可に必要となる、土地所有者の同

意及び周辺地域への周知（説明会） 

第 12～13条 申請方法及び許可基準 

     （欠格要件、技術基準、資力基準等） 

第 14条 変更の許可、軽微な変更の届出 

第 15～22条 許可を受けた者の義務 

     （発生場所・汚染おそれなし確認、報告等） 

第 23条 地位の承継 

第 24～25条 市長による命令、許可の取消し 

第 29～32条 報告徴収、立入検査、命令時の公表、意見聴取 

第 33～37条 最高２年以下の懲役又は100万円以下の罰金（無許可埋立て等、命令違反）など 

第８条 

許可を要しない 

土砂埋立て等 

（規則第３～５条） 

※１500 ㎡未満の埋立て

等区域が隣接し、それら

が一団の土地の区域とし

て認められ、500 ㎡を超

える場合は許可が必要で

す。 

※２3,000 ㎡以上の土砂

埋立て等については、大

阪府知事の許可が必要で

す。 
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（３）条例の概要（主な責務等） 

①土砂埋立て等を行う者の責務等 

（ⅰ）土砂埋立て等を行う者（ⅰ）土砂埋立て等を行う者（ⅰ）土砂埋立て等を行う者（ⅰ）土砂埋立て等を行う者の責務の責務の責務の責務（条例第４条関係） 

        ○埋立て等を行う土地の区域の周辺住民の理解を得るよう努める必要があります。 

  ○災害の防止及び生活環境の保全のために必要な措置を講じる責務があります。 

（ⅱ）（ⅱ）（ⅱ）（ⅱ）500500500500 ㎡以上㎡以上㎡以上㎡以上 3,0003,0003,0003,000 ㎡未満かつ高さ１ｍ以上の土砂埋立て等を行う者、行っている者㎡未満かつ高さ１ｍ以上の土砂埋立て等を行う者、行っている者㎡未満かつ高さ１ｍ以上の土砂埋立て等を行う者、行っている者㎡未満かつ高さ１ｍ以上の土砂埋立て等を行う者、行っている者の責務の責務の責務の責務    

    （ア）許可について（条例第８条関係） 

  ○埋立て等を行う土地の区域の面積が500㎡以上 3,000㎡未満かつ高さ１ｍ以上の場合は、許可

が必要です。 

  ○ただし、条例施行（H30.4.1）の際に埋立て等を行っている場合の経過措置や他法令の許認可取

得により許可が不要になる場合があります。 

  ○500㎡未満の埋立て等であっても、隣接等している複数の埋立て等の区域をあわせ、一団の土

地で500㎡以上となる場合には、許可が必要です。 

  ○許可期間は最大３年となっています。（一時堆積（ストックヤードなど）など、区域外への搬出

を目的とした埋立て等は除きます。） 

 （イ）許可の申請について（条例第９～12条関係） 

  ○規則第６条に定める事前協議についての規定に従い、事前の相談及び事前の協議を十分にして

ください。（図表１－２参照） 

  ○許可申請前に、周辺地域の住民に対する説明会を行う必要があります。 

  ○なお、説明会の議事録（出席者の要望・意見、それらへの回答等について具体的に記載）の提

出が必要です。（条例第11条関係） 

  ○許可の申請に当たっては、埋立て等の目的及び内容、面積、搬入計画、災害防止の措置等を記

した許可申請書にあわせ、土地所有者の同意書や住民説明会の開催結果などの各種図書の提出

が必要です。（条例第12条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）わかりやすく示すため、概略を記載しています。事前協議の詳細については、規則第６条をご覧ください。 

事前協議開始事前協議開始事前協議開始事前協議開始    

・埋立ての位置・面積 

・搬入計画 

・資金調達計画 など 

を記した図書を市に提出 

協議・確認協議・確認協議・確認協議・確認    

・他法令手続き 

・住民説明会の範囲・方法 

住民説明会調整住民説明会調整住民説明会調整住民説明会調整    

・予定を市に報告 

・協議事項等の確認 

住民説明会実施住民説明会実施住民説明会実施住民説明会実施    

・結果を議事録とともに 

市に報告 

・説明会の録音記録媒体添付、

又は議事録への参加者代表

の署名 
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図表１－２ 事前協議等の概要 

（ウ）許可の基準等について（条例第13条関係） 

  ○許可申請者やその役員等が欠格要件（本条例の命令・取消しを受け３年を経過していない、暴

力団員や暴力団密接関係者、など）に該当しないこと 

  ○許可申請者が埋立て等を的確に、かつ、継続して行うに足りる資力を有しないことが明らかな

者でないこと 

  ○災害の発生を防止するため、基礎地盤及び盛土の安定、地下水及び表面水の適正処理、擁壁の

設置、法面保護、沈砂池の設置等、形状及び構造上の基準に適合していること     など        

 

 （エ）許可を受けた者の義務（条例第14～23条関係） 

  ○搬入土砂の発生場所及び汚染のおそれがないことの確認、その結果の市への報告（搬入前） 

  ○搬入土砂の量等を記載した土砂管理台帳の作成、搬入した土砂の量の市への報告（半期毎） 

  ○氏名又は名称その他必要な事項を記載した標識の掲示、境界標の設置         など 

   （これらの義務を履行しない場合、埋立て等の停止命令等の対象となります。） 

 

 ②土砂を発生させる者の責務等 

  土砂を発生させる者の責務等は、次のようなものです。（条例第５条、第17条関係） 

  ○土砂の発生を抑制し、発生土砂の有効利用の促進に努めるとともに、発生土砂により不適正な

土砂埋立て等が行われることがないよう、適正な処理に努める必要があります。 

  ○土砂を発生させる者は、本条例の許可を受け埋立て等を行う者に対して、土砂発生元証明書を

発行する必要があります。これは、搬入される土砂の発生場所及び汚染のおそれがないことの

確認のためです。（汚染が確認された場合には、土砂発生場所の土地所有者等が関係機関に相談

するなどの適切な対応をとれるよう、土地所有者等に連絡してください。） 

 

 ③土砂を運搬する者の責務等 

  土砂を運搬する者の責務等は、次のようなものです。（条例第６条関係） 

  ○沿道への粉じんの飛散防止並びに騒音及び振動の低減に努める必要があります。 

  ○具体的には、土砂を湿潤化すること、耐久力を有するシート等で荷台の土砂全体を覆うこと等

により、運搬時の沿道への飛散を防止すること、住宅街・商店街・通学路・狭い道を避けるこ

と、混雑した時間帯や通学通園時間帯を避けること、低騒音型の車両を選択すること等が考え

られます。 
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④土地所有者の責務等 

 土地所有者の責務等は、次のようなものです。（条例第７条、第27～28条関係） 

 ○所有する土地において不適正な埋立て等が行われることのないよう適正な管理に努める必要

があります。 

 ○条例第10条の同意を行った土地所有者は、埋立て等の施工状況を毎月１回以上確認し、計画

と明らかに異なる埋立て等が行われていることを知ったとき、直ちに埋立て等の中止などを求

め、市に報告する必要があります。これらの義務を怠った場合、当該埋立て等に関して必要な

措置を講ずるよう勧告や命令を受ける場合があります。（施工状況の確認は、他の者にしても

らうことも可能です。） 

 

⑤命令・公表・罰則など 

（（（（ⅰ）命令・公表ⅰ）命令・公表ⅰ）命令・公表ⅰ）命令・公表（条例第24～25条、第 28～31条関係） 

 ○市はこの条例の施行に必要な限度において、埋立て等を行う者や土地所有者に対して埋立て等

に関する報告を求めます。また、埋立て等を行う者等に対して立入検査をします。 

 ○市は条例の許可を有する者等に対して、災害を防止するため緊急の必要等があると認められる

ときは、必要な措置等を講ずるよう命じることがあります。 

 ○市は命令をした場合に、命令を受けた者の氏名、命令内容等を公表することがあります。 

（ⅱ）罰則（ⅱ）罰則（ⅱ）罰則（ⅱ）罰則（条例第33～37条関係） 

    ○無許可、命令違反など：２年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

 ○土地所有者に対する命令違反：６月以下の懲役又は50万円以下の罰金 など 
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２．土砂埋立て等を行おうとする場合 

（１）土砂、土砂埋立て等、埋立て等区域とは 

 条例で使用している用語等の定義について説明します。（条例第２条関係） 

①土砂とは 

 条例の対象となる「土砂」とは、次のようなものです。 

 ○建設工事などにより発生した土、砂、礫及びこれらが集まったものです。岩石や化石などの自

然物が混入又は付着されているものも含みます。 

 ○有価物か無価物かは問いません。 

 ○改良土も対象となります。 

 ○なお、産業廃棄物である汚泥やアスファルトやコンクリートの破片・塊は該当しません。（そ

れら産業廃棄物は廃棄物処理法の規定により、土砂とは別に処理・処分してください。） 

 ○土砂に該当するかどうか不明な場合はお問い合わせください。 

    

②土砂埋立て等とは 

 条例の対象となる「土砂埋立て等」とは、次の「埋立て」、「盛土」、「堆積」となります。 

 ○埋立て 

  ・周辺地盤面より低い窪地等を埋立てること。 

  ・例えば、建設残土等で山間部の谷地を埋立てる「発生土処分場」などが該当する。 

 ○盛土 

  ・周辺地盤面より高くなるように土砂を盛り、その形状の変更が予定されないもの。 

  ・例えば、農地や宅地の造形などが該当する。 

 ○堆積（たいせき） 

  ・周辺地盤面より高くなるように一時的に土砂を盛り、将来その形状の変更が予定されている

もの。 

  ・例えば、ストックヤードやいわゆる「仮置き」などが該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○    対対対対    象象象象    

図表２－１ 条例の対象となる「土砂埋立て等」 

××××    対象対象対象対象外外外外    

切土 



12 

 

 ③埋立て等区域とは 

        埋立て等区域とは、次のようなものです。 

  ○土砂を直接、埋立て及び盛土、堆積する土地の区域です。 

  ○進入路や調整池、展開検査等を行う場所などの緩衝地帯等は含みません。 

  ○ただし、許可に際しては「埋立て等区域」だけでなく、災害防止や生活環境保全のために必要

な施設等の「埋立て等に供する施設」にも各種基準が適用されることにご留意ください。 

 

（２）土砂埋立て等を行う場合 

 ①土砂埋立て等を行う者の責務 

  次節（３）の許可の要否に関わらず、土砂埋立て等を行おうとする者は、次の事項に留意する必

要があります。（条例第４条関係） 

  ○埋立て等区域の周辺地域の住民の理解を得るよう努めなければなりません。 

  ○災害の防止及び生活環境の保全のために必要な措置を講ずる責務を有します。 

 

 ②岸和田市による報告徴収及び立入検査 

    土砂埋立て等を行う者に対し、この条例の施行に必要な限度において、次節（３）の許可の要否

に関わらず、市から次のことを求める場合があります。これらの求めに対応しなかった場合、罰則

が適用される場合があります。（条例第29～30条、第 35条関係） 

    ○市は、土砂埋立て等の施工の状況等について報告を求めることがあります。 

    ○市は、土砂埋立て等を行う者の事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、

土砂もしくは排水を無償で収去し、又は関係者に質問することがあります。 

 

 ③その他 

      土砂埋立て等の土地の改変については、この条例以外にも、都市計画法及び宅地造成等規制法、

森林法、農地法、自然公園法、河川法、大阪府砂防指定地管理条例をはじめ、各種法令及び、大阪

府土砂埋立て等規制に関する条例により規制が設けられています。土砂埋立て等を行おうとする者

は、これらの法令等の規制の内容や手続きについて、関係機関に確実に確認するようにしてくださ

い。（８．（４）「主な関連法令等お問い合せ窓口一覧」参照） 

 

（３）条例の許可を要する土砂埋立て等とは 

 ①許可を要する土砂埋立て等 

    埋立て等区域の面積が500㎡以上3,000㎡未満、かつ高さ１ｍ以上の土砂の埋立て等を行おうと

する者は、埋立て等区域ごとに、あらかじめ市の許可を受ける必要があります。（条例第８条関係） 
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    ○許可期間は最大３年となっています。ただし、当該土砂埋立て等に係る埋立て等区域外への搬

出を目的として行われる埋立て等の場合（ストックヤードや仮置き場などの一時堆積の場合）

は、許可の期間はありません。 

  ○埋立て等区域を含む一団の土地の区域が500㎡以上（かつ高さ１ｍ以上）であれば、許可は必

要となります。（※１参照）3,000㎡を超える場合は、大阪府の許可が必要になります。 

  ○条例施行時（H30.4.1）に埋立て等を行っている場合は、経過措置があります。（次項②参照） 

  ○次節（４）に該当する埋立て等の場合は許可不要です。 

   ※１ 一団の土地の区域について 

     複数の埋立て等の区域（500 ㎡未満）が隣接等し、それら「一団の土地の区域」の面積が

500㎡以上となる場合、許可が必要となります。 

     「一団の土地の区域」とは、次の（a）～（c）のいずれかに該当するものです。たとえ、

埋立て等を行う者が別の者であっても、「一団の土地の区域」に該当する場合がありますので、

詳しくはお問い合わせください。 

    （a）物理的一体性（土砂埋立て等を行う土地が隣接しているか） 

      ・対象となる土地が隣接しており、ひとまとまりとなっているなど、物理的な一体性を

有していること。 

    （b）機能的・計画的・主体的一体性（埋立て等の行為が相互に関連しているか） 

      ・二つ以上の土地の土砂の埋立て等が一連の計画（排水施設の共用など）のもとに、そ

の時期、目的等について密接な関連性を持っていること。 

    （c）既行為地の施工状況及び施工時期の近接性 

      ・既行為地が完全に施工済み（先に埋立て等が行われた土地が既に土地利用されている

か等）でない場合や既行為との施工時期が近接している場合。 

 

 ②条例施行時において埋立て等を行っている場合（経過措置） 

   条例施行時（H30.4.1）において、既に埋立て等を行っている場合、６ヶ月又は最大３年の経過

措置期間が設けられています。（附則第４～５項関係） 

また、条例施行前であっても、条例第 12 条の規定の例により、申請を行うことができ、第９

条～第 11 条の規定の例により、市長との協議、土地の所有者に対する説明及び周辺地域の住民

等への周知を行うことができます。（附則第２～３項関係） 

 （ⅰ）条例施行時（（ⅰ）条例施行時（（ⅰ）条例施行時（（ⅰ）条例施行時（H30.4.1H30.4.1H30.4.1H30.4.1））））に既に埋立てに既に埋立てに既に埋立てに既に埋立て等を行っている場合等を行っている場合等を行っている場合等を行っている場合    

  ○６ヶ月の経過措置期間が設けられています。 

  ○６ヶ月の経過措置期間終了後も継続して土砂埋立て等を行う場合は、経過措置期間中（H30.10.1）

に許可申請する必要があります。 
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 （ⅱ）条例施行時（（ⅱ）条例施行時（（ⅱ）条例施行時（（ⅱ）条例施行時（H30.4.1H30.4.1H30.4.1H30.4.1））））に既に埋立て等を行っている場合（図表２－２に掲げる特定の法令に既に埋立て等を行っている場合（図表２－２に掲げる特定の法令に既に埋立て等を行っている場合（図表２－２に掲げる特定の法令に既に埋立て等を行っている場合（図表２－２に掲げる特定の法令

の許可等を有している場合）の許可等を有している場合）の許可等を有している場合）の許可等を有している場合）    

  ○図表２－２に掲げる法令による許可等の期間が満了する日まで許可は不要です。ただし、当該

許可期間が３年を超える場合は、条例施行後最大３年（2021年３月31日）までとなります。 

  ○この経過措置期間終了後も継続して土砂埋立て等を行う場合は、経過措置期間中に許可を受け

る必要があります。（（ⅰ）と異なり、許可申請だけではないことにご留意ください。） 

 

図表２－２ 法令の許可等（条例附則第５項関係） 

土地改良法第95条第 1項の認可 

森林法第10条の２第１項又は第34条第２項(準用規定を含む)の許可 

農地法第４条第１項又は第５条第１項の許可 

地すべり等防止法第18条第１項の許可 

宅地造成等規制法第８条第１項の許可 

河川法第55条第１項の許可 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第７条第１項の許可 

農業振興地域の整備に関する法律第15条の２第１項の許可 

大阪府風致地区内における建築等の規制に関する条例第２条第１項（同項第３号及び第７号に係る部分

に限る。）の許可 

岸和田市風致地区内における建築等の規制に関する条例第２条第１項(同項第３号及び第７号に係る部

分に限る。)の許可 

生産緑地法第８条第１項の許可 

大阪府砂防指定地管理条例第４条第１項の許可 
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   （※許可申請前には事前協議が必要なため、必ず事前に準備し、実施してください。） 

図表２－３ 経過措置期間について 

 

（４）条例の許可が不要な土砂埋立て等とは 

  次の①～④に掲げる土砂の埋立て等は、条例の許可は不要です。（条例第８条、同規則第３～５条

関係） 

 ①面積規模や土砂の発生場所に関して許可不要の場合 

  ○土砂埋立て等の面積が500㎡未満、高さ１ｍ未満の場合は許可不要です。（ただし、当該埋立て

等の区域を含む一団の土地の面積が500㎡以上の場合を除く。（（３）①参照）） 

  ○土地の造成その他の事業の区域において行う土砂埋立て等であって当該事業の区域において採

取された土砂のみを用いて行う場合（外部から土砂の搬入がない場合）は許可不要です。 

 

 ②埋立て等行う者に関して許可不要の場合 

  ○土砂の埋立て等を行う者（発注する場合も含む）が、図表２－４に掲げる団体等の場合、許可

不要です。 

 

 

 

 

H30.4.1 H30.10.1 

図表２－２の法令の 

許可等期限又は2021.3.31 

H30.3.31 までに 

埋立て等着手 
埋立て等継続 

H30.10.1 までに許可申請申請申請申請必要 

H30.3.31 までに 

図表２－２の 

法令の許可等取得 

許可不要 

許可不要 

埋立て等終了 

埋立て等終了 

埋立て等継続 

図表２－２の法令の許可等期限又は2021.3.31 までに許可取得取得取得取得必要 
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図表２－４ 許可を要しない団体等 

 

③他法令等に基づく許可等の処分に関して許可不要の場合 

  ○図表２－５に掲げる法令等の処分を受けて土砂埋立て等を行う場合は、許可は不要です。 

  ○ただし、当該法令等の処分を受けた区域に隣接して、さらに埋立て等を行う場合は岸和田市環

境課に必ずご相談ください。 

 

図表２－５ 許可を要しない特定の法令の処分等による埋立て等 

採石法第33条又は砂利採取法第16条の規定により認可を受けた者が、当該認可に基づいて採取し
た土砂を販売するために一時的に当該認可に係る場所において行う土砂埋立て等 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項の規定により許可を受けた一般廃棄物の最終処
分場又は同法第15条第１項の規定により許可を受けた産業廃棄物の最終処分場において行う土砂
埋立て等 

土壌汚染対策法第22条第１項の規定により許可を受けた者が設置する同項に規定する汚染土壌処
理施設において行う土砂埋立て等 

港湾法第37条第１項（第２号を除く。）の許可 

道路法第24条の承認又は第91条第１項の許可 

土地区画整理法第４条第１項の認可又は第76条第１項の許可 

都市公園法第５条第１項（同法第33条第４項において準用する場合を含む。）又は第６条第１項の
許可（同法第33条第４項において準用する場合を含む。） 

下水道法第16条（同法第25条の 18及び第 31条において準用する場合を含む。）の承認 

河川法第20条の承認又は第24条、第 26条第１項若しくは第27条第１項の許可 

都市計画法第29条第１項又は第２項の許可 

都市再開発法第７条の９第１項若しくは第50条の２第１項の認可又は第66条第１項の許可 

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法第７条第１項、第 26 条第１
項若しくは第67条第１項の許可又は第33条第１項の認可 

鉄道事業法第８条第１項又は第９条第１項の認可 

 

 

 

 

 

 ④その他の許可不要の場合 

 ○図表２－６に掲げる土砂埋立て等は、許可は不要です。 

 

土地改良区 地方道路公社 国立大学法人 

土地改良区連合 日本下水道事業団 大学共同利用機関法人 

土地区画整理組合 土地開発公社 地方独立行政法人 

地方住宅供給公社 住宅街区整備組合 西日本高速道路株式会社 

市街地再開発組合 独立行政法人 阪神高速鉄道株式会社 

その他、国又は地方公共団体がその資本金等を出資している法人で、土砂埋立て等について、国又は地
方公共団体と同様に災害を防止し、及び生活環境を保全することができる者（市長が公示したもの） 
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図表２－６ その他許可を要しない土砂埋立て等 

 

（５）許可の要否のまとめ 

   許可の要否の判断の参考とするためのフロー（イメージ）は図表２－７となります。ただし、

その適用が明確でない場合には、岸和田市環境課に必ずご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※3,000 ㎡以上の土砂埋立て等については、別途「大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例」の許

可が必要です。 

     

非常災害のために必要な応急措置として行う土砂埋立て等 

コンクリート、ガラス等の製品を製造、加工するための原材料としての土砂のみを用いて行う土砂埋立
て等 

運動場、駐車場等の施設の本来の機能を保全するために行う土砂埋立て等 

指定管理者が公の施設の管理として行う土砂埋立て等 

土壌汚染対策法第６条第１項若しくは第11条第１項又は大阪府生活環境の保全等に関する条例第81条
の８第１項若しくは第81条の 12第１項の規定により指定された土地の区域内で行う汚染の除去、汚染
の拡散の防止その他の措置として行う土砂埋立て等 

法令若しくは他の条例（大阪府が定める条例を含む。）の規定又はこれらに基づく義務の履行として行
う土砂埋立て等 

図表２－４に掲げる国等が行う、又は発注する土砂埋立て等である 

埋立て等区域外から土砂を持ち込む 

埋立て等区域の面積が（一団の土地の区域で） 

500㎡以上 3,000㎡未満かつ高さ１ｍ以上 

埋立て等区域の全域が 

図表２－５に掲げる特定法令の処分による埋立て等である 

図表２－６に掲げる土砂埋立て等に該当する 

No 

No 

No※ 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

許許許許    可可可可    必必必必    要要要要    

    

許許許許    
    

可可可可    
    

不不不不    
    

要要要要    

図表２－７ 許可の要否判断フロー 
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３．土砂埋立て等の許可を申請する場合 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事前協議 

    

 

 

 

 

 

①事前調査・事前相談 

（ⅰ）事前調査（ⅰ）事前調査（ⅰ）事前調査（ⅰ）事前調査    

 （ア）条例の許可の対象かどうかの調査 

  ○条例の許可の対象かどうかについては、前章（２．（３）～（５））をよくご覧ください。 

 ○ただし、該当するかどうか明らかでない場合、又は判断に迷う場合については、岸和田市環境

課に必ずご相談ください。 

 （イ）土砂埋立て等を行おうとする区域に関する規制の調査 

  ○土砂埋立て等や土地の改変については、この条例以外にも、土地改良法及び森林法、農地法、

自然公園法、河川法、大阪府砂防指定地管理条例をはじめ、各種法令により規制が設けられて

います。 

  ○土砂埋立て等を行おうとする者は、これらの法令等の規制について漏れなく関係機関に確認し

てください。（８．（５）参照） 

 （ウ）埋立て等を行おうとする土地の調査 

  ○埋立て等を行おうとする土地が滑りやすい土質であるか、軟弱地盤であるかの調査を行う必要

があります。 

■ポイント 

○条例に基づく土砂埋立て等の許可を受けようとする場合、条例の規定により申請が必要

です。 

○条例では、周辺住民への説明会をはじめとして、多くの規定が設けられていることから、

申請手続きをより円滑に進めるため、申請者と市や関係機関等との間で、十分な事前の

協議が不可欠と考えています。 

○許可を要する土砂埋立て等を行おうとする場合は、可能な限り早期にご相談ください。 

○なお、埋立て等を行う前の埋立て等区域における土壌汚染や周辺住民の反対など、埋立

て等に伴う事業リスクを十分に勘案して進めるようにしてください。 

■ポイント 

○ここでは、事前協議の時期・方法について説明します。 

○許可申請及び変更許可申請を行う場合に事前協議が必要となります。 

○ただし、事前協議を行ったから、整ったからといって、許可がなされることが確約され

たものではありません。 
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  ○調査の結果、軟弱地盤であること等が判明した場合は、措置を講じる必要があります。必要な

措置については、別冊審査基準を参照ください。 

（ⅱ）事前相談（ⅱ）事前相談（ⅱ）事前相談（ⅱ）事前相談    

（ア）市への事前相談 

 ○事前調査が終了した時点で、事前協議に関する相談をしてください。 

 ○市からは事前協議の手順及び内容、許可申請、許可基準、許可取得後の責務等について説明し

ます。 

 ○欠格要件（条例第 13 条第１項第１号）に該当しないかどうか確認してください。該当する場

合、許可はできません。 

 ○また、土地所有者の責務について理解した上で、埋立て等を行おうとする区域の土地所有者に

対して、説明し、内諾を得ておくことを勧めます。 

 ○事前相談については、以降の円滑な手続きを行うため、数回にわたる相談が必要になる場合が

あります。 
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 市 事業者 周辺地域の住民 

 

 

 

 

 

 

事

前

協

議 

 

 

 

 

 

 

   

 

図表３－１ 事前協議の手順（フロー図） 

 

 

 

 

 

 

事前の手続き終了 

手続き説明等 
事前の相談 

（事前調査含む） 

調整（町会等） 

事前協議書 

（規則様式第１号） 

受付 

説明会参加 

説明内容の確認 

・土砂搬入計画 

・災害防止措置 

・生活環境保全措置 等 

開催日時、会場等 

調整 

住民説明会 

説明内容等調整 

住民説明会開催 

計画変更等 

開催結果報告 

（規則様式第５号） 

協議結果等反映 

※事前の手続き終了後、許可申請 
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②事前協議書の作成・提出 

（ⅰ）事前協議書（ⅰ）事前協議書（ⅰ）事前協議書（ⅰ）事前協議書    

 （ア）事前協議書の作成 

○市への事前協議が終了した場合、「土砂埋立て等事前協議書」（規則様式第１号）の作成を始め

てください。 

  ○本協議書には、図表３－２－１のとおり、行おうとする土砂埋立て等の目的、区域の位置及び

面積などの項目から、期間や埋立て等完了時の形状、搬入に関する計画などの将来に関する事

項、さらには災害防止のための措置、生活環境保全のための措置まで記載する必要があります。

そのため、綿密な計画をたててから記載するようにしてください。 

  ○また、事前協議書の提出には、図表３－２－２のとおり、埋立て等区域の位置図、平面図及び

断面図（現況・計画）、土砂の量の計算書、資金調達計画書等の添付が必要となります。そのた

め、埋立て等に必要な工事の見積もり等の徴収など、周到な準備をしてください。 

  ○なお、事前協議書の提出の際には、行おうとする土砂埋立て等に関する他法令の許可等につい

ての説明や必要な資料の提出を求める場合があります。これは、本条例の許可後に遅滞なく事

業がすすめられるかどうかの実現性を確認するためです。 

（イ）事前協議書の提出 

○事前協議書の作成が終了した場合、図表３－２－１及び３－２－２で、記載事項及び添付書類

等について不足がないことを確認してください。 

    ○提出の際は、フラットファイル、ファイルケース等で製本し、正本１部、副本１部を市へ提出

してください。副本は受付後に事業計画者にお返しします。 

    ○その後、提出された事前協議書の内容について、許可基準への適合や住民説明会への対応等に

関する協議等を行うこととなります。 

    ○なお、事前協議書については、関係機関や大阪府等と情報交換することがあります。また、市

が埋立て等を行おうとする区域等の調査を行う場合があります。 

 

図表３－２－１ 土砂埋立て等事前協議書（規則様式第１号）の記載事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

土砂埋立て等の目的 

・目的について埋立て、盛土、一時堆積の別を記載。 

・残土処分やストックヤードを目的としている場合は、それも加筆。 

・跡地利用方法について宅地造成、改良農地、ソーラーパネル設置等を（）で記載。 

・（記入例）「盛土（ソーラーパネル設置）」、「残土処分のための埋立て」、「ストックヤードのため

の一時堆積」など 

埋立て等区域の位置 
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・埋立て等区域の地番を全て記載する、又は、代表地番及びほか○○筆と記載し、別紙で地番の一

覧を記載すること。 

埋立て等区域の面積 

・添付書類の「測量図及び求積図」から算定した面積を記載すること。（平方メートル単位で小数

点以下は切り捨て） 

土砂埋立て等の施設設置計画 

・土砂等の搬入路の施設を明示する図面を添付すること。 

土砂の量（「ほぐした量」を記載すること。） 

・土砂の搬入予定量を記載すること。（立方メートル単位で小数点以下は切り捨て） 

・一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、年間の土砂埋立て等に使用される土砂

の搬入の予定量及び搬出の予定量。 

・添付図書「土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書」で計算した量を記載すること。 

土砂埋立て等の施工期間（※１） 

・開始日については申請書提出から許可までの時間を十分見込んでおくこと。許可を受けた日から

直ちに事業を実施する計画の場合は、開始日を「許可日から」としても可。 

最大堆積時及び完了時の土地及び土砂の堆積の形状（※２） 

・完了時の計画平面図や計画縦横断面図を添付すること。 

・完了時における堆積量を超える場合には最大堆積時の計画平面図や計画縦横断面図を添付するこ

と。 

土砂の搬入に関する計画 

・「別紙のとおり」とし、規則様式第１号別紙に必要事項を記載して添付すること。 

・搬入経路図を添付すること。 

災害を防止するために講ずる措置 

・技術基準に基づく構造安定計算書、計算の根拠となる調査結果、試験結果等説明資料を添付する

こと。 

・これらの措置について明示した1/1,000以上の平面図及び断面図を添付すること。 

周辺の生活環境を保全するために講ずる措置 

・粉じん飛散防止、土砂・雨水等流出防止、騒音及び振動防止等の措置を記載すること。 

・これらの措置について明示した1/1,000以上の平面図を添付すること。 

（注）変更申請の場合は、変更する項目がわかるよう明示してください。 

   全体計画の一部を申請しようとする場合は、全体計画がわかる書類を作成してください。 

（※１）一時堆積である場合にあっては、記載不要。 

（※２）一時堆積である場合にあっては、埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状。 
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図表３－２－２ 土砂埋立て等事前協議書の添付書類 

説明会開催計画書（規則様式第２号） 

埋立て等区域及び施設設置区域（土砂埋立て等に供する施設が設置される区域）の位置図 

・1/25,000～1/10,000程度で、道路等の交通網、河川等の水系、地形及び集落等周辺状況が判別で

きるもの。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の現況平面図及び現況断面図 

・道路、河川、法定外公共物（里道、水路）等公共用地がある場合は、その境界を平面図に明示す

ること。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

・断面図は、縦断面図及び横断面図とし、形状が確認できるピッチの縦横のものとすること。 

・平面図は1/1,000以上の地形図を、縦断面図及び横断面図は1/1,000以上を標準とする。 

・関係法令の区域線を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の測量図及び求積図 

・面積は小数点以下第１位（小数点以下第２位を切り捨て）まで表示すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の計画平面図、計画断面図及び排水計画図 

・道路、河川、法定外公共物（里道、水路）等公共用地がある場合は、その境界を平面図に明示す

ること。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

・断面図は、縦断面図及び横断面図とし、形状が確認できるピッチの縦横のものとすること。 

・平面図は1/1,000以上の地形図を、縦断面図及び横断面図は1/1,000以上を標準とする。 

・関係法令の区域線を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の流域図 

・1/5,000の地形図を標準とする。 

埋立て等区域及び施設設置区域の公図の写し 

・公図の写しは、埋立て等区域及び施設設置区域を明示し、埋立て等区域及び施設設置区域並びに

隣接地の地番・地目・地積・所有者等を記入したもの。 

・また、謄写した法務局名、作成年月日、作成者名を記載すること。 

・公図の写しが複数枚に及ぶ場合は、連続図を作成し、作成年月日、作成者名を記載すること。 

埋立て等関係区域内に有し、又は埋立て等関係区域に隣接する道路その他の公共施設に係る土地と

の境界確定図の写し 

土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書 

・縦断面図、横断面図、土量換算計数を元に作成した、搬入する土砂等の量を積算した計算書。 

土砂埋立て等に使用される土砂の搬入に関する計画 

・規則様式第１号別紙に、発生元事業者名、発生場所、１日当たりの最大の搬入予定量、土砂埋立

て等に使用される土砂の量、搬入期間、搬入曜日及び時間、搬入土砂の区分（建設業に属する事

業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１に掲げ

る区分（「第１種」～「第４種」））を記載すること。 
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・搬入経路図を添付すること。 

土砂埋立て等に係る工事の順序を明らかにした書面 

・次の項目についての施工計画書を添付すること。 

１ 緊急連絡網  ２ 使用機械  ３ 工程表  ４ 工事の順序  

５ 埋立てに関する施工方法、管理方法  ６ 施工中の排水処理方法 

７ 周辺地域の生活環境を保全するために講ずる措置 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置を明らかにした書面 

・1/500 程度の平面図等に必要な措置を講ずる措置を講じたものを作成すること。なお、表土の流

出の可能性がある場合には高さ１ｍ程度の板柵を設置すること等により防止するものとし、沈砂

池や調整池、堰堤等の位置及び構造を記した図面を添付すること。 

土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書 

・土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書（規則様式第３号）のほか、施工事業者

の見積もりなど必要経費を証する書類 

前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（注）変更許可申請時の事前協議書には、これらの書類のうち変更に係る書類を添付してください。 

 

③周辺地域の住民への説明会の開催 

（ⅰ）住民説明会の開催前（ⅰ）住民説明会の開催前（ⅰ）住民説明会の開催前（ⅰ）住民説明会の開催前    

 （ア）説明会開催日時、場所の調整 

 ○説明会を開催する範囲や周知の方法（規則第８条第１、２項）、周知期間などについて、市に

確認してください。 

  ○説明会を開催する範囲の町会等の代表者と、説明会の開催日時、場所、周知方法、周知期間等

について調整してください。 

 ○なお、説明会終了後、説明会の結果について市に報告する際、議事録以外に、説明会の内容を

録音した記録媒体の提出、又は議事録への説明会参加者の代表（町会長等）の署名が必要とな

ります。これは、事業計画者と説明会参加者との間に、説明会で行われたやり取りについて認

識のずれが生じることを防ぐためのものです。どちらを採用するかについて、町会等の代表者

と事前に調整しておくことを勧めます。 

 （イ）説明会開催予定の市への報告 

  ○説明会の開催日時、場所等が決定しましたら、図表３－３－１に掲げる事項を記載した「説明

会開催計画書（規則様式第２号）」を作成し、図表３－３－２の書類を添付して、市に速やかに

提出してください。 

  ○説明会では、図表３－２－１に掲げる事項について、図表３－２－２の図書を用いるなど、わ

かりやすく説明してください。 
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  ○後日、提出された説明会開催予定書の内容に基づき、住民説明会での説明内容等について協議

等をする場合があります。 

 

図表３－３－１ 説明会開催計画書（規則様式第２号）の記載事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

説明会の開催の日時 

説明会の開催の場所 

説明を予定している内容 

開催地域や周知方法（日時、場所、対応者、説明概要等含む） 

 

図表３－３－２ 説明会開催計画書（規則様式第２号）の添付書類 

説明に使用する予定の資料 

 

 （ウ）説明会の周知 

  ○（ア）で市に確認した周知方法及び周知期間等により、説明会について周辺地域の住民に周知

をしてください。 

  ○周知期間は十分な期間をとるようにしてください。 

 

（ⅱ）住民説明会の開催（条例第（ⅱ）住民説明会の開催（条例第（ⅱ）住民説明会の開催（条例第（ⅱ）住民説明会の開催（条例第 11111111 条関係）条関係）条関係）条関係）    

 （ア）説明すべき内容 

  ○図表３－２－１に掲げる事項について説明してください。 

  ○図や写真（図表３－２－２に掲げる書類など）を用いるなど参加者にわかりやすい説明を心が

けてください。 

  ○説明内容について、市との協議結果を反映してください。 

  ○申請内容が全体計画の一部である場合は、全体計画についても説明してください。 

 （イ）説明会において定めておくこと 

  ○埋立て等に着手後、説明会において説明した搬入計画等について、改めて周知する必要がある

変更が生じた場合の扱い等に関し、説明会において定めておいてください。 

 （ウ）その他 

  ○説明会の開催結果は市への報告が必要ですので、議事録を取るようにしてください。 

  ○議事録以外に、説明会の内容を録音した記録媒体の提出、又は議事録への説明会参加者の代表

（町会長等）の署名が必要です。前者を採用される場合は、説明会の冒頭に説明会の内容を録

音する旨について説明してください。 

  ○また、録音される場合は、複数の録音装置を設置し、説明者による説明内容だけでなく、説明
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会参加者の意見・質問についても明瞭に録音できるよう工夫してください。 

 

（ⅲ）住民説明会の開催後（ⅲ）住民説明会の開催後（ⅲ）住民説明会の開催後（ⅲ）住民説明会の開催後    

 （ア）議事録等の作成 

  ○説明会終了後、直ちに議事録を作成してください。 

  ○議事録は、説明会で説明した内容、出席者の要望及び意見並びにそれらへの回答等について具

体的に記載してください。 

  ○議事録以外に、説明会の内容を録音した記録媒体の提出、又は議事録への説明会参加者の代表

（町会長等）の署名が必要です。後者を採用される場合は、作成した議事録について、説明会

参加者の代表に確認と署名を求めてください。その際、説明会参加者の代表から議事録の修正

の提案があった場合には、十分に協議をし、必要な修正を行ってください。 

 （イ）説明会開催結果の市への報告 

  ○説明会終了後、図表３－４－１に掲げる事項を記載した「説明会開催報告書（規則様式第５号）」

を説明会ごとに作成し、許可申請時、市に提出してください。 

  ○提出に当たっては、説明会に使用した資料及び議事録、説明会の内容を録音した記録媒体を添

付してください。なお、録音記録媒体は、議事録への説明会参加者の代表（町会長等）の署名

で代えることができます。 

 （ウ）結果報告後の協議・計画変更 

  ○説明会の結果を受け、事業計画者が行おうとする埋立て等の内容を変更する場合には、市と協

議してください。 

  ○また、市から事業計画者に対して、埋立て等の内容の変更について協議等をする場合がありま

す。 

図表３－４－１ 説明会開催報告書（規則様式第５号）の記載事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

埋立て等区域の位置 

説明会の開催日時 

説明会の開催場所 

説明会開催についての周知の範囲とその方法 

説明者の氏名（法人にあっては、氏名及び役職名） 

住民の出席者数 

説明会の概要 

搬入計画等の変更があった場合の周知方法 

その他、特筆すべき事項 
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図表３－４－２ 説明会開催報告書（規則様式第５号）の添付書類 

説明に使用した資料 

説明会の内容を具体的に記載した議事録 

説明会の内容を記録した録音媒体（議事録に、説明会参加者の代表の署名がある場合は不要） 

 

（２）土地所有者への説明・同意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①土砂埋立て等の許可申請（条例第８条）の場合 

  ○事業計画者は図表３－５に掲げる事項について、土地所有者に説明する必要があります。 

  ○図や写真（図表３－２－２に掲げる書類など）を用いるなどわかりやすい説明を心がけてくだ

さい。 

  ○土地所有者の同意については、「土地使用同意書」（規則様式第４号）を使用する必要がありま

せん。 

  ○その際、埋立て等行為が行われている間に土地所有者に係る責務についても必ず説明し、確認

してもらってください。 

  ○条例第10条の規定による、説明及び同意を得なければならない土地所有者の範囲は、「埋立て

等区域」（２．（１）③参照）内の土地所有者です。しかし、許可後遅滞なく埋立て等が行われ

るよう、進入路や調整池、その他許可に必要な施設が存在する土地の所有者へも説明を行い、

同意を得るようにしてください。（８．（３）参考様式第１号参照） 

 

 

 

■ポイント 

○この条例による許可申請（変更許可含む）又は許可に関する地位の承継を受けようとする者は、

当該埋立て等区域の土地所有者に対して、行おうとする埋立て等や承継内容、土地所有者の義務

等について、説明し同意を得なければなりません。（条例第10条関係） 

 ・土砂埋立て等の許可申請（条例第８条）をしようとする場合⇒ ①へ 

 ・土砂埋立て等の変更許可申請（条例第14条第１項）をしようとする場合⇒ ４．（１）へ 

 ・土砂埋立て等の許可に関する地位承継の承認申請（条例第23条第１項） 

をしようとする場合⇒ ４．（４）へ 

○なお、土地所有者への説明事項（許可の申請内容）が確定してから最終的な同意を得る必要があ

りますが、市への事前相談の段階でも埋立て等の計画概要と土地所有者の責務について十分に説

明しておくようにしてください。 
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図表３－５ 土砂埋立て等の許可申請における土地所有者への説明事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

土砂埋立て等の目的 

・目的について埋立て、盛土、一時堆積の別を説明。残土処分やストックヤードを目的としている

場合は、それも説明すること。 

・跡地利用方法について宅地造成、改良農地、ソーラーパネル設置等も説明すること。 

埋立て等区域の位置及び面積 

・埋立て等区域の地番を全て示す、又は代表地番及びほか○○筆と記載した一覧を示すこと。 

・事前協議書の添付書類の「測量図および求積図」から算定した面積を示すこと。（平方メートル

単位で小数点以下は切り捨て） 

土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画 

・土砂等の搬入路の施設を明示する図面（1/1,000以上）で示すこと。 

使用する土砂の量（「ほぐした量」を記載すること。） 

・土砂の搬入予定量を説明すること。（立方メートル単位で小数点以下は切り捨て） 

・一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、年間の土砂埋立て等に使用される土砂

の搬入の予定量及び搬出の予定量も説明すること。 

・事前協議書添付図書「土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書」で計算した量を説明するこ

と。 

土砂埋立て等の施工期間（※１） 

最大堆積時及び完了時の土地及び土砂の堆積の形状（※２） 

・完了時の計画平面図や計画縦横断面図で示すこと。 

・完了時における堆積量を超える場合には最大堆積時の計画平面図や計画縦横断面図を示すこと。 

土砂の搬入に関する計画 

・規則様式第１号別紙に必要事項を記載して説明すること。 

・搬入経路についても説明すること。 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために講ずる

措置 

・これらの措置について明示した1/1,000以上の平面図及び断面図を添付すること。 

・土砂の流出を防ぐために講ずる措置（柵や沈砂池の設置等）についても説明すること。 

年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬入の予定量及び搬出の予定量（※２） 

埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状（※２） 

（※１）一時堆積（ストックヤードなど）の場合は説明不要です。 

（※２）一時堆積でない場合は説明不要です。 
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（３）許可の申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①許可申請書の作成・提出 

（ⅰ）許可申請書の作成（ⅰ）許可申請書の作成（ⅰ）許可申請書の作成（ⅰ）許可申請書の作成    

  ○事前協議終了後、図表３－６－１に掲げる事項について記載した「土砂埋立て等許可申請書」

（規則様式第７号）の作成を始めてください。 

  ○本申請書においては、具体的かつわかりやすく、簡潔に記載してください。 

  ○許可申請書の提出の際には、図表３－６－２に掲げる書類の添付が必要となります。 

  ○なお、一時堆積（ストックヤードなど）の場合を除き、埋立て等の期間が３年を超える場合に

は、３年間の計画と最終の計画の両方を記載、添付してください。 

  ○事前協議中に作成できますが、申請書に記載する項目や添付する書類の内容が確定する事前協

議の終了を待ってから、作成してください。 

  ○事前協議の段階で他法令の許可等についての説明や必要な資料の提出を求める場合があります。

関係機関と十分に協議してください。 

 

（ⅱ）許可申請書の提出（ⅱ）許可申請書の提出（ⅱ）許可申請書の提出（ⅱ）許可申請書の提出    

  ○許可申請書の作成が終了した場合、図表３－６－１及び３－６－２で、記載事項及び添付書類

等について不足がないことを確認してください。 

  ○提出に当たっては、次のとおり、フラットファイル、ファイルケース等で製本し、正本１部、

副本１部を環境課に提出してください。副本は、許可・不許可通知後に申請者にお返しします。 

   ・A3版を超える大きさの図面は、図面袋等に入れて、末尾に綴じてください。 

   ・１つの図面に２以上の内容を記載する場合は、その内容を示す表題を全て記載してください。 

   ・添付図面で色塗りをした場合は、必ず凡例を示してください。 

   ・設計事務所等が申請を代理する場合、申請者からの委任状を添付してください。（８．（３）

■ポイント 

○ここでは、許可申請に必要な書類について説明します。（条例第12条関係） 

○円滑な審査を行うため、（１）事前協議の内容を反映し、わかりやすい書面を作成してく

ださい。 

○申請書類等に不備等ない場合は、許可申請を受理してから３ヶ月程度で許可・不許可につ

いて通知します。 

○なお、許可を受けずに許可を要する土砂埋立て等を行った場合や、虚偽の申請により許可

を得た場合など、罰則（２年以下の懲役又は100万円以下の罰金）や撤去命令等の対象と

なります。 
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参考様式第２号参照） 

  ○後日、提出された申請書の内容について、必要に応じて、別書類の提出や補正、聞き取り等を

指示する場合があります。 

  ○なお、申請書の内容について、関係機関や大阪府等と情報交換することがあります。また、市

が埋立て等を行おうとする区域等の調査を行う場合があります。 

  ○申請書類一式（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表３－６－１ 土砂埋立て等許可申請書（規則様式第７号）の記載事項 

氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる事

務所の所在地） 

土砂埋立て等の目的 

・目的について埋立て、盛土、一時堆積の別を記載。 

・残土処分やストックヤードを目的としている場合は、それも加筆。 

・跡地利用方法について宅地造成、改良農地、ソーラーパネル設置等を（）で記載。 

・（記入例）「盛土（ソーラーパネル設置）」、「残土処分のための埋立て」、「ストックヤードのため

の一時堆積」など 

埋立て等区域の位置 

・埋立て等区域の地番を全て記載する、又は、代表地番及びほか○○筆と記載し、別紙で地番の一

覧を記載すること。 

埋立て等区域の面積 

・添付書類の「測量図及び求積図」から算定した面積を記載すること。（平方メートル単位で小数

点以下は切り捨て） 

土砂埋立て等の施設設置計画 

・土砂等の搬入路の施設を明示する図面（1/1,000以上）を添付すること。 

土砂の量（「ほぐした量」を記載すること。）（※１） 

・土砂の搬入予定量を記載すること。（立方メートル単位で小数点以下は切り捨て） 

・一時堆積の場合は、搬出予定量も記載すること。 

・添付図書「土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書」で計算した量を記載すること。 

土砂埋立て等の施工期間（※２） 

・開始日については申請書提出から許可までの時間を十分見込んでおくこと。許可を受けた日から

直ちに事業を実施する計画の場合は、開始日を「許可日から」としても可。 

土砂埋立て等の土砂の堆積量が最大となる時（以下「最大堆積時」という。）及び完了時の埋立て

等区域における土地及び土砂の堆積の形状（※３） 

・完了時の計画平面図や計画縦横断面図を添付すること。 

・完了時における堆積量を超える場合には最大堆積時の計画平面図や計画縦横断面図を添付するこ

と。 

土砂の搬入に関する計画 

・「別紙のとおり」とし、第７号別紙に必要事項を記載して添付すること。 
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・搬入経路図を添付すること。 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置 

・技術基準に基づく構造安定計算書、計算の根拠となる調査結果、試験結果等説明資料を添付する

こと。 

・これらの措置について明示した1/1,000以上の平面図及び断面図を添付すること。 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために

講ずる措置 

・粉じん飛散防止、土砂・雨水等流出防止、騒音及び振動防止等の措置を記載すること。 

・これらの措置について明示した1/1,000以上の平面図を添付すること。 

次に該当する場合は、規則様式第７号別紙２に必要事項を記載して添付してください。 

・申請者が法人である場合：その役員（※４）の氏名、住所及び生年月日（法定代理人が法人であ

る場合にあっては、その名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地及び生年月日並びに役員の

氏名、住所及び生年月日） 

・申請者が未成年者（※５）である場合：その法定代理人の氏名、住所及び生年月日（法定代理人

が法人である場合にあっては、その名称、代表者の氏名、生年月日及び主たる事務所の所在地並

びに役員の氏名、住所及び生年月日） 

・申請者に次の（あ）、（い）の代表者に該当する使用人がある場合：その使用人の氏名、住所及び

生年月日 

（あ）本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

（い）（あ）のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係る

契約を締結する権限を有する者を置くもの 

（※１）一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬入の予定

量及び搬出の予定量を記載してください。 

（※２）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

（※３）一時堆積である場合にあっては、埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状。 

（※４）業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支

配力を有するものと認められる者を含む。 

（※５）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者 

 

図表３－６－２ 土砂埋立て等許可申請書の添付書類 

土地の所有者の同意を得たことを証する書面（規則様式第４号） 

・埋立て等区域の地番が複数ある場合には、少なくとも地権者名、地番及び面積を記載した一覧を

添付すること。 

埋立て等区域及びその周辺の状況を示す図面 

・埋立て等区域に近接する集落の住居の立地状況等周辺状況が判別できるもの（1/5,000の地形図） 

・方位及び縮尺を記載すること。 



32 

 

住民への周知（説明会）の内容及びその結果を記載した書面（規則様式第５号） 

・説明会で配布した説明資料、説明した内容や出席者の要望及び意見、それらへの回答等について

具体的に記載した議事録も含む。 

申請者の住民票の写し（申請者が法人である場合にあっては、登記事項証明書）及び印鑑登録証明

書 

申請者が法人である場合にあっては、その者にあっては、その役員の住民票の写し 

申請者が未成年者である場合にあっては、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人であ

る場合にあっては、その登記事項証明書及び印鑑登録証明書並びに役員の住民票の写し） 

申請者に使用人がある場合にあっては、その者の住民票の写し 

埋立て等区域及び土砂埋立て等に供する施設が設置される区域（以下「施設設置区域」という。）

の位置図 

・1/25,000～1/10,000程度で、道路等の交通網、河川等の水系、地形及び集落等周辺状況が判別で

きるもの。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の現況平面図及び現況断面図 

・道路、河川、法定外公共物（里道、水路）等公共用地がある場合は、その境界を平面図に明示す

ること。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

・断面図は、縦断面図及び横断面図とし、形状が確認できるピッチの縦横のものとすること。 

・平面図は1/1,000以上の地形図を、縦断面図及び横断面図は1/1,000以上を標準とする。 

・関係法令の区域線を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の測量図及び求積図 

・面積は小数点以下第１位（小数点以下第２位を切り捨て）まで表示すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の計画平面図、計画断面図及び排水計画図 

・道路、河川、法定外公共物（里道、水路）等公共用地がある場合は、その境界を平面図に明示す

ること。 

・方位及び縮尺を記載すること。 

・断面図は、縦断面図及び横断面図とし、形状が確認できるピッチの縦横のものとすること。 

・平面図は1/1,000以上の地形図を、縦断面図及び横断面図は1/1,000以上を標準とする。 

・関係法令の区域線を記載すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の流域図 

・1/5,000の地形図を標準とする。 

埋立て等区域及び施設設置区域の公図の写し 

・公図の写しは、埋立て等区域及び施設設置区域を明示し、埋立て等区域及び施設設置区域並びに

隣接地の地番・地目・地積・所有者等を記入したもの。 

・また、謄写した法務局名、作成年月日、作成者名を記載すること。 

・公図の写しが複数枚に及ぶ場合は、連続図を作成し、作成年月日、作成者名を記載すること。 

埋立て等関係区域内に有し、又は埋立て等関係区域に隣接する道路その他の公共施設に係る土地と
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の境界確定図の写し 

土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書 

・縦断面図、横断面図、土量換算計数を元に作成した、搬入する土砂等の量を積算した計算書 

土砂埋立て等に使用される土砂の搬入に関する計画 

・規則様式第７号別紙に、発生元事業者名、発生場所、１日当たりの最大の搬入予定量、土砂埋立

て等に使用される土砂の量、搬入期間、搬入曜日及び時間、搬入土砂の区分（建設業に属する事

業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１に掲げ

る区分（「第１種」～「第４種」））を記載すること。 

・搬入経路図を添付すること。 

埋立て等区域及び施設設置区域の地盤が軟弱か否かの判定をするための地盤調査の結果を記載し

た書面又は地盤調査を行う必要がない状態であることを証する書面 

安定計算（土質試験その他の調査又は試験に基づき土砂埋立て等の構造の安定性の計算）を行った

場合にあっては、当該安定計算内容を記載した書面 

・計算の根拠となるボーリングデータ、土質試験結果も添付すること。 

擁壁の断面図及び背面図並びに擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算

書 

・1/20～1/50程度の断面図及び背面図を作成し、背面図は擁壁の裏側の構造が判別できるものであ

ること。 

・鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合については、当該擁壁の概要・

構造計画等を明示した書類を添付すること。 

排水施設の構造図並びに流量及び断面決定を記載した書面 

沈砂池の構造図及び容量を算定した書面 

調整池を設置する場合にあっては、調整池の構造図並びに容量及び放流量を算定した書面 

土砂埋立て等に係る工事の順序を明らかにした書面 

・次の項目についての施工計画書を添付すること。 

１ 緊急連絡網  ２ 使用機械  ３ 工程表  ４ 工事の順序  

５ 埋立てに関する施工方法、管理方法  ６ 施工中の排水処理方法 

７ 周辺地域の生活環境を保全するために講ずる措置 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置を明らかにした書面 

・1/500 程度の平面図等に必要な措置を講ずる措置を講じたものを作成すること。なお、表土の流

出の可能性がある場合には高さ１ｍ程度の板柵を設置すること等により防止するものとし、沈砂

池（調整池）、堰堤等の位置及び構造を記した図面を添付すること。 

土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書 

・土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書（規則様式第３号）を活用。また、施工

事業者の見積もりなど必要経費を証する書類 

最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人にあっては、前年の所得税及び個人事業税）の滞納

がないことを証する書面 
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【法人】国税：納税証明書（その３の３）府税：府税（全ての税目）に未納がない旨の証明書 

【個人】国税：納税証明書（その３の２）府税：府税（全ての税目）に未納がない旨の証明書 

法人にあっては最近一事業年度の確定申告書の写し及び財務諸表（貸借対照表及び損益計算書又は

これらに類する書類をいう。）、個人にあっては前年分の確定申告書の写し 

資金を自己資金で調達する場合にあっては金融機関の預金若しくは貯金の残高を証明する書面又

はこれに類する書類、借入金で調達する場合にあっては金融機関の融資を証明する書面 

前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める図書 

（例）申請に係る土砂埋立て等が他の法令又は条例の処分が必要な行為に該当する場合は、当該

処分に係る許可書又は申請書（受付印のあるものに限る）の写し 

（注１）住民票など公的機関・金融機関の発行する書類は、発行日から起算して３ヶ月以内のものに限る。 

（注２）住民票は本籍地記載のものに限る。 
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（４）許可の基準 

 

 

 

 

 

 

①許可の基準 

  許可を受けるための要件・基準は次のとおりです。許可申請に際しては、（ⅰ）～（ⅴ）の要

件を満足しておくことが必要です。 

（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件    

○図表３－７に掲げる欠格要件に該当しないことが必要です。 

 ○なお、これらの欠格要件に該当しないかどうか、警察等関係機関に照会することになります。 

 

（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準    

 ○申請者が、次の（a）、（b）を満たし、申請に係る土砂埋立て等を的確に、かつ、継続して行う

に足りる資力を有しないことが明らかな者でないことが必要です。 

 （a）防災のための施設の設置工事に要する経費について、必要な資金を確保できること。 

  ・「土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書」（規則様式第３号）において、（あ）

≧（い）となっていること。 

   （あ）「防災のための施設の設置工事に要する経費に係る資金調達方法」欄の合計金額 

   （い）「防災のための施設の設置工事に要する経費」の金額 

     ・ただし、（い）については、工事業者の見積もりなど、必要経費を証する書類を添付してく

ださい。 

    （b）法人税等の滞納をしていないこと。 

     ・最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人にあっては、前年の所得税及び個人事業税）

の滞納がないことを証する書面により確認します。 

     ・なお、申立書や追加資料で補填することができます。（例えば、納税証明書に手形による納

付受託中である場合など） 

    ○資力に係る基準については、別冊審査基準を参照してください。 

 

 

 

■ポイント 

○ここでは、欠格要件や資力に係る基準、技術基準など、許可を受けるための基準につ

いて説明します。（条例第13条第１項） 

○申請段階になって、これらの基準に適合しないことの無いよう、事前相談及び事前協

議の段階で十分な調整・検討を行ってください。 
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   （ⅲ）土地所有者の同意（ⅲ）土地所有者の同意（ⅲ）土地所有者の同意（ⅲ）土地所有者の同意    

    ○土地所有者の同意を得ていることを、規則様式第４号で確認します。 

    ○３．（２）を参照してください。 

図表３－７ 欠格要件 

ア．条例第 24 条又は第 25 条第１項の規定に基づく処分（許可の取消しを除く。）を受けた日から

３年を経過しない者（当該処分による義務を履行した者を除く。） 

イ．条例第25条第１項（同項第２号及び第３号に係る部分を除く。）の規定により許可を取り消さ

れ、その取消しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合におい

ては、当該取消しの処分に係る岸和田市行政手続条例（平成 10 年条例第 10 号）第 15 条第１項の

規定による通知があった日前 60 日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法

人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で当該取消しの日から３年を経過しないもの

を含む。） 

ウ．土砂埋立て等の事業に関し不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる、次に掲げる者 

(1) 埋立て等許可の申請前 10 年以内にこの条例又は森林法（昭和 26 年法律第 249 号）、宅地造成

等規制法（昭和36年法律第191号）、大阪府砂防指定地管理条例（平成15年大阪府条例第７号）、

大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例（平成 26 年大阪府条例第 177 号）若しくは大阪府内の

本市以外の市町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の規定に違反して罰金以上の刑に

処せられたことが２回以上ある者 

(2) 埋立て等許可の申請前10年以内に条例第25条第１項（同項第２号及び第３号に係る部分を除

く。）の規定により許可を取り消されたことが２回以上ある者で、かつ、これらの取消しの日か

ら３年を経過した者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、その取消しの処

分に係る岸和田市行政手続条例（平成10年条例第５号）第15条第１項の規定による通知があっ

た日前 60 日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められ

る者を含む。）であった者で当該取消しの日から３年を経過したものを含む。） 

(3) 大阪府の区域内において、森林法第10条の３、第10条の９第３項若しくは第４項若しくは第

38条各項の規定による命令、宅地造成等規制法第14条第２項から第４項まで、第17条第１項若

しくは第２項若しくは第 22 条第１項若しくは第２項の規定による命令、大阪府砂防指定地管理

条例第19条各項の規定による命令、大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例第23条各項若しく

は第 24 条第１項の規定による命令又はこれらの規定に相当する大阪府内の本市以外の市町村が

定める土砂埋立て等の規制に関する条例の規定による命令を受けた日から３年を経過しない者

(当該処分による義務を履行した者を除く。) 

(4) 埋立て等許可の申請前３年以内に条例第８条の規定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは

偽りその他不正の手段により同条の許可を受け、条例第 14 条第１項の規定に違反して土砂埋立

て等を行い、若しくは偽りその他不正の手段により同項に規定する変更許可を受け、条例第 23
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条第１項の規定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは偽りその他不正の手段により同項の承

認を受け、又は条例第17条第２項若しくは第19条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をしたことが２回以上ある者 

(5) 埋立て等許可の申請前３年以内に大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例又は大阪府内の本

市以外の市町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の前号に掲げる規定に相当する規定

に違反して土砂埋立て等を行い、偽りその他不正の手段により許可、変更許可若しくは承認を受

け、又は当該条例の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたことが２回以上ある者・

埋立て等許可の申請前 10 年以内にこの条例又は森林法（昭和 26 年法律第 249 号）、宅地造成等

規制法（昭和36年法律第191号）、大阪府砂防指定地管理条例（平成15年大阪府条例第７号）、

大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例（平成 26 年大阪府条例第 177 号）若しくは大阪府内の

本市以外の市町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の規定に違反して罰金以上の刑に

処せられたことが２回以上ある者 

エ．岸和田市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密

接関係者 

オ．営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人

である場合においては、その役員を含む。）がアからエまでのいずれかに該当するもの 

カ．法人でその役員又は使用人（※）のうちアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの 

キ．個人で、使用人のうちアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの 

   （※）使用人とは、次の（あ）、（い）の代表者 

    （あ）本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

    （い）（あ）のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係る契約を締結する権

限を有する者を置くもの 

 

（ⅳ）災害防止の措置（ⅳ）災害防止の措置（ⅳ）災害防止の措置（ⅳ）災害防止の措置    

○土砂埋立て等が施工されている間における当該申請に係る埋立て等区域外への土砂の崩落、飛

散又は流出による災害を防止するために必要な措置が図られていることが必要です。 

 

     （ⅴ）構造基準（ⅴ）構造基準（ⅴ）構造基準（ⅴ）構造基準    

     （ア）一時堆積（ストックヤード等）以外の埋立て等の場合 

      ○土砂埋立て等の施工に関する計画が、図表３－８－１に掲げる形状及び構造上の基準（技術基

準）に適合するものであること。（詳細については、別冊審査基準を参照してください。） 

     （イ）一時堆積（ストックヤード等）の埋立て等の場合 

      ○土砂埋立て等の施工に関する計画が、図表３－８－２に掲げる形状及び構造上の基準（技術基

準）に適合するものであること。（詳細については、別冊審査基準を参照してください。） 
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図表３－８－１ 形状及び構造上の基準（技術基準）（一時堆積以外） 

１．埋立て等関係区域の地盤について、滑りやすい土質の層又は軟弱な地盤がある場合には、地盤

に滑り、沈下又は隆起が生じないように、杭打ち、土の置換え、水抜きその他の措置が講じられ

ること。 

２．著しく傾斜している土地において土砂埋立て等を行う場合においては、土砂埋立て等を行う前

の地盤と土砂埋立て等に使用された土砂とが接する面が滑り面とならないように段切り等の措

置が講じられること。 

３．土砂埋立て等によって生じる法面(擁壁で覆う部分を除く。以下同じ。)の勾配は、垂直１ｍに

対する水平距離が1.8ｍ以上であること。 

４．土砂埋立て等の完了後の地盤に緩み、沈下又は崩壊が生じないように締固めその他の措置が講

じられること。 

５．埋立て等区域の地盤の高さが周辺より低い土地、斜面の下方に位置する土地及び谷又は沢状の

土地など地表水が集中しやすい地形の土地において土砂埋立て等を行う場合は、湧水又は浸透水

を有効かつ速やかに排除できるよう、地下排水工等の排水施設の設置その他の必要な措置が講じ

られること。 

６．擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、次に掲げる規定に適合すること。 

(1) 盛土の場合には、法尻に擁壁が設置されること。 

(2) 擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、練積み造等の堅固なものであること。 

(3) 渓流内の盛土の場合において、全土量を対象とした土砂流出防止のためのコンクリートえん堤

等が設置されること。 

(4) 練積み造の擁壁の構造は、土質に応じて決定されたものであること。 

(5) 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造計算によって次に掲げる規

定が満たされることが確かめられていること。 

ア 土圧、水圧及び自重(以下「土圧等」という。)によって擁壁が破損されないこと。 

イ 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

ウ 土圧等によって擁壁が滑動しないこと。 

エ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

７．土砂埋立て等によって生じる法面の高さが５ｍ以上である場合にあっては、当該法面の高さが

５ｍごとに幅1.5ｍ以上の小段が設置されること。 

８．雨水その他地表水を排除することができるように、必要な排水施設(土砂埋立て等が施工され

ている間における排水施設を含む。)が設置されること。 

９．８の項の排水施設は、その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき雨水その他の地表水を支

障なく流下させることができるものであること。 

10. 埋立て等区域外に土砂が流出しないように、沈砂池(土砂埋立て等が施工されている間におけ

る沈砂池を含む。)その他の土砂の流出を防止するために必要な施設が設置されること。 

11. 下水道、排水路、河川その他の放流先の排水能力に応じて必要がある場合は、一時雨水を貯留

する調整池(土砂埋立て等が施工されている間における調整池を含む。)その他の施設が設置され

ること。 
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12. 土砂埋立て等によって生じる法面は、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等により、風化その

他の侵食に対して保護されること。 

13. 埋立て等区域(土砂埋立て等によって生じる法面を除く。)は、利用目的が明確である部分を除

き、芝張り、植林その他の土砂等の飛散防止のための措置(土砂埋立て等が施工されている間に

おける土砂等の飛散防止のための措置を含む。)が講じられること。 

14. 土砂埋立て等に係る工事の順序が、埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散、流出その他の災害

が発生しないよう、沈砂池、調整池、擁壁等の防災工事が土砂埋立て等に先行して実施されるも

のとなっていること。 

（注）詳細について、別冊審査基準を必ず参照してください。 

 

図表３－８－２ 形状及び構造上の基準（技術基準）（一時堆積） 

１．雨水その他地表水を排除することができるように、必要な排水施設(土砂埋立て等が施工され

ている間における排水施設を含む。)が設置されること。 

２．１の項の排水施設は、その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき雨水その他の地表水を支

障なく流下させることができるものであること。 

３．埋立て等区域の土地の勾配は、垂直１ｍに対する水平距離が10ｍ以上であること。ただし、埋

立て等区域外への土砂の崩壊、飛散、流出その他の災害が発生するおそれがないものとして市長

が認める場合は、この限りではない。 

４．土砂の堆積の高さ(土砂の堆積によって生じる法面の最も低い部分と最も高い部分の垂直距離

をいう。)が５ｍ以下であること。 

５．土砂の堆積によって生じる法面の勾配は、垂直１ｍに対する水平距離が２ｍ以上であること。 

６．埋立て等区域の周辺に、土砂の堆積の高さに相当する幅の緩衝地帯及びその緩衝地帯を表示す

る境界標が設置されること。 

（注）詳細について、別冊審査基準を必ず参照してください。 

 

（ⅵ）（ⅳ）及び（ⅴ）の要件の適用を受けない場合（ⅵ）（ⅳ）及び（ⅴ）の要件の適用を受けない場合（ⅵ）（ⅳ）及び（ⅴ）の要件の適用を受けない場合（ⅵ）（ⅳ）及び（ⅴ）の要件の適用を受けない場合    

○当該申請に係る埋立て等が、図表３－９に掲げる法令等の許認可等を受けている埋立て等区域

の内部で行われる埋立て等である場合には、（ⅳ）の措置、及び（ⅴ）の基準は適用されませ

ん。（条例第13条関係） 
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図表３－９ 技術基準等が適用されない場合 

地すべり等防止法第18条第１項の許可を受けて行う埋立て等 

宅地造成等規制法第８条第１項の許可を受けて行う埋立て等 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第７条第１項の許可を受けて行う埋立て等 

大阪府砂防指定地管理条例第４条第１項の許可を要する行為 

 

②許可に付す条件 

許可をする際に、有効期間や災害の防止のための措置、生活環境保全のための措置などについて、

条件を付す場合があります。（条例第13条第３項関係） 

この条件に違反した場合、許可の取消しや埋立て等停止命令の対象となります。 
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４．土砂埋立て等の許可を受けた後、土砂埋立て等を行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）許可を受けた埋立て等の内容について変更する場合（許可、届出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①変更の許可申請か、変更届出か 

（ⅰ）変更の許可申請が必要な場合（ⅰ）変更の許可申請が必要な場合（ⅰ）変更の許可申請が必要な場合（ⅰ）変更の許可申請が必要な場合    

   許可を受けた埋立て等の内容について、一時堆積（ストックヤードなど）以外の埋立て等の場

合は図表４－１－１に該当する変更をする場合に、一時堆積である埋立て等の場合は図表４－１

－２に該当する変更をする場合に、変更の許可申請が必要となります。 

 

図表４－１－１ 許可申請が必要な変更（一時堆積以外の埋立て等の場合） 

土砂埋立て等の目的の変更 

埋立て等区域の位置及び面積の変更 

土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画の変更 

土砂埋立て等に使用する土砂の量の変更（当該土砂の量を減らす場合は、（ⅱ）変更届出） 

土砂埋立て等の施工期間の変更（当該期間を短縮する場合は、（ⅱ）変更届出） 

土砂埋立て等の土砂の堆積量が最大となる時及び完了時の埋立て等区域における土地及び土砂の

堆積の形状の変更 

■ポイント 

○条例の許可を受けた後、条例等の規定により様々な義務があります。ここでは、それら

の義務について説明しています。 

○本章で説明する義務や許可する際に付した条件、他法令等を遵守するとともに、埋立て

等に当たっては、許可を受けた内容及び計画等に沿って行うことが必要です。 

○なお、これらの義務等に違反した場合、埋立て等の停止などの命令の対象となるだけで

なく、場合によっては許可の取消しや罰則の対象となります。 

■ポイント 

○許可を受けた埋立て等の内容について変更する場合は、変更する内容によって、許可又は

届出が必要となります。 

○許可が必要かどうかは、①（ⅰ）に記載の変更に該当するかどうかを確認してください。 

○許可が必要な場合は、３．（１）の事前協議（住民説明会等）が必要となるので、できる

だけ早期にご相談ください。また、土地所有者の同意も必要となります。 
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土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために講ずる

措置の変更（排水施設その他の施設の構造の変化で、その機能を高める場合は、（ⅱ）変更届出） 

 

図表４－１－２ 許可申請が必要な変更（一時堆積の埋立て等の場合） 

土砂埋立て等の目的の変更 

埋立て等区域の位置及び面積の変更 

土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画の変更 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために講ずる

措置の変更（排水施設その他の施設の構造の変化で、その機能を高める場合は、（ⅱ）変更届出） 

年間の土砂埋立て等に使用する土砂の搬入の予定量及び搬出の予定量の変更 

埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状の変更 

 

（ⅱ）変更届出が必要な場合（ⅱ）変更届出が必要な場合（ⅱ）変更届出が必要な場合（ⅱ）変更届出が必要な場合    

   許可を受けた埋立て等の内容について、図表４－２に該当する変更（軽微な変更）をする場合

には、変更届の提出が必要となります。（規則第14条第１項関係） 

 

図表４－２ 変更届出が必要な変更 

許可を受けた者の氏名又は住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所

在地）の変更 （注意：承継する場合は承認が必要です。） 

許可を受けた者の法定代理人の氏名又は住所（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称、

代表者の氏名又は主たる事務所の所在地）の変更 

許可を受けた者に係る役員、又は使用人の変更 

土砂埋立て等に使用する土砂の量の変更（当該土砂の量を減少させるものに限る。） 

土砂埋立て等の期間の変更（当該期間を短縮させるものに限る。） 

土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画の変更 

土砂の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置として設置した排水施設

その他の施設の構造の変更（当該施設の機能を高めるものに限る。） 
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②変更の許可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）事前協議（ⅰ）事前協議（ⅰ）事前協議（ⅰ）事前協議    

 ○変更の許可申請に先立って、３．（１）の事前協議（住民説明会等含む）が必要です。そのた

め、できるだけ早期にご相談ください。 

  ○事前協議の時期・方法については、３．（１）を参照してください。 

（ⅱ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅱ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅱ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅱ）土地所有者への説明・同意（条例第 10101010 条関係）条関係）条関係）条関係）    

  ○変更許可の申請を行おうとする場合、事業計画者は図表４－３に掲げる事項について、土地所

有者に説明する必要があります。 

  ○条例第10条の規定による、説明及び同意を得なければならない土地所有者の範囲は、「埋立て

等区域」（２．（１）③参照）であり、かつ、変更に係る土地の所有者です。しかし、許可後遅

滞なく埋立て等が行われるよう、当初許可で既に同意を得ている他の土地所有者へも説明を行

い、同意を得るようにしてください。この場合、それらの土地所有者の同意については、８．

（３）参考様式第１号をご参照ください。 

 

図表４－３ 土砂埋立て等の変更許可申請における土地所有者への説明事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

変更の内容及びその理由 

 

 

 

 

■ポイント 

○ここでは、変更許可申請（条例第14条第１項）に必要な書類、変更許可を受けるための基準に

ついて説明します。 

○円滑な審査を行うため、（ⅰ）事前協議の内容を反映し、わかりやすい書面の作成に心がけてく

ださい。 

○申請書類等に不備等ない場合は、許可申請を受理してから３ヶ月程度で許可・不許可について通

知します。 

○また、申請段階になって、変更許可を受けるための基準に適合しないことの無いよう、事前相談

及び事前協議の段階で十分な調整・検討を行ってください。 

○なお、許可を受けずに許可を要する変更を行った場合や、虚偽の申請により許可を得た場合など、

罰則（２年以下の懲役又は100万円以下の罰金）や撤去命令等の対象となります。 
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（ⅲ）変更許可申請書の作成・提出（条例第（ⅲ）変更許可申請書の作成・提出（条例第（ⅲ）変更許可申請書の作成・提出（条例第（ⅲ）変更許可申請書の作成・提出（条例第 14141414 条第２項～第３項関係）条第２項～第３項関係）条第２項～第３項関係）条第２項～第３項関係）    

（ア）変更許可申請書の作成 

  ○事前協議終了後、図表４－４－１に掲げる事項について記載した「土砂埋立て等変更許可申請

書」（規則様式第８号）の作成を始めてください。 

 ○本申請書においては、具体的かつわかりやすく、簡潔に記載してください。 

  ○変更許可申請書の提出の際には、図表４－４－２に掲げる書類の添付が必要となります。 

  ○一時堆積（ストックヤードなど）の場合を除き、埋立て等の期間が当初許可から３年を超える

場合には、変更に係る項目の３年間の計画と最終計画の両方を記載、添付してください。 

  ○事前協議中に作成することは可能ですが、申請書に記載する項目や添付する書類の内容が確定

する事前協議の終了を待ってから、作成を開始することをお勧めします。 

  ○事前協議の段階で、他法令の許可等についての説明や必要な資料の提出を求める場合がありま

す。関係機関と十分に協議をしてください。 

（イ）変更許可申請書の提出 

  ○変更許可申請書の作成が終了した場合、図表４－４－１及び４－４－２で、記載事項及び添付

書類等について不足がないことを確認してください。 

  ○提出に当たっては、次のとおり、フラットファイル、ファイルケース等で製本し、正本１部、

副本１部を環境課まで提出してください。副本は、許可・不許可の通知後に申請者にお返しし

ます。 

  ・A3版を超える大きさの図面は、図面袋等に入れて、末尾に綴じてください。 

  ・１つの図面に２以上の内容を記載する場合は、その内容を示す表題を全て記載してください。 

  ・添付図面で色塗りをした場合は、必ず凡例を示してください。 

  ・設計事務所等が申請を代理する場合、申請者からの委任状を添付してください。 

  ○後日、提出された変更申請書の内容について、必要に応じて、別書類の提出や補正、聞き取り

等を指示する場合があります。 

  ○なお、変更申請書の内容について、関係機関や府等と情報交換することがあります。また、市

が変更を行おうとする区域等の調査を行う場合があります。 

  ○申請書類一式（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

（ウ）変更許可の基準（条例第14条第４項で準用する条例第13条関係） 

  ○変更の許可を受けるためには、変更に係る項目により、欠格要件や資力に係る基準、技術基準

などの要件があります。 

  ○詳細は、３．（４）をご参照いただき、変更に係る項目ごとにどのような基準が適用されるのか、

よく確認しておいてください。 

（エ）変更許可に付す条件 
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  ○変更許可をする際に、有効期間や災害の防止のための措置、生活環境保全のための措置など、

条件を付す場合があります。 

 

図表４－４－１ 土砂埋立て等変更許可申請書（規則様式第８号）の記載事項 

氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる事

務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

・埋立て等区域の地番を全て記載する、又は、代表地番及びほか○○筆と記載し、別紙で地番の一

覧を記載すること。 

変更内容（変更前、変更後） 

変更理由 

次に該当する場合は、規則様式第８号別紙に必要事項を記載して添付してください。 

・申請者が法人である場合：その役員の氏名、住所及び生年月日 

・申請者が未成年者である場合：その法定代理人の氏名、住所及び生年月日（法定代理人が法人で

ある場合にあっては、その名称、代表者の氏名、生年月日及び主たる事務所の所在地並びに役員

の氏名、住所及び生年月日） 

・申請者に次の（あ）、（い）の代表者に該当する使用人がある場合：その使用人の氏名、住所及び

生年月日 

 （あ）本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

 （い）（あ）のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係

る契約を締結する権限を有する者を置くもの 

 

図表４－４－２ 土砂埋立て等変更許可申請書の添付書類 

土地の所有者の同意を得たことを証する書面（規則様式第４号） 

変更に係る埋立て等区域及びその周辺の状況を示す図面 

・埋立て等区域に近接する集落の住居の立地状況等周辺状況が判別できるもの（1/5,000の地形図） 

・方位及び縮尺を記載すること。 

住民への周知（説明会）の内容及びその結果を記載した書面（規則様式第５号） 

・説明会で配布した説明資料、説明した内容や出席者の要望及び意見、それらへの回答等について

具体的に記載した議事録も含む。 

次の図書のうち、変更に係るもの 

 申請者の住民票の写し（申請者が法人である場合にあっては、登記事項証明書）及び印鑑登録

証明書 

申請者が法人である場合にあっては、その者にあっては、その役員の住民票の写し 

申請者が未成年者である場合にあっては、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人

である場合にあっては、その登記事項証明書及び印鑑登録証明書並びに役員の住民票の写し） 
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 申請者に使用人がある場合にあっては、その者の住民票の写し 

埋立て等区域及び土砂埋立て等に供する施設が設置される区域（以下「施設設置区域」という。）

の位置図 

埋立て等区域及び施設設置区域の現況平面図及び現況断面図 

埋立て等区域及び施設設置区域の測量図及び求積図 

埋立て等区域及び施設設置区域の計画平面図、計画断面図及び排水計画図 

埋立て等区域及び施設設置区域の流域図 

埋立て等区域及び施設設置区域の公図の写し 

埋立て等関係区域内に有し、又は埋立て等関係区域に隣接する道路その他の公共施設に係る土

地との境界確定図の写し 

土砂埋立て等に使用される土砂の量の計算書 

土砂埋立て等に使用される土砂の搬入に関する計画 

埋立て等区域及び施設設置区域の地盤が軟弱か否かの判定をするための地盤調査の結果を記載

した書面又は地盤調査を行う必要がない状態であることを証する書面 

安定計算（土質試験その他の調査又は試験に基づき土砂埋立て等の構造の安定性の計算）を行

った場合にあっては、当該安定計算内容を記載した書面 

擁壁の断面図及び背面図並びに擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造

計算書 

排水施設の構造図並びに流量及び断面決定を記載した書面 

沈砂池の構造図及び容量を算定した書面 

調整池を設置する場合にあっては、調整池の構造図並びに容量及び放流量を算定した書面 

土砂埋立て等に係る工事の順序を明らかにした書面 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出によ

る災害を防止するために講ずる措置を明らかにした書面 

土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書 

最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人にあっては、前年の所得税及び個人事業税）の

滞納がないことを証する書面 

法人にあっては最近一事業年度の確定申告書の写し及び財務諸表（貸借対照表及び損益計算書

又はこれらに類する書類をいう。）、個人にあっては前年分の確定申告書の写し 

資金を自己資金で調達する場合にあっては金融機関の預金若しくは貯金の残高を証明する書面

又はこれに類する書類、借入金で調達する場合にあっては金融機関の融資を証明する書面 

前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（例）申請に係る土砂埋立て等が他の法令又は条例の処分が必要な行為に該当する場合は、当該

処分に係る許可書又は申請書（受付印のあるものに限る）の写し 

  （注１）住民票など公的機関・金融機関の発行する書類は、発行日から起算して３ヶ月以内のものに限る。 

（注２）住民票は本籍地記載のものに限る。 
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③変更の届出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ⅰ）変更届の作成・提出（条例第（ⅰ）変更届の作成・提出（条例第（ⅰ）変更届の作成・提出（条例第（ⅰ）変更届の作成・提出（条例第 14141414 条第５項関係）条第５項関係）条第５項関係）条第５項関係）    

  ○図表４－２に該当する軽微な変更をした場合は、図表４－５に掲げる事項について記載した「土

砂埋立て等変更届」（規則様式第９号）に必要な事項を記入し、遅滞なく届出しなければなりま

せん。 

  ○後日、提出された変更届の内容について、必要に応じて、別書類の提出や補正、聴き取り等を

お願いする場合があります。 

  ○なお、変更届の内容について、関係機関や大阪府等と情報交換することがあります。また、市

が変更を行おうとする区域等の調査を行う場合があります。 

  ○届出書類（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第26条） 

 

図表４－５ 土砂埋立て等変更届（規則様式第９号）の記載事項 

氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる事

務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

変更年月日 

変更内容（変更前、変更後） 

 

 

 

 

 

 

 

■ポイント 

○許可を受けた埋立て等の内容について、図表４－２に掲げる軽微な変更をする場合は、変更

後に遅滞なく届出することが必要となります。 

○ただし、搬入計画等について変更する場合は、住民説明会において定めた「搬入計画等につ

いて変更した場合の扱い」（３．（１）④（ⅱ）参照）に従って対応してください。 

○なお、届出をしなかった場合や、虚偽の届出をした場合、罰則（30 万円以下の罰金）の対象

となります。 
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（２）許可を受けた後、土砂埋立て等を行う場合の責務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①土地の所有者への通知 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）埋立て等の許可を受けた場合（ⅰ）埋立て等の許可を受けた場合（ⅰ）埋立て等の許可を受けた場合（ⅰ）埋立て等の許可を受けた場合    

 ○条例第８条による許可を受けた場合、図表４－６－１に掲げる事項を記載した書面（８．（３）

参考様式第３号その１）により、条例第 10 条の同意をした土地所有者にその旨を通知する必

要があります。 

 ○ただし、土砂埋立て等の区域以外の土地所有者の同意も得ている場合は、それらの土地所有者

にも通知するようにしてください。 

（ⅱ）変更許可を受けた場合（ⅱ）変更許可を受けた場合（ⅱ）変更許可を受けた場合（ⅱ）変更許可を受けた場合    

 ○条例第 14 条第１項による変更許可を受けた場合、図表４－６－２に掲げる事項を記載した書

面（８．（３）参考様式第３号その２）により、条例第10条第２項の同意をした土地所有者に

その旨を通知する必要があります。 

 ○ただし、変更に係る土砂埋立て等の区域以外の土地所有者の同意も得ている場合は、それらの

土地所有者にも通知するようにしてください。 

■ポイント 

○条例の許可を受けた後も、次のような様々な義務があります。 

 ①土地所有者への通知（許可の受けた日から遅滞なく） 

 ②埋立て等の着手の市への届出（着手した日から10日以内） 

 ③搬入（発生元、汚染のおそれがないことの確認）の市への報告（搬入する前） 

 ④土砂管理台帳の作成（毎月の月末まで） 

  及び使用した土砂の量の市への報告 

（上半期分：10月末まで、下半期分：４月末まで、等） 

 ⑤標識の掲示等 

 ⑥関係図書の備え付け及び閲覧、保存 

○なお、これらの義務等に違反した場合、埋立て等停止などの命令の対象となるだけでなく、

許可の取消しや罰則の対象となります。 

■ポイント 

○次の場合は、遅滞なく、条例第 10 条の同意を行った土地所有者に、必要な事項を通知す

る必要があります。（条例第15条関係） 

 （ⅰ）埋立て等の許可を受けた場合 

 （ⅱ）変更の許可を受けた場合 

 （ⅲ）変更の届出をした場合 
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図表４－６－１ 埋立て等許可通知書（参考様式第３号その１）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

土砂埋立て等の目的 

埋立て等区域の位置 

埋立て等区域の面積 

土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画 

土砂埋立て等に使用される土砂の量（※１） 

土砂埋立て等の施工期間（※２） 

最大堆積時及び完了時の埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状（※３） 

土砂埋立て等に使用される土砂の搬入に関する計画（※４） 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために講ずる措置 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために

講ずる措置 

・粉じんの飛散の防止措置 

 ・土砂及び雨水等の流出の防止措置 

 ・騒音及び振動の防止措置 

 ・その他 

許可に付された条件（３．（４）②参照） 

   （※１）一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬

入の予定量及び搬出の予定量を記載してください。 

   （※２）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

   （※３）一時堆積である場合にあっては、埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状。 

   （※４）発生元事業者名、発生場所、１日当たり最大の搬入予定量、搬入期間、搬入曜日及び時間並びに搬入

土砂の区分を規則様式第７号別紙を活用してください。 

 

図表４－６－２ 変更許可通知書（参考様式第３号その２）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

変更内容（変更前、変更後） 

変更理由 

許可に付された条件（４．（１）②（エ）参照） 

 

（ⅲ）変更届を行った場合（ⅲ）変更届を行った場合（ⅲ）変更届を行った場合（ⅲ）変更届を行った場合    

 ○条例施行規則第 14 条第１項に定める軽微な変更を行った場合、図表４－６－３に掲げる事項

を記載した書面（８．（３）参考様式第３号その３参照）により、変更に係る土地所有者にそ

の旨を通知する必要があります。 

 ○また、変更に係る土地所有者以外の土地所有者にも通知するようにしてください。 
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図表４－６－３ 軽微変更通知書（参考様式第３号その３）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

変更内容（変更前、変更後） 

 

②着手の届出 

  ○土砂埋立て等の許可（条例第８条）を受けて土砂埋立て等に着手（土砂埋立て等に供する施

設の設置工事の開始）した場合、着手した日から 10 日以内に、図表４－７に掲げる事項を

記載した「土砂埋立て等着手届」（規則様式第 10 号）を提出する必要があります。（条例第

16条関係） 

  ○届出をしなかった場合や虚偽の届出をした場合、罰則（30万円以下の罰金）の対象となりま

す。 

  ○届出書類（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第26条） 

 

図表４－７ 土砂埋立て等着手届（規則様式第10号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

着手年月日 

 

③ 搬入の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポイント 

○条例の許可を受けて土砂埋立て等区域に土砂を搬入しようとするときは、埋立て等を行ってい

る者は、当該土砂の搬入をする前に、次の事項を確認し、市に報告する必要があります。（条

例第17条関係） 

 １）土砂の発生元（③－１） 

 ２）その土砂に汚染のおそれがないこと（③－２） 

○そのため、土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）に対して、それらの確認をす

ることができる書面の提出を求めるなどの方法で、確認を行う必要があります。 

○これらの確認ができない土砂については、受け入れできません。 

○この報告をしなかった場合や虚偽の報告をした場合、罰則（50万円以下の罰金）や埋立て等の

停止命令などの対象となります。 
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③－１ 搬入される土砂の発生元の確認 

  ○土砂埋立て等区域に土砂を搬入する前に、当該土砂の発生場所ごとに、建設工事の発注者又は

受注者等の土砂を発生させる者に発生元を確認する必要があります。 

  ○確認に当たっては、土砂を発生させる者に図表４－８に掲げる事項を記載した「土砂発生元証

明書」（規則様式第11号）の提出を求めなければなりません。 

図表４－８ 土砂発生元証明書（規則様式第11号）の記載事項 

土砂を発生させた者の氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地、電話番号） 

工事等の名称 

工事等の施工場所 

工事等の発注者 

工事等の施工期間 

搬出する土砂の量 

搬出する土砂を使用する埋立て等区域の位置 

    

③－２ 搬入土砂に汚染のおそれがないことの確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポイント 

○搬入土砂に汚染のおそれがないことの確認については、次のとおり行う必要があります。 

 （ⅰ）土砂の発生場所に関する土壌汚染対策法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく

調査結果（図表４－９に掲げるもので所管行政庁が受理したもの）がある場合 

  ⇒土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）に対して、当該調査結果の写し等を求め

てください。 

 （ⅱ）（ⅰ）に該当しない場合（土砂の発生場所が一時堆積（ストックヤード等）でない） 

  ⇒次の（ア）（イ）のどちらかの方法で汚染のおそれがないことを確認する必要があります。土

砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）に対して確認を求めるなど、適正に確認す

るようにしてください。 

   （ア）土地の利用状況の調査から開始する方法（その結果、土砂の検査（土壌調査））が必要

になる場合もあります。） 

   （イ）土地の利用状況の調査をせず、最初から土壌調査を実施する方法 

 （ⅲ）（ⅰ）に該当しない場合（土砂の発生場所が一時堆積（ストックヤード等）である（注１）） 

  ⇒土壌調査が必要となります。土砂を発生させる者（ストックヤード管理者等）に対して、土壌

調査を求めるなどの方法で確認してください。 

   （注１）ストックヤード等であっても、その区域を掘削した土砂が発生する場合は、（ⅰ）又

は（ⅱ）により汚染のおそれがないことを確認してください。 

○汚染が確認された場合には、土砂発生場所の土地所有者等が関係機関に相談するなどの適切な対応

をとれるよう、土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）から土地所有者等に連絡する

よう促してください。 
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（ⅰ）土砂の発生場所に関する土壌汚染対策法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく（ⅰ）土砂の発生場所に関する土壌汚染対策法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく（ⅰ）土砂の発生場所に関する土壌汚染対策法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく（ⅰ）土砂の発生場所に関する土壌汚染対策法又は大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく

調査結果がある場合調査結果がある場合調査結果がある場合調査結果がある場合    

  ○土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）から、図表４－９に掲げる調査結果等（た

だし、所管する行政庁に受理されたものに限ります。）の写し等を入手してください。 

  ○③－３の市への報告に当たっては、８．（３）参考様式第４号その１を活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂の発生場所がストックヤードである（掘削する場合を除く） 

土砂の発生場所に関して土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全

等に関する条例に基づく調査結果等（図表４－９）がある 

【土壌調査コスト不要の 

可能性あり】 
【土壌調査コストが一定必要】 

土地の利用状況の調査から開始 

（ただし、その結果、土壌調査が

必要となる可能性もあります。） 

最初から発生土砂の土壌調査を実施 

・調査項目：有害物質25物質及びダイオキシン類の溶出量調査、 

９物質の含有量調査 

・調査頻度：土砂発生場所が工場等⇒900㎥毎に調査 

      土砂発生場所が工場等以外⇒2,500㎥毎に調査 

（ⅱ）（ア）へ （ⅱ）（イ）へ 

（ⅲ）へ 

Yes 

Yes 

Yes No 

No Yes 

（ⅰ）へ 

No 
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図表４－９ 土壌汚染対策法・大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく調査結果 

区分 調査結果等 

（法：土壌汚染対策法、生環条例：大阪府生活環境の保全等に関する条例） 

3,000 ㎡以上の土

地の形質変更時に

おける届出書等 

法第４条第１項に基づく「一定の規模以上の土地の形質の変更届出書」（法施行規則様

式第６号）及びその添付書類（※１）であって、同条第２項による調査命令が発出さ

れなかったことを確認した記録（※２）を付したもの 

法第４条第２項の調査命令に対する「土壌汚染状況調査結果報告書」（法施行規則様式

第１号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれのないことを確認できるもの 

生環条例第 81 条の５第１項に基づく「土地の利用履歴等調査結果報告書」（生環条例

施行規則様式第23号の８）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確

認できるもの 

有害物質使用特定

施設等の廃止時等

における調査結果

等 

法第３条第１項、又は第５条第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書」（法施行

規則様式第１号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確認できる

もの 

法第 14条第１項に基づく「指定の申請書」（法施行規則様式第11号）及びその添付書

類である法第14条第３項で土壌汚染状況調査とみなされる結果で汚染のおそれがない

ことを確認できるもの 

生環条例第 81 条の４第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書」（生環条例施行

規則様式第23号の３）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確認で

きるもの 

生環条例第81条の６第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書（管理有害物質）」

（生環条例施行規則様式第23号の 10）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがな

いことを確認できるもの 

生環条例第 81 条の 21 の３に規定する自主調査の関係書類で汚染のおそれがないこと

を確認できるもの（「土壌汚染に係る報告等に関する大阪府の運用について」（平成 23

年３月、大阪府環境農林水産部環境管理室）様式第２号及びその添付書類（※１）） 

要措置区域等から

の土壌搬出時にお

ける認定調査の結

果 

法第 16 条第１項の規定に基づく「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書」（法

施行規則様式第15号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確認で

きるもの 

生環条例第81条の 16第１項に基づく「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書」

（条例様式第 23 号の 13 の６）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないこと

を確認できるもの 

その他 

（規則第16条 

第３項関係） 

他府県の土壌汚染対策に係る条例等に基づく調査結果など汚染のおそれのないことを

確認できる書類等（市と別途協議すること） 

（※１）全ての添付書類の提出を求めるものではありません。調査結果など汚染のおそれがないことを確認できる書類

のみ提出してください。 

（※２）変更届出書及びそれに対する所管行政庁からの「法第４条第２項による調査命令を発出しない。」ことを記載

した書面がある場合はその書面。もしくは、「法第４条第２項による調査命令を発出しない。」ことを所管行政庁に

ヒアリングした結果を記録した書面（ヒアリングの日時、ヒアリング対象者（所属、役職、氏名）、対象者の連絡

先、ヒアリング担当者（氏名、役職、連絡先）も記載のこと。） 

 （注）土壌汚染対策法等の手続きの詳細については、「土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に

基づく土壌汚染に係る調査・対策の手引き」（平成29年４月、大阪府環境農林水産部環境管理室）を参照してくだ

さい。 
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（ⅱ）土砂の発生場所がストックヤード等ではない場合（ⅱ）土砂の発生場所がストックヤード等ではない場合（ⅱ）土砂の発生場所がストックヤード等ではない場合（ⅱ）土砂の発生場所がストックヤード等ではない場合    

  ○次のどちらかの方法で、搬入土砂に汚染のおそれがないことを確認する必要があります。） 

（ア）土地の利用状況の調査から開始する方法（土壌調査が必要になる場合もあります。） 

（イ）最初から土壌調査を実施する方法 

  ○土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注者）に対して、確認を求めるなど、確実に汚

染のおそれがないことを確認してください。 

  ○③－３の市への報告については、８．（３）参考様式第４号その４を活用ください。 

○この確認ができない土砂については、受け入れることはできません。 

 

（ア）土地の利用状況の調査から開始する方法 

  ○確認フローは図表４－10のとおりです。 

  ○このフローに従って、第１調査から開始してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－10 確認フロー（（ⅱ）（ア）の場合） 

 

 

 

 

 

第１調査（土地の利用状況の調査）の結果、原則1965年まで遡って、

土砂発生場所が工場、産業廃棄物処理場、それら以外の事業場であっ

たことがない。（田畑、山林、住宅等だけであった。） 

第２調査（有害物質の使用状況調査）の結果、有害物質使用特定施設

等の届出があったことが確認できなかった。 

第３調査（土壌調査）の結果、基準（図表４－14）に適合。 

土砂の受入はできません。 

（土砂発生場所の土地所有者等が関係機関に相談するなどの適切な

対応をとれるよう、土砂を発生させる者（建設工事の発注者又は受注

者）から土地所有者等に連絡するよう促してください。） 

汚 

染 

お 

そ 

れ 

な 

し 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 
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【第１調査：土地の利用状況の調査】 

○土砂の発生場所の土地の利用状況等の履歴を、図表４－11に掲げる情報を用いて調査し、 

（a）工場又は産業廃棄物処理場 

（b）（工場又は産業廃棄物処理場以外の）事業場 

   の存在の有無について、原則、1965年（昭和40年）まで遡って調査してください。 

○調査の結果、土地の利用状況等の履歴において、上記（a）及び（b）の存在がなかったことを

確認できた場合（住宅、山林、田畑等のみであった場合）は、「汚染のおそれがないことの確

認」ができたと見なすことができます。 

○調査の結果、上記（a）及び（b）の存在があった場合は、図表４－12に従い、工場、産業廃棄

物処理場、それら以外の事業場の判断をした上で、第２調査（有害物質の使用状況調査）を行

ってください。 

 

図表４－11 土地利用履歴調査に活用できる情報 

情報 概要 

１．現況地図・写真 ○撮影日、撮影位置がわかる資料としてください。 

２．過去の国土地理院の地

図、過去の住宅地図 

○概ね５年毎に調べてください。 

○大阪府内の住宅地図は概ね昭和 30年代以降のものが大阪府立中央図書

館・中之島図書館にて閲覧・入手できます。 

３．過去の航空写真 ○概ね５年毎に調べてください。 

○概ね昭和 20年代以降のものが国土地理院又は国土交通省のホームペー

ジから閲覧・入手できます。 

４．ヒアリング調査 ○土砂の発生場所の周辺居住者や関係者（土砂の発生場所が事業場の場

合、過去の従事者など）にヒアリングすることも有効です。その場合、

参考様式第４号その３を活用してヒアリングしてください。 

５．土地の登記簿謄本、建

物登記簿謄本 

○１～４までで、土地の利用状況等の履歴や工場や事業場等の名称等が把

握できない場合に必要に応じて調査を実施してください。 

○当該土地の管轄の法務局で入手可能です。 

６．その他 ○上記の資料のほか、土地の利用状況等の履歴を調査するにあたり、必要

と考えられる資料を適宜調べてください。 

（注）「土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく土壌汚染に係る調査・対策の手引き」（平成

29年４月、大阪府環境農林水産部環境管理室）を準用して作成 
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図表４－12 工場、産業廃棄物処理場、それら以外の事業場の判断基準 

分類 判断基準 

工場 ○工場とは、継続的な物の製造又は加工を直接の事業目的とし、そこで

作られた製品を主として卸売りをする事業所（反復継続して行われる

事業活動に供される場所をいう。） 

○具体的には、次のものは「工場」とする。 

・「日本標準産業分類」の大分類E「製造業」 

・大分類F（電気・ガス・熱供給・水道業）のうち、火力発電所、ガス製

造工場 

・大分類 R（サービス業）のうち、中分類 89（自動車整備業）及び中分

類90（機械等修理業） 

・工場の敷地内に所在する寮及び組織的に工場に付属している研究所 

○次のものは「工場」としない。 

・組織的に工場から独立している研究所 

・加工食品小売業のように加工食品を製造して、その場所で小売する事

業場 

産業廃棄物処理場 ○次のいずれかに該当すれば「産業廃棄物処理場」とする。 

・産業廃棄物の積替保管を行っている事業場 

・産業廃棄物の処分（焼却、破砕等）を行っている事業場 

工場及び産業廃棄物処

理場以外の事業場 

○具体的には次のようなものを「工場及び産業廃棄物処理場以外の事業

場」とする。 

・第一次産業 ・クリーニング業、リネンサプライ業 

・市町村等の清掃工場、下水の週末処理場、し尿処理場、雨水ポンプ場、

熱供給業者、浄水場 ・給食センター ・倉庫 

・ガソリンスタンド ・市役所庁舎、会社の本社・支社ビル、学校、病

院、デパート、スーパーマーケット等 

（注）「逐条解説大気汚染防止法」（昭和59年 大気汚染防止法令研究会）を一部準用して作成 

 

【第２調査：有害物質の使用状況調査】 

○工場や事業場の名称及び所在地が判明している場合には、土砂の発生場所の土壌汚染対策法所

管部局等（※）に対して、有害物質使用特定施設等の届出の有無を確認してください。（確認

結果が届くまでに、１ヶ月程度の期間が必要になる場合があります。） 

   ※問合せ先は次のURLを参照してください。 

  「有害物質使用特定施設等の届出確認申請」 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kankyohozen/jiban/tokuteisisetsu.html 

○確認の結果、有害物質使用特定施設等の届出があった場合は、第３調査（土壌調査）を行って

ください。 

○届出がない場合は、「汚染のおそれがないことの確認」ができたとみなすことができます。 
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【第３調査：土壌調査】 

○第２調査（有害物質の使用状況調査）で、有害物質使用特定施設等の届出があり、使用等して

いた有害物質が判明した場合には、当該有害物質及びダイオキシン類について図表４－13のと

おり土壌調査を実施してください。 

○土壌調査の結果、図表４－14 に示した基準に適合している場合は、「汚染のおそれがないこと

の確認」ができたと見なすことができます。 

 

図表４－13 土壌調査の方法（（ⅱ）（ア）の場合） 

項目 内容 

調査項目 ○図表４－14に掲げる有害物質のうち、土砂の発生場所で使用等してい

たことが判明した物質の土壌溶出量調査を実施。 

○うち、重金属等（第二種特定有害物質）については、土壌含有量調査

も実施。 

試料調査・調査頻度 ○第１調査（土地の利用状況等の調査）の結果により、次の頻度で実施。 

 ・工場又は産業廃棄物処理場があった場合 

 ⇒900㎥毎に１回 

 ・工場又は産業廃棄物処理場以外の事業場があった場合 

 ⇒2,500㎥毎に１回 

○各々の土砂量に満たない場合でも１回の試料採取・検査が必要。 

（例）土砂発生場所に過去に工場があり有害物質の使用があった場合 

 ・土砂発生量が100㎥の場合⇒１回 

 ・土砂発生量が1,900㎥の場合⇒３回（900㎥×２＋100㎥） 

試料採取方法 ○５ヶ所の表層土砂を採取し、等量混合する。 

調査方法（測定方法） ○土壌溶出量調査：土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件 

（H15年３月６日環境省告示第18号） 

○土壌含有量調査：土壌含有量調査に係る測定方法を定める件 

（H15年３月６日環境省告示第19号） 

調査機関（測定機関） ○環境計量証明事業者 
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図表４－14 特定有害物質等の基準値 

分類 項目 
含有量基準（指定基準） 

（mg/kg） 

溶出量基準（指定基準） 

（mg/L） 

管
理
有
害
物
質
（
府
条
例
） 

特
定
有
害
物
質
（
土
壌
汚
染
対
策
法
） 

揮
発
性
有
機
化
合
物 

（
第
１
種
特
定
有
害
物
質
） 

クロロエチレン 

（塩化ビニルモノマー） 
- 0.002以下 

四塩化炭素 - 0.002以下 

1,2-ジクロロエタン - 0.004以下 

1,1-ジクロロエチレン 

（塩化ビニリデン） 
- 0.1以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン - 0.04以下 

1,3-ジクロロプロペン（D-D） - 0.002以下 

ジクロロメタン（塩化メチレン） - 0.02以下 

テトラクロロエチレン（※） 

（パークロロエチレン） 
- 0.01以下 

1,1,1-トリクロロエタン（※） - 1以下 

1,1,2-トリクロロエタン（※） - 0.006以下 

トリクロロエチレン（※） - 0.03以下 

ベンゼン - 0.01以下 

重
金
属
等 

（
第
２
種
特
定
有
害
物
質
）

 

カドミウム及びその化合物 カドミウム150以下 カドミウム0.01以下 

六価クロム化合物 六価クロム250以下 六価クロム0.05以下 

シアン化合物 遊離シアン50以下 シアンが検出されないこと 

水銀及びその化合物 水銀 15以下 水銀 0.0005以下 

 うちアルキル水銀 検出されないこと 

セレン及びその化合物 セレン150以下 セレン0.01以下 

鉛及びその化合物 鉛 150以下 鉛 0.01以下 

砒素及びその化合物 砒素 150以下 砒素 0.01以下 

ふっ素及びその化合物 ふっ素4000以下 ふっ素0.8以下 

ほう素及びその化合物 ほう素4000以下 ほう素１以下 

農
薬
等 

（
第
３
種
特
定
有
害
物
質
） 

シマジン（CAT） - 0.003以下 

チウラム - 0.006以下 

チオベンカルブ 

（ベンチオカーブ） 
- 0.02以下 

PCB（ポリ塩化ビフェニル） - 検出されないこと 

有機りん化合物 

（パラチオン、メチルパラチオン、 

メチルジメトン及びEPNに限る。） 

- 検出されないこと 

ダイオキシン類 1000pg－TEQ/g以下 ‐ 

（※）下表の左欄に掲げる有害物質の使用履歴がある場合にあっては、その有害物質の区分に応じて下表右欄に掲げる

物質を含めて検査してください。 

1,1-ジクロロエチレン クロロエチレン 

シス-1,2-ジクロロエチレン クロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

（パークロロエチレン） 

クロロエチレン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレン、トリ

クロロエチレン 

1,1,1-トリクロロエタン クロロエチレン及び1,1-ジクロロエチレン 

1,1,2-トリクロロエタン クロロエチレン、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン及びシス-1,2-

ジクロロエチレン 

トリクロロエチレン クロロエチレン、1,1-ジクロロエチレン及びシス-1,2-ジクロロエチレン 

（注）土壌含有量基準：有害物質が含まれる汚染土壌を直接採取することによりリスクに係る基準 

   土壌溶出量基準：有害物質が含まれる汚染土壌からの有害物質の溶出に起因する汚染地下水等の摂取によるリス

クに係る基準 
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mg/kg(土壌１キログラムあたりミリグラム)  

mg/L（検液１リットルあたりミリグラム） 

pg-TEQ/g（土壌 1グラムにつきピコグラム［2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン毒性換算値］  

 

 （イ）土地の利用状況等の調査をせず、最初から土壌調査を実施する方法 

  ○図表４－15のとおり土壌調査を実施してください。 

  ○土壌調査の結果、図表４－14 に示した基準に適合している場合は、「汚染のおそれのないこと

の確認」ができたと見なすことができます。 

 

図表４－15 土壌調査の方法（（ⅱ）（イ）の場合） 

項目 内容 

調査項目 ○図表４－14に掲げる有害物質の土壌溶出量調査を実施。 

○うち、重金属等（第二種特定有害物質）については、土壌含有量調査

も実施。 

試料採取・調査頻度 ○工事の施工場所（土砂の発生元）の現況により、次の頻度で実施。 

 ・現況が工場又は産業廃棄物処理場の場合 

  ⇒900㎥毎に１回 

 ・現況が工場又は産業廃棄物処理場以外の場合 

  ⇒2,500㎥毎に１回 

○各々の土砂量に満たない場合でも１回の試料採取・検査が必要。 

(例)土砂発生場所に過去に工場があり有害物質の使用があった場合 

 ・土砂発生量が100㎥の場合⇒１回 

 ・土砂発生量が1,900㎥の場合⇒３回（900㎥×２＋100㎥） 

試料採取方法 ○５ヶ所の表層土砂を採取し、等量混合する。 

調査方法（測定方法） ○土壌溶出量調査：土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件（H15 年

３月６日環境省告示第18号） 

○土壌含有量調査：土壌含有量調査に係る測定方法を定める件（H15 年

３月６日環境省告示第19号） 

調査機関（測定機関） ○環境計量証明事業者 
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（ⅲ）（ⅲ）（ⅲ）（ⅲ）土砂の発生場所がストックヤードである場合土砂の発生場所がストックヤードである場合土砂の発生場所がストックヤードである場合土砂の発生場所がストックヤードである場合    

  ○図表４－16のとおり土壌調査を実施してください。 

  ○ただし、土砂の発生場所が、この条例施行後に許可を得て、供用開始しているストックヤード

等である場合は、土砂検査の実施が不要な場合があるので、ご相談ください。 

  ○③－３の市への報告に当たっては、８．（３）参考様式第４号その４を活用ください。 

  ○土壌調査の結果、図表４－14 に示した基準に適合している場合は、「汚染のおそれがないこと

の確認」ができたと見なすことができます。 

  ○土壌調査の結果、図表４－14に示した基準に適合していなかった場合は、巻末のお問い合わせ

先にご連絡ください。 

 

図表４－16 土壌調査の方法 

項目 内容 

調査項目 ○図表４－13に掲げる有害物質の土壌溶出量調査を実施。 

○うち、重金属等（第二種特定有害物質）については、土壌含有量調査も

実施。 

試料採取・調査頻度 ○2,500㎥毎に１回実施。 

○2,500㎥に満たない場合でも１回の試料採取・検査が必要。 

 （例） 

  ・土砂発生量が100㎥の場合⇒１回 

  ・土砂発生量が2,600㎥の場合⇒２回（2,500㎥＋100㎥） 

試料採取方法 ○５ヶ所の表層土砂を採取し、等量混合する。 

調査方法（測定方法） ○土壌溶出量調査：土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件（H15年３月

６日環境省告示第18号） 

○土壌含有量調査：土壌含有量調査に係る測定方法を定める件（H15年３月

６日環境省告示第19号） 

調査機関（測定機関） ○環境計量証明事業者 

 

（ⅳ）その他の場合（ⅳ）その他の場合（ⅳ）その他の場合（ⅳ）その他の場合    

○土砂の発生場所が岩石、砂利又は土の採取計画の認可等（採石法、砂利採取法）に係る採取場

である場合には、発生場所、汚染のおそれのないことの確認は、土砂売渡・譲渡証明書（規則

様式第12号）によって行うことができます。 
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③－３搬入の報告 

  ○③-１及び③－２の確認後、当該土砂を搬入する前に、図表４－17－１に掲げる事項を記載した

「土砂搬入報告書」（規則様式第13号）を提出する必要があります。 

  ○その際には、図表４－17－２に掲げる書類も添付しなければなりません。 

  ○報告書類一式（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表４－17－１ 土砂搬入報告書（規則様式第13号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

土砂埋立て等の施工期間（※） 

土砂の発生場所 

土砂の搬入予定量 

土砂の搬入期間 

運搬事業者の名称及び連絡先 

（※）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

 

図表４－17－２ 土砂搬入報告書の添付書類 

土砂発生元証明書（規則様式第11号） 

汚染のおそれがないことの確認をしたことを証明できる図書 

（参考様式第４号その１、その２、その４のいずれかを活用） 
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④土砂管理台帳の作成及び使用等された土砂の量の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）土砂管理台帳（ⅰ）土砂管理台帳（ⅰ）土砂管理台帳（ⅰ）土砂管理台帳    

 （ア）一時堆積以外の許可を受けている場合 

  ○土砂の発生場所ごとに、図表４－18－１に掲げる事項を記載した「土砂管理台帳」（規則様式第

14号）を毎月の月末までに作成する必要があります。 

  ○当該台帳は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表４－18－１ 土砂管理台帳（規則様式第14号）の記載事項 

許可年月日及び番号 

許可を受けた者の氏名（法人にあっては、その名称） 

土砂の発生場所の事業所（土砂を発生させる者）の氏名及び住所（法人にあっては、その

名称若しくは代表者の氏名又は主たる事務所の所在地） 

土砂を発生させた工事等の名称 

土砂の搬入の日付 

当該日の搬入量 

当該日の搬入車両台数 

 

 （イ）一時堆積の許可を受けている場合 

  ○土砂の発生場所ごとに図表４－18－２に掲げる事項を記載した「土砂管理台帳」（規則様式第

14号）を毎月の月末までに作成してください。 

  ○当該台帳は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

 

■ポイント 

○条例の許可を受けて土砂埋立て等を行う場合、次のとおり毎月の月末までに土砂管理台帳を

作成し、使用等された土砂の量については半期毎に市に報告する必要があります。（条例第

18～19条関係） 

 ・一時堆積以外の許可を受けている場合 

⇒（ⅰ）（ア）、（ⅱ）（ア） 

 ・一時堆積の許可を受けている場合 ⇒（ⅰ）（イ）、（ⅱ）（イ） 

○土砂管理台帳を作成しなかった場合や、記載しなかった場合、虚偽の記載をした場合、使用

等された土砂の量の報告を行わなかった場合、虚偽の報告をした場合、罰則（50万円以下の

罰金）や埋立て等の停止命令などの対象となります。 
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図表４－18－２ 土砂管理台帳（規則様式第14号）への記載事項（一時堆積） 

許可年月日及び番号 

許可を受けた者の氏名（法人にあっては、その名称） 

土砂の搬入の日付 

当該日の搬入量又は搬出量 

当該日の搬入又は搬出車両台数 

 

（ⅱ）使用等された土砂の量の報告（ⅱ）使用等された土砂の量の報告（ⅱ）使用等された土砂の量の報告（ⅱ）使用等された土砂の量の報告    

 （ア）一時堆積以外の許可を受けている場合 

  ○図表４－19－１に掲げる事項を記載した「土砂使用量報告書」（規則様式第15号）を作成し、

次のとおり提出する必要があります。 

   ・毎年度４月～９月までに使用された土砂の量：当該年度の10月末日まで。 

   ・毎年度10月～３月までに使用された土砂の量：翌年度の４月末日まで。 

   ・埋立て等を完了又は廃止した場合は直前の報告以降に使用された土砂の量：完了届又は廃止

届と同時に。 

  ○報告書等一式は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表４－19－１ 土砂使用量報告書（規則様式第15号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

土砂埋立て等の施工期間 

この報告に係る期間 

土砂埋立て等に使用する土砂の量（許可期間及び最終計画の間に使用する土砂の量） 

この報告に係る期間の前までに報告した土砂の量（累積） 

この報告に係る期間中に搬入した土砂の量 

土砂の発生場所（工事等の名称）毎の次の事項 

 ・前回の報告までの累積搬入量 

 ・今回の報告期間の搬入量 

 ・上２つを合算した量（累積量） 

 

（イ）一時堆積の許可を受けている場合 

  ○図表４－19－２に掲げる事項を記載した「土砂搬入量及び搬出量報告書」（規則様式第16号）

を作成し、次のとおり提出する必要があります。 

   ・毎年度４月～９月までに使用された土砂の量：当該年度の10月末日まで。 
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   ・毎年度10月～３月までに使用された土砂の量：翌年度の４月末日まで。 

   ・埋立て等を完了又は廃止した場合は直前の報告以降に使用された土砂の量：完了届又は廃止

届と同時に。 

  ○報告書等一式（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表４－19－２ 土砂搬入量及び搬出量報告書（規則様式第16号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

許可年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

この報告に係る期間 

年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬入の予定量及び搬出の予定量 

この報告に係る期間中に搬入した土砂の量 

土砂の発生場所（工事等の名称）毎の次の事項 

 ・前回の報告までの累積搬入量 

 ・今回の報告期間の搬入量 

 ・上２つを合算した量（累積量） 

この報告に係る期間中に搬出した土砂の量 

 

 

⑤標識の掲示等 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）標識の掲示（ⅰ）標識の掲示（ⅰ）標識の掲示（ⅰ）標識の掲示    

  ○埋立て等区域又はその周辺の見やすい場所に、図表４－20に掲げる事項を記載した標識を掲示

する必要があります。 

  ○標識の大きさは縦90センチメートル以上横120センチメートル以上とし、材質は風雨に十分耐

えるものを使用しなければなりません。（図表４－21参照） 

 

 

■ポイント 

○条例の許可を受けて土砂埋立て等を行う場合、当該埋立て等区域の見やすい場所に標識を

掲示するとともに、埋立て等区域の境界標を設置する必要があります。（条例第20条関係） 

○標識の掲示や境界標設置を行わなかった場合、罰則（50万円以下の罰金）や埋立て等の停

止命令などの対象となります。 
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図表４－20 標識に記載すべき事項 

許可年月日及び番号、許可をした者（岸和田市長） 

土砂埋立て等を行う者の氏名、住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主た

る事務所の所在地）及び連絡先の電話番号 

土砂埋立て等の目的 

埋立て等区域の位置 

埋立て等区域の面積 

埋立て等区域を明示した付近見取図 

埋立て等に使用される土砂の予定量（一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、

年間の土砂の搬入の予定量及び搬出の予定量） 

当該土砂埋立て等が一時堆積以外である場合にあっては、土砂埋立て等の施工期間 

  

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第20条による標識 

許可日：平成30年４月１日 許可番号：○○○○○ 許可者：岸和田市長 

埋立て等する者：岸和田 一郎 ○○市○○町○○丁目○―○ TEL:072-400-0000 

埋立て等の目的：宅地造成 位置：岸和田市○○町○○番地外○筆 

埋立て等区域及び付近見取り図 埋立て等区域の面積：2,000㎡ 

 

埋立て等土砂予定量：5,000㎥ 土砂埋立て等の期間：H30.5.1～H31.11.30 

 

 

図表４－21 標識例 

（ⅱ）境界標の設置（ⅱ）境界標の設置（ⅱ）境界標の設置（ⅱ）境界標の設置    

  ○埋立て等区域の境界を明らかにするため、境界標を設置する必要があります。 

 

⑥関係図書の閲覧及び保存 

（ⅰ）関係図書の閲覧（ⅰ）関係図書の閲覧（ⅰ）関係図書の閲覧（ⅰ）関係図書の閲覧    

  ○許可を受けた日から完了（廃止）届出の日まで、災害の防止上又は生活環境の保全上利害関係

を有する者の求めに応じて閲覧させる必要があります。種類ごとにファイル化するなど、整理

して綴じてください。（完了（廃止）の日以降も、保存は必要です。（条例第26条関係）） 

国道 

調整池 

進入路 
山林 

山林 

山林 

90ｃｍ 

以上 

120ｃｍ以上 

埋立て等区域 
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  ○ただし、個人情報等に該当する部分を除きます（申請者等の生年月日や本籍地、住所、印影、

住民票、印鑑証明、図面等に記載されている作成担当者名及び印影、銀行口座、納税証明など

納税額を示す書類、確定申告の写し、残高証明など預貯金額を示す書類、融資を証明する書類、

等）。それら個人情報に該当する部分は黒塗り等をしていただき閲覧させてください。 

 

図表４－22 閲覧に供する図書等 

許可申請書（条例第12条第１項又は第２項、規則様式第７号）及び添付書類の写し 

変更許可申請書（条例第14条第２項、規則様式第８号）及び添付図書の写し 

土砂埋立て等変更届（規則第15条第５項、規則様式第９号）の写し 

土砂埋立て等着手届（規則第16条、規則様式第10号）の写し 

土砂搬入報告書（規則第17条第５項、規則様式第13号）及び添付図書の写し 

土砂使用量報告書（規則第19条第１項、規則様式第15号） 

又は土砂搬入量及び搬出量報告書（規則第19条第２項、規則様式第16号）の写し 

土砂埋立て等地位承継承認申請書（規則第23条第１項、規則様式第21号）の写し 

 

（ⅱ）関係図書の保存（ⅱ）関係図書の保存（ⅱ）関係図書の保存（ⅱ）関係図書の保存    

  ○許可に関して市に提出した図書（図表４－22に掲げる図書及び完了届、廃止届、休止届、再開

届など）の写しを保存しなければなりません。（条例第26条関係） 

 ○保存する期間は、次のうちいずれか短い期間となります。 

   ・条例第22条第２項の完了届及び廃止届に対する市からの通知（（３）②（ⅰ）参照）を受け

た日から３年間 

   ・条例第25条第１項による許可の取消しの日から３年間 

  ○関係図書の保存をしなかった場合、罰則（30万円以下の罰金）の対象となります。 
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（３）完了、廃止、休止する場合、許可を辞退する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①届出 

（ⅰ）完了する場合（ⅰ）完了する場合（ⅰ）完了する場合（ⅰ）完了する場合    

  ○土砂埋立て等を完了したときは、完了日から 15 日以内に、図表４－23 に掲げる事項を記載し

た「土砂埋立て等完了届」（規則様式第17号）を提出する必要があります。 

  ○届出書類（写し）は保存することが必要です。（条例第26条） 

 

図表４－23 土砂埋立て等完了届（規則様式第17号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）、電話番号 

許可の年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

土砂埋立て等の施工期間（※） 

土砂埋立て等を完了した年月日 

完了した埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災害防止のために必要な措置を講じてい

る場合には、その内容 

 （※）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

 

 

 

■ポイント 

○次の場合、それぞれの期日までに、所定の様式により市に届け出る必要があります。（条例

第22条関係） 

 ・完了：当初の計画どおり、埋立て等を完了した場合（完了した日から15日以内） 

 ・廃止：施工途中において、埋立て等をもう行わない場合（廃止した日から30日以内） 

 ・休止：２ヶ月以上の間、埋立て等を休止する場合（休止した日から10日以内） 

 ・再開：休止していた埋立て等を再開する場合（再開する前） 

 ・辞退：許可不要の要件に該当することとなった場合（該当することとなった日から15日

以内） 

○完了届、廃止（休止）届が提出された場合、市が届出のあった埋立て等が許可基準に適合

しているかどうかの確認を行います。 

○確認の結果、災害防止措置等が不十分である旨の通知を受けた場合は、必要な措置を講じ

る必要があります。 

○届出をしなかった場合や虚偽の届出をした場合、罰則（30万円以下の罰金）の対象となり

ます。 
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    （ⅱ）廃止又は休止する場合（ⅱ）廃止又は休止する場合（ⅱ）廃止又は休止する場合（ⅱ）廃止又は休止する場合    

  ○土砂埋立て等の施工途中で、埋立て等を行わなくなった（廃止した）場合は、廃止日から 30

日以内に、図表４－24 に掲げる事項を記載した「土砂埋立て等廃止（休止）届」（規則様式第

18号）を提出する必要があります。 

  ○土砂埋立て等を、２ヶ月以上休止する場合は、休止の日から 10 日以内に、図表４－24 に掲げ

る事項を記載した「土砂埋立て等廃止（休止）届」（規則様式第18号）を提出する必要があり

ます。 

  ○届出書類（写し）は保存することが必要です。（条例第26条） 

 

図表４－24 土砂埋立て等廃止（休止）届（規則様式第18号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）、電話番号 

許可の年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

土砂埋立て等の施工期間（※） 

土砂埋立てを廃止した年月日又は休止しようとする期間 

土砂埋立て等を廃止し、又は休止した場合の埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災害防止のために必要な措置を講じている

場合には、その内容 

 （※）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

 

 （ⅲ）再開する場合（ⅲ）再開する場合（ⅲ）再開する場合（ⅲ）再開する場合    

  ○休止していた土砂埋立て等を再開する場合には、図表４－25に掲げる事項を記載した「土砂埋

立て等再開届」（規則様式第19号）を提出する必要があります。 

  ○届出書類（写し）は保存することが必要です。（条例第26条） 

 

図表４－25 土砂埋立て等再開届（規則様式第19号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）、電話番号 

埋立て等区域の位置 

許可の年月日及び番号 

休止期間 

再開年月日 
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    （ⅳ）許可を辞退（ⅳ）許可を辞退（ⅳ）許可を辞退（ⅳ）許可を辞退する場合する場合する場合する場合    

  ○土砂埋立て等の施工途中で、許可を要しない要件に該当することとなった場合は、該当するこ

ととなった日から 15 日以内に、図表４－26 に掲げる事項を記載した「土砂埋立て等許可辞退

届」（規則様式第20号）を提出する必要があります。 

  ○届出書類（写し）は保存することが必要です。（条例第26条） 

 

図表４－26 土砂埋立て等許可辞退届（規則様式第20号）の記載事項 

氏名、住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）、電話番号 

許可の年月日及び番号 

埋立て等区域の位置 

土砂埋立て等の施工期間（※） 

災害の発生を防止するために必要な措置を講じている場合にあっては、その内容 

該当することとなった処分の内容 

該当することとなった処分を受けた年月日 

該当することとなるまでに施行した埋立て等区域等における土地及び堆積の形状 

    

②市による確認等 

 （ⅰ）市による確認・通知（ⅰ）市による確認・通知（ⅰ）市による確認・通知（ⅰ）市による確認・通知    

  ○完了届又は廃止（休止）届が提出された場合は、市は提出のあった土砂埋立て等が許可の基準

（３．（４）参照）に適合しているかどうかの確認を行います。確認の際には、現地調査を行う

場合があります。 

  ○上記の確認結果について通知します。 

 （ⅱ）災害防止のために必要な措置（ⅱ）災害防止のために必要な措置（ⅱ）災害防止のために必要な措置（ⅱ）災害防止のために必要な措置    

  ○（ⅰ）で「土砂の崩落、飛散又は流出による災害防止のために必要な措置が講じられていない」

旨の通知を受けた場合、その通知の内容を是正する措置を講じなければなりません。 

  ○措置を講じない場合、措置命令の対象となります。 
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（４）地位を承継する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地位承継の申請 

 （ⅰ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅰ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅰ）土地所有者への説明・同意（条例第（ⅰ）土地所有者への説明・同意（条例第 10101010 条関係）条関係）条関係）条関係）    

  ○許可の地位承継を申請しようとする者は図表４－27に掲げる事項について、土地所有者に説明

する必要があります。 

  ○土地所有者の同意については、「土砂埋立て等に係る土地使用同意書」（規則様式第４号）を使

用しなければなりません。 

  ○その際、埋立て等行為が行われている間に土地所有者に係る責務についても必ず説明し、確認

してもらってください。 

  ○条例第10条の規定による、説明及び同意を得なければならない土地所有者の範囲は、「埋立て

等区域」（２．（１）③参照）内の土地所有者です。しかし、許可後遅滞なく埋立て等が行われ

るよう、進入路や調整池、その他許可に必要な施設が存在する土地の所有者へも説明を行い、

同意（８．（３）参考様式第１号）を得るようにしてください。 

  ○承継の承認を受けた際には、土地の所有者に対して承認を受けたことの通知を書面（８．（３）

参考様式第３号その４）にて行ってください。 

 

 

図表４－27 

土砂埋立て等の許可に関する地位承継の承認申請における土地所有者への説明事項 

氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第８条の許可を受けた者の氏名及び住所（法人にあっ

ては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

■ポイント 

○埋立て等の許可について、次のような場合など、当該埋立て等の区域の土地の所有権その他当該

許可に係る土砂埋立て等を行う権原を取得した場合は、地位承継の申請をし、承認を受ける必要

があります。（条例第23条関係） 

 ・相続により、埋立て等の地位を承継しようとする場合 

 ・吸収合併等により、地位を承継しようとする場合 

 ・事業譲渡等により、地位を承継しようとする場合 

○この申請をするためには、土地所有者の同意が必要です。 

○なお、承認を受けなかった場合や、虚偽の申請により許可を得た場合など、罰則（２年以下の懲

役又は100万円以下の罰金）や許可取消し、埋立て等の停止命令などの対象となります。 
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申請者が条例第13条第１項第１号オの営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者

である場合には、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合にあっては、そ

の名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 （ⅱ）地位承継の申請（ⅱ）地位承継の申請（ⅱ）地位承継の申請（ⅱ）地位承継の申請    

  ○土砂埋立て等の許可について、当該許可を受けた者から、その権原を取得した者は、図表４－

28－１に掲げた事項を記載した「土砂埋立て等地位承継承認申請書」（規則様式第21号）を提

出する必要があります。 

  ○その際には、図表４－28－２に掲げる書類も添付しなければなりません。 

  ○なお、申請には、土地所有者が承継に同意した書面（規則様式第４号）の添付が必要です。 

  ○申請書一式（写し）は保存等することが必要です。（条例第21条、第 26条） 

 

図表４－28－１ 土砂埋立て等地位承継承認申請書（規則様式第21号）の記載事項 

氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる

事務所の所在地） 

条例第８条の許可を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地） 

許可の年月日及び番号 

土砂埋立て等の施工期間（※） 

埋立て等区域の位置 

承継の理由 

次に該当する場合は、規則様式第７号別紙２に必要事項を記載して添付してください。 

・申請者が法人である場合：その役員の氏名、住所及び生年月日（法定代理人が法人である場合

にあっては、その名称、代表者の氏名、生年月日及び主たる事務所の所在地並びに役員の氏名、

住所及び生年月日） 

・申請者に次の（あ）、（い）の代表者に該当する使用人がある場合：その使用人の氏名、住所及

び生年月日 

（あ）本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

（い）（あ）のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係

る契約を締結する権限を有する者を置くもの 

 （※）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

 

図表４－28－２ 土砂埋立て等地位承継承認申請書の添付書類 

条例第10条第３項の土地所有者の同意書（規則様式第４号） 

埋立て等区域及びその周辺の状況を示す図面 

土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書（規則様式第３号）及び施工業者の見積も

りなど必要経費を証する書類 
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申請者の住民票の写し（申請者が法人である場合にあっては、登記事項証明書及びその役員の住民

票の写し）及び印鑑登録証明書 

申請者が未成年者である場合にあっては、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人であ

る場合にあっては、その登記事項証明書及び印鑑登録証明書並びに役員の住民票の写し） 

申請者に使用人がある場合にあっては、その者の住民票の写し 

最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人にあっては、前年の所得税及び個人事業税）の滞納

がないことを証する書面 

【法人の場合】 ・国税：納税証明書（その３の３） 

        ・府税：府税（全ての税目）に未納がない旨の証明書 

【個人の場合】 ・国税：納税証明書（その３の２） 

        ・府税：府税（全ての税目）に未納がない旨の証明書 

法人にあっては最近一事業年度の確定申告書の写し及び財務諸表（貸借対照表及び損益計算書又は

これらに類する書類をいう。）、個人にあっては前年分の確定申告書の写し 

資金を自己資金で調達する場合にあっては金融機関の預金若しくは貯金の残高を証明する書面又

はこれに類する書類、借入金で調達する場合にあって金融機関の融資を証明する書面 

条例第８条の許可を受けた者の相続人その他の一般承継人であること又は条例第８条の許可を受

けた者から当該土砂埋立て等を行う権原を取得したことを証する書面 

（注１）住民票など公的機関・金融機関の発行する書類は、発行日から起算して３ヶ月以内のものに限る。 

（注２）住民票は本籍地記載のものに限る。 

 

②地位承継の承認の基準 

  地位承継の承認を受けるための要件・基準は次のとおりです。承認申請に際しては、（ⅰ）及び（ⅱ）

の要件を満足しておくことが必要です。 

（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件（ⅰ）欠格要件    

  ○図表４－29に掲げる欠格要件に該当しないことが必要です。 

  ○なお、これらの欠格要件に該当しないかどうか、警察等関係機関に照会することになります。 

（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準（ⅱ）資力に係る基準    

  ○申請者が、次の（a）（b）を満たし、申請に係る土砂埋立て等を的確に、かつ、継続して行うに

足りる資力を有しないことが明らかな者でないことが必要です。 

  （a）防災のための施設の設置工事に要する経費について、必要な資金を確保できること。 

   ・「土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達計画書」（規則様式第３号）において、（あ）

≧（い）となっていること。 

     （あ）「防災のための施設の設置工事に要する経費に係る資金調達方法」欄の金額合計 

     （い）「防災のための施設の設置工事に要する経費」の金額 

   ・ただし、（い）については、見積もりなどの必要経費を証する書類を添付してください。 

  ○資力に係る基準については、別冊審査基準を参照してください。 
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図表４－29 欠格要件 

ア．条例第 24 条又は第 25 条第１項の規定に基づく処分（許可の取消しを除く。）を受けた日から

３年を経過しない者（当該処分による義務を履行した者を除く。） 

イ．条例第25条第１項（同項第２号及び第３号に係る部分を除く。）の規定により許可を取り消さ

れ、その取消しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合にお

いては、当該取消しの処分に係る岸和田市行政手続条例（平成 10 年条例第 10 号）第 15 条第１

項の規定による通知があった日前 60 日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問

わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で当該取消しの日から３年を経

過しないものを含む。） 

ウ．土砂埋立て等の事業に関し不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる、次に掲げる   

 者 

・埋立て等許可の申請前 10 年以内にこの条例又は森林法（昭和 26 年法律第 249 号）、宅地造成等

規制法（昭和36年法律第191号）、大阪府砂防指定地管理条例（平成15年大阪府条例第７号）、

大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例（平成 26 年大阪府条例第 177 号）若しくは大阪府内の

本市以外の市町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の規定に違反して罰金以上の刑に

処せられたことが２回以上ある者 

・埋立て等許可の申請前10年以内に条例第25条第１項（同項第２号及び第３号に係る部分を除く。）

の規定により許可を取り消されたことが２回以上ある者で、かつ、これらの取消しの日から３年

を経過した者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、その取消しの処分に係

る岸和田市行政手続条例（平成10年条例第５号）第15条第１項の規定による通知があった日前

60日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）

であった者で当該取消しの日から３年を経過したものを含む。） 

・本市の区域内において、森林法第 10 条の３、第 10 条の９第３項若しくは第４項若しくは第 38

条各項の規定による命令、宅地造成等規制法第14条第２項から第４項まで、第17条第１項若し

くは第２項若しくは第 22 条第１項若しくは第２項の規定による命令、大阪府砂防指定地管理条

例第19条各項の規定による命令、大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例第23条各項若しくは

第 24 条第１項の規定による命令又はこれらの規定に相当する大阪府内の本市以外の市町村が定

める土砂埋立て等の規制に関する条例の規定による命令を受けた日から３年を経過しない者(当

該処分による義務を履行した者を除く。) 

・埋立て等許可の申請前３年以内に条例第８条の規定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは偽

りその他不正の手段により同条の許可を受け、条例第 14 条第１項の規定に違反して土砂埋立て

等を行い、若しくは偽りその他不正の手段により同項に規定する変更許可を受け、条例第 23 条

第１項の規定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは偽りその他不正の手段により同項の承認

を受け、又は条例第17条第２項若しくは第19条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告
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をしたことが２回以上ある者 

・埋立て等許可の申請前３年以内に大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例又は大阪府内の本市以

外の市町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の前号に掲げる規定に相当する規定に違

反して土砂埋立て等を行い、偽りその他不正の手段により許可、変更許可若しくは承認を受け、

又は当該条例の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたことが２回以上ある者 

エ．岸和田市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密

接関係者 

オ．営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人

である場合においては、その役員を含む。）がアからエまでのいずれかに該当するもの 

カ．法人でその役員又は使用人（※）のうちアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの 

キ．個人で、使用人のうちアからエまでのいずれかに該当する者のあるもの 

   （※）使用人とは、次の（あ）、（い）の代表者 

    （あ）本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

    （い）（あ）のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係る契約を締結する権

限を有する者を置くもの 
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（５）命令・許可の取消し 

 

 

 

 

 

 

 

①命令 

○条例第８条の許可を受けて土砂埋立て等を行う場合などにおいて、災害の防止や生活環境の保

全上の観点から、図表４－30に掲げる命令を行う場合があります。（条例第24条関係） 

○この命令に違反した場合、罰則の対象となります。 

 

②許可の取消し及び土砂埋立て等の停止命令 

○条例の許可を受けた者が図表４－31の左欄に該当する場合は、許可の取消し又は埋立て等の停

止命令の対象となります。（条例第25条関係） 

 

③命令時の公表 

○市は①又は②（条例第24条又は第25条第１項）の命令をした場合、当該命令を受けた者の氏

名又は名称、住所及び当該命令の内容を公表することがあります。（条例第31条関係） 

○公表する場合は、当該公表に係る者に、あらかじめ、その旨を通知し、その者又は代理人の出

席を求め、釈明及び資料の提出の機会のため、意見の聴取を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポイント 

○許可を受けた土砂埋立て等に関して、遵守すべき義務を実施しなかった場合や虚偽の申請

や他法令の違反が発覚した場合には、埋立て等の停止や必要な措置についての命令、許可

取消しの対象となります。 

○また、命令の内容等については公表することがあります。 

○命令（①のみ）に違反した場合は、罰則の対象となります。 
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図表４－30 命令の概要 

命令の種類 命令の概要 

１．災害防止のための

緊急の措置命令・埋立

て等停止命令 

○対象：条例第８条の許可を有する者 

○条件：土砂埋立て等に使用された土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するため緊急の必要があると認めるとき 

○命令内容 

・土砂の崩落、飛散若しくは流出による災害を防止するために必要な措

置（相当の期限） 

・当該許可に係る土砂埋立て等の停止（相当の期間） 

○命令違反時の罰則：２年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

２．無許可で埋立て等

している者への撤去命

令・措置命令 

○対象：条例に違反して許可を受けないで土砂埋立て等を行った者（無

許可変更の場合も含む） 

○命令内容 

・土砂の全部又は一部の撤去（相当の期限） 

・土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止するために必要な措置（相

当な期限） 

○命令違反時の罰則：２年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

３．埋立て等完了等し

た者、許可を取り消さ

れた者への措置命令 

○対象：埋立て等を完了・廃止・休止し、又は条例第 25 条第１項によ

る許可を取り消された者で、土砂の崩落、飛散又は流出による災害を

防止するために必要な措置を講ずる義務がある者（条例第 22 条第３

項及び第25条第２項に該当する者） 

○条件：上記義務が果たされない場合 

○命令内容 

・土砂の崩落、飛散若しくは流出による災害を防止するために必要な措

置（相当の期限） 

○命令違反時の罰則：２年以下の懲役又は100万円以下の罰金 

４．災害防止又は構造

基準適合のための措置

命令・埋立て等停止命

令 

○対象：条例第８条の許可を有する者 

○条件：土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止するために必要な

措置（条例第 13 条第１項第４号）又は構造基準（同第５号）に適合

しないと認めるとき 

○命令内容 

・土砂の崩落、飛散若しくは流出による災害を防止するために必要な措

置（相当の期限） 

・当該許可に係る土砂埋立て等の停止（相当の期間） 

○命令違反時の罰則：２年以下の懲役又は100万円以下の罰金 
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図表４－31 許可の取消し・埋立て等の停止命令の概要 

該当条件 
許可取消

しの対象 

埋立て等

の停止命

令の対象 

１．許可等取得に虚偽・不正があった場合 

○偽りその他不正の手段により許可（変更許可含む）又は地位承継の

承認を受けたとき 

 

○ 

 

○ 

２．埋立て等未着手（許可後１年間）の場合 

○正当な理由なく、許可（条例第８条）を受けた日から起算して１年

を経過した日までに土砂埋立て等に着手しないとき 

 

○ 

 

○ 

３．埋立て等不実施（１年以上）の場合 

○許可（条例第８条）に基づき土砂埋立て等に着手した後、正当な理

由なく、１年以上引き続き土砂埋立て等を行わないとき 

 

○ 

 

○ 

４．暴力団関係者の場合 

○申請者が暴力団員又は暴力団密接関係者であることが判明した場合 
○ ○ 

５．役員等が暴力団関係者の場合 

○役員又は法定代理人、使用人が暴力団員又は暴力団密接関係者であ

ることが判明した場合 

 

○ 

 

○ 

６．無許可変更を行った場合 

○変更許可を受けなければならない事項を変更許可を受けないで変更

したとき 

 

○ 

 

○ 

７．許可に付された条件に違反した場合 

○許可に付された条件（変更許可に付された条件も含む。）に違反した

とき。 

  

８．各種報告義務等違反した場合 

○条例で規定する次の義務に違反した場合 

 ・土砂の搬入の報告（発生元、汚染のおそれ確認）（条例第17条） 

 ・土砂管理台帳の作成（条例第18条） 

 ・使用する土砂の量の報告（条例第19条） 

 ・標識の掲示等（条例第20条） 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

９．命令に違反した場合 

○条例第24条の命令（図表４－30参照）又は第25条第１項の命令（本

表参照）に違反した場合 

 

○ 

 

○ 
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（６）その他（報告徴収・立入検査、罰則） 

①報告徴収 

  ○市長は必要に応じて、土砂埋立て等を行う者に対して、土砂埋立て等の施工の状況やその他必

要な事項の報告を求めることができます。（条例第29条関係） 

  ○この報告の求めに応じなかった場合や虚偽の報告をした場合、罰則（50万円以下の罰金）の対

象となります。 

  ○市長は必要に応じて、条例第10条の同意をした土地所有者に対して、当該同意をした埋立て等 

の施工状況の確認状況（条例第27条第１項）やその他必要な事項の報告を求めることがありま

す。 

 

 ②立入調査 

  ○市は必要に応じて、身分証明書を提示した上で、土砂埋立て等を行う者の事業所その他事業を

行う場所に立ち入ることができます。（条例第30条） 

  ○また、帳簿書類その他の物件を検査し、試験のために土砂や排水などを無償で収去すること、

関係者への質問ができます。 

  ○これらの立入検査等を拒んだり、妨げたり、質問に回答しなかったり、虚偽の回答をした場合

は、罰則（50万円以下の罰金）の対象となります。 

 

 ③罰則 

  ○土砂埋立て等に関係する者は、条例の定めを遵守しなければなりません。条例に違反した場合

は、図表４－32に掲げる罰則が適用されます。 
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図表４－32 本条例の罰則 

違反事項 罰則 

 

無許可等の 

埋立て 

○許可（条例第８条）を受けずに埋立て等を行った者 

○変更の許可（条例第14条第１項）を受けずに許可を

要する変更を行った者 

○承認（条例第23条第１項）を受けずに、許可の地位

を承継し、埋立て等を行った者 

 

２年以下の 

懲役 

 

又は 

 

100万円以下

の罰金 

 

虚偽等による許

可等の取得 

○虚偽や不正な手段により 

・許可（条例第８条）を受けた者 

・変更の許可（条例第14条第１項）を受けた者 

・許可の地位承継の承認（条例第23条第１項）を受け

た者 

措置命令違反 

（災害防止措置） 

○災害防止等のための命令（条例第24条）に違反した

者 

 

土地所有者への

命令違反 

○条例第10条による同意をした土地所有者が当該同意

に係る埋立て等の施工状況の定期確認をしなかった

場合に発せられる命令（条例第28条第２項）に違反

した者 

６月以下 

の懲役 

又は 

50 万円以下

の罰金 

搬入の報告義務

違反 

○搬入土砂の発生元の確認と汚染のおそれの確認の報

告（条例第17条第２項）を行わなかった者、又は虚

偽の報告をした者 

 

 

 

 

 

 

 

50 万円 

以下の罰金 

土砂管理台帳 

義務違反 

○土砂管理台帳（条例第18条）を作成しなかった者 

○土砂管理台帳に必要な記載をしなかった者 

○土砂管理台帳に虚偽の記載をした者 

使用土砂量 

報告義務違反 

○使用する土砂の量の報告（条例第19条）を行わなか

った者 

○使用する土砂の量について虚偽の報告をした者 

標識及び境界標

設置義務違反 

○標識（条例第20条第１項）を掲示しなかった者 

○境界標（条例第20条第２項）を設置しなかった者 

 

報告義務違反 

○市長の求める報告（条例第29条第１項）をしなかっ

た埋立て等を行っている者 

○虚偽の報告をした埋立て等を行っている者 

立 入 検 査 の 拒

否・妨害・忌避等 

○市による立入検査、物件の収去、質問（条例第30条

第１項）を拒否、妨害、忌避した者 

 

 

届出義務違反 

○次の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 ・軽微な変更の届出（条例第14条第５項） 

 ・埋立て等の着手の届出（条例第16条） 

 ・完了、廃止（休止）、再開の届出（条例第 22 条第

１項） 

 

 

30万円 

以下の罰金 

関係図書保存 

義務違反 

○土砂管理台帳及び市に提出した図書の写しの保存

（条例第26条）をしなかった者 
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５．土地所有者の責務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）土地所有者の責務 

  ○許可の要否や面積等に関係なく、全ての土砂埋立て等の区域の土地所有者は、所有する土地に

おいて不適正な埋立て等が行われることのないよう適正な管理に努める必要があります。（条例

第７条関係） 

 

（２）土地所有者の義務 

 ①埋立て等に同意する場合 

  ○次の者は土地所有者の同意を得たことを証する書面の提出が義務付けられています。 

   ・土砂埋立て等の許可（条例第８条）を受けようとする者 

   ・土砂埋立て等の変更許可（条例第14条第１項）を受けようとする者 

   ・土砂埋立て等の許可の地位承継の承認（条例第23条第１項）を受けようとする者 

  ○その際、定められた様式（規則様式第４号）に土地所有者の署名押印（法人の場合は記名押印

でも可）が必要となります。 

  ○上記同意をする場合には、埋立て等を行おうとする者等から、申請の具体的な内容について説

明を求めるとともに、同意をした場合の義務や勧告・命令の対象となる旨について、十分にご

理解いただいた上で署名押印等をするようにしてください。 

 

②埋立て等に同意した場合 

    （ⅰ）埋立て等の状況の確認（ⅰ）埋立て等の状況の確認（ⅰ）埋立て等の状況の確認（ⅰ）埋立て等の状況の確認    

  ○条例第10条による同意をした土地所有者は、埋立て等が施工されている間、毎月１回以上はそ

の埋立て等の状況を確認する必要があります。 

  ○状況の確認は、同一地点から同一方向の写真を撮影するなどして、同意する前に説明を受けた

■ポイント 

○本条例では、条例の許可を要する埋立て等区域の土地所有者の同意（条例第 10 条）がなけ

れば、許可はできません。 

○また、条例第 10 条による同意をした土地所有者には、埋立て等の状況確認等の義務を課し

ています。（条例第27条関係） 

○不適正な埋立て等が行われていた場合において、土地所有者がこの義務を怠っていた場合に

は、勧告及び命令の対象となります。（条例第28条関係） 

○条例の許可等を受けようとする者は、埋立て等区域の土地所有者に本章と規則様式第４号を

提示、説明した上で、同意を得るようにしてください。 



81 

 

埋立て等の形状や高さ、位置等と合致しているかどうかの確認結果を保管するようにしてくだ

さい。 

  ○土地所有者が遠方に居住するなど、何らかの理由で埋立て等の状況の確認が困難な場合には、

他の者にしてもらうことも可能です。 

  

（ⅱ）埋立て等に異常が見られた場合の対応（ⅱ）埋立て等に異常が見られた場合の対応（ⅱ）埋立て等に異常が見られた場合の対応（ⅱ）埋立て等に異常が見られた場合の対応    

 ○（ⅰ）の埋立て等の状況の確認において、同意する前に説明を受けた埋立て等の形状や高さ、

位置等と明らかに異なる埋立て等が行われていることを把握したときは、次の事項を実施する

必要があります。 

  ・直ちに、土砂埋立て等を行っている者に対して、埋立て等の中止又は現状の回復その他の必

要な措置を講ずるよう求める。（口頭で求めた上で、書面でも早期に求めることが望ましいで

す。） 

  ・速やかに、市へ報告する。 

 ○条例第10条の同意をした土地所有者は、その同意をした埋立て等区域において、土砂の崩落、

飛散又は流出による災害が発生し、又はそのおそれがあることを知ったときは、速やかに市へ

通報しなければなりません。 

 

（３）土地所有者への勧告・命令 

 ①土地所有者への勧告 

（ⅰ）土地所有者への勧告（ⅰ）土地所有者への勧告（ⅰ）土地所有者への勧告（ⅰ）土地所有者への勧告    

  ○市が土砂埋立て等を行っている者に対して、災害防止等の命令（条例第24条第１項、第３～

４項）をしたにも関わらず、期限までにその命令に係る措置を講じない場合において、条例第

10 条の同意をした土地所有者がいずれかに該当するときは、必要な措置を講ずるよう勧告す

ることがあります。 

   ・埋立て等の状況の確認（（２）②（ⅰ））を怠った場合（明らかに異なる埋立て等が行われて

いる時に確認を怠った場合に限る。） 

     ・埋立て等に異常が見られた場合の市への報告（（２）②（ⅱ））を怠った場合 

 

（ⅱ）土地所有者への命令（ⅱ）土地所有者への命令（ⅱ）土地所有者への命令（ⅱ）土地所有者への命令    

○（ⅰ）の勧告に土地所有者が従わない場合であって、その土地所有者に勧告した内容を講じ

させることが相当と認めるときは、その必要な措置を講ずるよう命令することがあります。 

  ○この命令に違反した場合、罰則（６ヶ月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金）の対象となり

ます。 
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６．土砂を発生させる者の責務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）土砂を発生させる者の責務 

  ○建設工事に伴う土砂の発生を抑制し、発生させた土砂の有効な利用の促進に努めるとともに、

発生させた土砂により不適正な土砂埋立て等が行われることがないよう、適正な処理に努める

必要があります。（条例第５条関係） 

 

（２）土砂を発生させる者の責務（許可を有する埋立て等区域に土砂を搬入する者） 

  ○許可を有する埋立て等区域に土砂を搬入する場合に、その搬入より前に、当該埋立て等区域の

許可を受けている者に、次の書面を提出してください。（条例第17条関係） 

   ・「土砂発生元証明書」（規則様式第11号）（４．（２）③－１） 

   ・搬入土砂の汚染のおそれがないことの確認を証明できる書類（参考様式第４号その１、その

２、その４のいずれか） 

    

７．土砂を運搬する者の責務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ポイント 

○土砂を発生させる者（建設工事の発注者及び受注者）は、埋立て等が行われている場所に

土砂を搬入する場合には、その埋立て等の状況や許可の有無の確認など、適正な処理が行

われるよう努めてください。 

○また、条例の許可を有する埋立て等区域に土砂を搬入する場合には、搬入する前に、「土

砂発生元証明書」（規則様式第12号）と当該搬入土砂に汚染のおそれがないことを証明す

る書面を、当該埋立て等区域の許可を受けている者に提出してください。 

○条例の許可を受けている者は、土砂の発生元に本章と４．（２）③－１～③－３を提示、

説明した上で、必要書類の提出を求めてください。 

■ポイント 

○土砂を運搬する者は、埋立て等が行われている場所に土砂を搬入する際、沿道への粉じん

の飛散防止や騒音・振動の低減に努めるようにしてください。 

○条例の許可を受けている者は、土砂を運搬する者に係る責務について、説明するようにし

てください。 

○土砂を湿潤化すること、耐久力を有するシート等で荷台の土砂全体を覆うこと等を行い、

沿道への飛散防止に努めてください。 

○住宅街・商店街・通学路・狭い道を避ける、混雑した時間帯や通学通園時間帯を避ける、

低騒音型の車両を選択すること等により、騒音・振動の低減に努めてください。 
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８．参考資料 

（１）岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例・施行規則（案）（様式除く） 

条例 施行規則 

（目的） 

第１条 この条例は、土砂埋立て等に関する市、土砂埋

立て等を行う者、土砂を発生させる者、土砂を運搬す

る者及び土地の所有者の責務を明らかにするととも

に、土砂埋立て等について必要な規制を行うことによ

り、土砂埋立て等の適正化を図り、もって災害の防止

及び生活環境の保全に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「土砂埋立て等」とは、土地

の埋立て、盛土その他の土地への土砂（当該土砂に混

入し、又は付着している物を含む。以下同じ。）の堆

積を行う行為をいう。 

２ この条例において「埋立て等区域」とは、土砂埋立

て等を行う土地の区域をいう。 

３ この条例において「土砂を発生させる者」とは、建

設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条

第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）の発

注者及び請負人であって、その建設工事に伴って土砂

を発生させるものをいう。 

 

（市の責務） 

第３条 市は、災害の防止上又は生活環境の保全上支障

が生ずるおそれがある土砂埋立て等が行われること

のないよう必要な施策を推進するものとする。 

 

（土砂埋立て等を行う者の責務） 

第４条 土砂埋立て等を行う者は、土砂埋立て等を行う

に当たっては、埋立て等区域の周辺地域の住民の理解

を得るよう努めるとともに、苦情又は紛争が生じたと

きは、誠意をもってその解決に当たらなければならな

い。 

２ 土砂埋立て等を行う者は、土砂埋立て等を行うに当

たっては、災害の防止及び生活環境の保全のために必

要な措置を講じなければならない。 

３ 土砂埋立て等を行う者は、町会（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第260条の２第１項の認可を受け

た地縁による団体又はこれに準ずるものをいう。）と

の間において、埋立て等区域の周辺地域の良好な生活

環境の保全に係る事項について、当該事項に係る協定

を締結するよう努めなければならない。 

 

（土砂を発生させる者の責務） 

第５条 土砂を発生させる者は、建設工事に伴う土砂の

発生を抑制し、発生させた土砂の有効な利用の促進に

努めるとともに、発生させた土砂により不適正な土砂

埋立て等が行われることのないよう土砂の適正な処

理に努めなければならない。 

 

（土砂を運搬する者の責務） 

第６条 土砂を運搬する者は、沿道への粉じんの飛散の

防止並びに騒音及び振動の低減に努めなければなら

（趣旨） 

第１条 この規則は、岸和田市土砂埋立て等の規制に関

する条例(平成 29年条例第32号。以下「条例」という。)

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用

する用語の例による。 
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ない。 

 

（土地の所有者の責務） 

第７条 土地の所有者は、その所有する土地において不

適正な土砂埋立て等が行われることのないよう適正

な管理に努めなければならない。 

 

（土砂埋立て等の許可） 

第８条 土砂埋立て等を行おうとする者は、当該土砂埋

立て等が次の各号のいずれにも該当するときは、埋立

て等区域ごとに、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。 

(1) 埋立て等区域の面積が500平方メートル以上3,000

平方メートル未満である土砂埋立て等（当該埋立て等

区域を含む一団の土地の区域でその面積が500平方メ

ートル以上3,000平方メートル未満のものを含む。） 

(2) 土砂埋立て等を行う前の地盤面の最も低い地点と

土砂埋立て等によって生じる地盤面の最も高い地点

との垂直距離（当該土砂埋立て等を行う日前３年以内

に行われた土砂埋立て等によって生じた地盤面の垂

直距離を合算したものを含む。）が１メートル以上と

なる土砂埋立て等 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する土砂埋立て等については、同項の許可を受ける

ことを要しない。 

(1) 土地の造成その他の事業の区域において行う土砂

埋立て等であって当該事業の区域において採取され

た土砂のみを用いて行うもの 

(2) 国、地方公共団体その他規則で定める者が行う土砂

埋立て等 

(3) 採石法（昭和25年法律第291号）第 33条又は砂利

採取法（昭和43年法律第74号）第16条の規定によ

り認可を受けた者が、当該認可に基づいて採取した土

砂を販売するために一時的に当該認可に係る場所に

おいて行う土砂埋立て等 

(4) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法

律第137号）第８条第１項の規定により許可を受けた

一般廃棄物の最終処分場又は同法第15条第１項の規

定により許可を受けた産業廃棄物の最終処分場にお

いて行う土砂埋立て等 

(5) 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第22条

第１項の規定により許可を受けた者が設置する同項

に規定する汚染土壌処理施設において行う土砂埋立

て等 

(6) 法令又は他の条例（大阪府が定める条例を含む。以

下同じ。）の規定による許可、認可その他の処分の対

象となる土砂埋立て等であって規則で定めるもの 

(7) 非常災害のために必要な応急措置として行う土砂

埋立て等 

(8) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める土砂埋立

て等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（許可を要しない者） 

第３条 条例第８条第２項第２号の規則で定める者は、

次に掲げる者とする。 

(1) 土地改良区 

(2) 土地改良区連合 

(3) 土地区画整理組合 

(4) 地方住宅供給公社 

(5) 市街地再開発組合 

(6) 地方道路公社 

(7) 日本下水道事業団 

(8) 土地開発公社 

(9) 住宅街区整備組合 

(10) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第

２条第１項に規定する独立行政法人 

(11) 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条

第１項に規定する国立大学法人 

(12) 国立大学法人法第２条第３項に規定する大学共同

利用機関法人 

(13) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第

２条第１項に規定する地方独立行政法人 

(14) 西日本高速道路株式会社 

(15) 阪神高速道路株式会社 

(16) 前各号に掲げる者のほか、国又は地方公共団体が

資本金、基本金その他これらに準じるものを出資してい

る法人であって、土砂埋立て等について、国又は地方公

共団体と同様に災害を防止し、及び生活環境を保全する

ことができる者として市長が公示して定めるもの 

 

（許可を要しない法令等の処分による土砂埋立て等） 

第４条 条例第８条第２項第６号の規則で定める土砂

埋立て等は、次に掲げる処分による土砂埋立て等とす

る。 

(1) 港湾法（昭和25年法律第218号）第 37条第１項（第

２号を除く。）の許可 

(2) 道路法（昭和27年法律第180号）第 24条の承認又

は同法第91条第１項の許可 

(3) 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）第４条

第１項の認可又は同法第76条第１項の許可 

(4) 都市公園法（昭和31年法律第79号）第５条第１項

又は第６条第１項（これらの規定を同法第 33 条第４項

において準用する場合を含む。）の許可 

(5) 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第 16 条（同法

第25条の18及び第31条において準用する場合を含む。）

の承認 

(6) 河川法（昭和39年法律第167号）第 20条の承認又

は同法第 24 条、第 26 条第１項若しくは第 27 条第１項

の許可 

(7) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第 29条第１

項又は第２項の許可 

(8) 都市再開発法（昭和44年法律第38号）第７条の９

第１項若しくは第 50 条の２第１項の認可又は同法第 66
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（事前協議） 

第９条 前条第１項の許可（以下「埋立て等許可」とい

う。）の申請をしようとする者（以下「申請予定者」

という。）は、あらかじめ、規則で定めるところによ

り、当該申請に係る土砂埋立て等について市長と協議

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条第１項の許可 

(9) 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進

に関する特別措置法（昭和50年法律第67号）第７条第

１項、第26条第１項若しくは第67条第１項の許可又は

同法第33条第１項の認可 

(10) 鉄道事業法(昭和 61 年法律第 92 号)第８条第１項

又は第９条第１項の認可 

 

（許可を要しない土砂埋立て等） 

第５条 条例第８条第２項第８号の規則で定める土砂

埋立て等は、次に掲げる土砂埋立て等とする。 

(1) コンクリート、ガラスその他の製品を製造し、又は

加工するための原材料としての土砂のみを用いて行う

土砂埋立て等 

(2) 運動場、駐車場その他の施設の機能を維持するため

に行う土砂埋立て等 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２

第３項に規定する指定管理者が同項の公の施設の管理

として行う土砂埋立て等 

(4) 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第６条第

１項若しくは第 11 条第１項又は大阪府生活環境の保全

等に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）第 81 条

の８第１項若しくは第81条の12第１項の規定により指

定された土地の区域内で行う汚染の除去、汚染の拡散の

防止その他の措置として行う土砂埋立て等 

(5) 法令若しくは他の条例（大阪府が定める条例を含

む。）の規定又はこれらに基づく処分による義務の履行

として行う土砂埋立て等 

 

 

（事前協議） 

第６条 条例第９条の規定による協議をしようとする

者は、土砂埋立て等事前協議書（様式第１号）を市長に

提出するものとする。 

２ 前項の土砂埋立て等事前協議書には、次に掲げる図

書を添付しなければならない。ただし、市長が特に必要

がないと認める図書については、この限りでない。 

(1) 説明会開催計画書（様式第２号） 

(2) 埋立て等区域及び土砂埋立て等に供する施設が設

置される区域（以下「埋立て等関係区域」という。）に

係る次に掲げる図書 

ア 位置図 

イ 現況平面図及び現況断面図 

ウ 測量図及び求積図 

エ 計画平面図、計画断面図及び排水計画図 

オ 流域図 

(3) 埋立て等関係区域の土地及びこれに隣接する土地

の登記事項証明書及び公図の写し 

(4) 埋立て等関係区域内に有し、又は埋立て等関係区域

に隣接する道路その他の公共施設に係る土地との境界

確定図の写し 

(5) 土砂埋立て等に使用する土砂の量の計算書 

(6) 土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画 

(7) 土砂の搬出入経路図 

(8) 土砂埋立て等に係る工事の順序を明らかにした書

面 

(9) 土砂埋立て等の施工期間における埋立て等区域外

への土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止するた



86 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土地の所有者の同意） 

第 10条 申請予定者は、あらかじめ、規則で定めると

ころにより、埋立て等許可の申請に係る埋立て等区域

内の土地の所有者に対し、当該申請が、第12条第１

項の規定によるものである場合にあっては同項第１

号から第９号までに掲げる事項（同項第１号の生年月

日を除く。）を、同条第２項の規定によるものである

場合にあっては同項第１号から第３号までに掲げる

事項（同条第１項第１号の生年月日を除く。）を説明

し、その同意を得なければならない。ただし、申請予

定者と土地の所有者が同一である場合にあっては、こ

の限りでない。 

２ 第 14条第１項の変更許可の申請をしようとする者

（以下「変更申請予定者」という。）は、あらかじめ、

規則で定めるところにより、当該申請に係る埋立て等

区域内の土地の所有者に対し、同条第２項第１号及び

第２号に掲げる事項（同項第１号の生年月日を除く。）

を説明し、その同意を得なければならない。ただし、

変更申請予定者と土地の所有者が同一である場合に

あっては、この限りでない。 

３ 第 23条第１項の承認の申請をしようとする者（以

下｢承認申請予定者｣という。）は、あらかじめ、規則

で定めるところにより、当該申請に係る埋立て等区域

内の土地の所有者に対し、同条第２項第１号から第３

号までに掲げる事項（同項第１号の生年月日を除く。）

を説明し、その同意を得なければならない。ただし、

承認申請予定者と当該申請に係る埋立て等区域内の

土地の所有者が同一である場合にあっては、この限り

でない。 

 

（周辺地域の住民への周知） 

第 11条 申請予定者は、規則で定めるところにより、

埋立て等許可の申請を行うまでに次条第１項又は第

２項の申請書（以下この条において「申請書」という。）

の記載事項を周知させるため、埋立て等区域の周辺地

域の住民等に対し説明会を開催しなければならない。

ただし、申請予定者は、その責めに帰することができ

ない事由により説明会を開催することができない場

合には、その旨を速やかに市長に届け出るとともに、

規則で定めるところにより、当該申請書の内容を要約

した書類の提供その他の必要な措置を講じ、申請書の

記載事項を埋立て等区域の周辺地域の住民等に周知

しなければならない。 

２ 申請予定者は、前項の規定による住民等への周知の

内容及びその結果を記載した書面を作成しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

めに講ずる措置を明らかにした書面 

(10) 埋立て等関係区域の現況の写真 

(11) 土砂埋立て等の施工に要する経費に係る資金調達

計画書（様式第３号） 

(12) その他市長が必要と認める図書 

 

 

（土地の所有者の同意） 

第７条 条例第 10 条各項の同意に係る書類の様式は、

土地使用同意書（様式第４号）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（周辺地域の住民等への周知） 

第８条 条例第11条第１項（条例第14条第４項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の周辺地

域は、埋立て等区域の隣接地、埋立て等区域の属する町

会に係る区域その他条例第 12 条第１項又は第２項の申

請書に記載する同条第１項第９号に掲げる措置に関係

する区域とする。 

２ 条例第 11 条第１項の規定による説明会の開催に当

たっては、あらかじめ開催の日時及び場所を周辺地域の

住民等の見やすい場所において行う掲示その他の適切

な方法により周知しなければならない。 

３ 条例第11条第１項ただし書（条例第14条第４項に

おいて準用する場合を含む。）の申請予定者の責めに帰

することのできない事由は、申請予定者以外の他の者に

より説明会の公正、円滑な実施が著しく阻害され、説明

会の目的を達成することができないことが明らかであ

ることとし、同項ただし書の規定による措置は、条例第

12条第１項の申請書（同条第２項の規定に該当する場合

にあっては同項の申請書、変更許可の申請にあっては条

例第 14 条第２項の申請書）の内容を要約した書類を提

供し、及び周辺地域の住民等の見やすい場所において行
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（許可の申請の手続） 

第 12条 埋立て等許可を受けようとする者は、次に掲

げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる事務所の

所在地） 

(2) 土砂埋立て等の目的 

(3) 埋立て等区域の位置及び面積 

(4) 土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画 

(5) 土砂埋立て等に使用する土砂の量 

(6) 土砂埋立て等の施工期間 

(7) 土砂埋立て等の土砂の堆積量が最大となる時（次条

第１項第５号において「最大堆積時」という。）及び

完了時の埋立て等区域における土地及び土砂の堆積

の形状 

(8) 土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画 

(9) 土砂埋立て等の施工期間における埋立て等区域外

への土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止する

ために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺地域の生

活環境を保全するために講ずる措置 

(10) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、土砂埋立て等が当該土砂

埋立て等に係る埋立て等区域外への搬出を目的とし

て行われるものについては、埋立て等許可を受けよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長

に提出しなければならない。 

(1) 前項第１号から第４号まで、第８号及び第９号に掲

げる事項 

(2) 年間の土砂埋立て等に使用する土砂の搬入の予定

量及び搬出の予定量 

(3) 埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

(4) 前３号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 前２項の申請書には、第10条第１項の同意を得た

ことを証する書面、埋立て等区域及びその周辺の状況

を示す図面、前条第２項に規定する書面その他規則で

定める図書を添付しなければならない。 

４ 第１項の規定により埋立て等許可を受けようとす

る者は、同項第６号の土砂埋立て等の施工期間につい

て３年を超えて申請することができない。 

 

 

 

 

 

 

う掲示によって行わなければならない。 

４ 条例第11条第２項（条例第14条第４項において準

用する場合を含む。）の書面は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める書面とする。 

(1) 条例第 11 条第１項の規定による説明会を開催した

場合 説明会開催報告書（様式第５号） 

(2) 条例第 11 条第１項ただし書の規定による措置を行

った場合 措置内容報告書（様式第６号） 

５ 前項第１号の報告書には、当該説明会に係る議事録

を添付しなければならない。 

 

 

（許可の申請） 

第９条 条例第 12 条第１項及び第２項の申請書は、土

砂埋立て等許可申請書（様式第７号）とする。 

２ 条例第12条第１項第10号及び第２項第４号の規則

で定める事項は次に掲げる事項とする。 

(1) 条例第 12 条第１項の埋立て等許可を受けようとす

る者（以下「申請者」という。）が法人である場合にあ

っては、その役員の氏名、住所及び生年月日 

(2) 申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有

しない未成年者（以下単に「未成年者」という。）であ

る場合にあっては、その法定代理人の氏名、住所及び生

年月日（法定代理人が法人である場合にあっては、その

名称、代表者の氏名、生年月日及び主たる事務所の所在

地並びに役員の氏名、住所及び生年月日） 

(3) 申請者に使用人（第11条に規定する使用人をいう。

次項、第14条第１項及び第22条第２項において同じ。）

がある場合にあっては、その者の氏名、住所及び生年月

日 

３ 条例第 12 条第３項の規則で定める図書は、次に掲

げる図書（第 13 条各号に掲げる行為に係る申請の場合

にあっては、第５号から第９号までに掲げる図書を除

く。）とする。 

(1) 第６条第２項第２号から第５号まで及び第７号か

ら第11号までに掲げる図書 

(2) 申請者の住民票の写し（申請者が法人である場合に

あっては、登記事項証明書及びその役員の住民票の写

し）及び印鑑登録証明書 

(3) 申請者が未成年者である場合にあっては、その法定

代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合に

あっては、その登記事項証明書及び印鑑登録証明書並び

に役員の住民票の写し） 

(4) 申請者に使用人がある場合にあっては、その者の住

民票の写し 

(5) 土質試験その他の調査又は試験に基づき土砂埋立

て等の構造の安定性の計算を行った場合にあっては、当

該計算の内容を記載した書面 

(6) 擁壁の断面図及び背面図並びに擁壁の概要、構造計

画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書 

(7) 排水施設の構造図並びに流量及び断面決定を記載

した書面 

(8) 沈砂池の構造図及び容量を算定した書面 

(9) 調整池を設置する場合にあっては、調整池の構造図

並びに容量及び放流量を算定した書面 

(10) 最近一事業年度の法人税及び法人事業税（個人に

あっては、前年の所得税及び個人事業税）の滞納がない

ことを証する書面 
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（許可の基準等） 

第 13条 市長は、埋立て等許可の申請があった場合に

おいて、当該申請が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときは、埋立て等許可をしなければならな

い。 

(1) 申請者が、次のアからキまでのいずれにも該当しな

いこと。 

ア 第 24条又は第25条第１項の規定に基づく処分（許

可の取消しを除く。）を受けた日から３年を経過しな

い者（当該処分による義務を履行した者を除く。） 

イ 第 25条第１項（同項第２号及び第３号に係る部分

を除く。）の規定により許可を取り消され、その取消

しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消さ

れた者が法人である場合においては、当該取消しの処

分に係る岸和田市行政手続条例（平成10年条例第10

号）第15条第１項の規定による通知があった日前60

日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧

問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者と同等以上の支配力を有するもの

と認められる者を含む。以下この号において同じ。）

であった者で当該取消しの日から３年を経過しない

ものを含む。） 

ウ 土砂埋立て等の事業に関し不正な行為をするおそ

れがあると認めるに足りる規則で定める相当の理由

がある者 

エ 岸和田市暴力団排除条例（平成25年条例第35号）

第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に

規定する暴力団密接関係者 

オ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未

成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場

合においては、その役員を含む。）がアからエまでの

いずれかに該当するもの 

カ 法人でその役員又は規則で定める使用人のうちア

からエまでのいずれかに該当する者のあるもの 

キ 個人で規則で定める使用人のうちアからエまでの

いずれかに該当する者のあるもの 

(2) 申請者が、申請に係る土砂埋立て等を的確に、かつ、

継続して行うに足りる資力を有しないことが明らか

な者でないこと。 

(3) 第 10条第１項の同意を得ていること。 

(4) 土砂埋立て等の施工期間における当該申請に係る

埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による

災害を防止するために必要な措置が図られているこ

と。 

(5) 土砂埋立て等の最大堆積時及び完了時の埋立て等

区域における土地及び土砂の堆積の形状（当該申請が

(11) 法人にあっては最近一事業年度の確定申告書の写

し及び財務諸表（貸借対照表及び損益計算書又はこれら

に類する書類をいう。）、個人にあっては前年分の確定申

告書の写し 

(12) 資金を自己資金で調達する場合にあっては金融機

関の預金若しくは貯金の残高を証明する書面又はこれ

に類する書類、借入金で調達する場合にあっては金融機

関の融資を証明する書面 

(13) その他市長が必要と認める図書 

 

（不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる相

当の理由がある者） 

第10条 条例第13条第１項第１号ウの規則で定める相

当の理由がある者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

(1) 埋立て等許可の申請前 10 年以内にこの条例又は森

林法（昭和26年法律第249号）、宅地造成等規制法（昭

和36年法律第191号）、大阪府砂防指定地管理条例（平

成15年大阪府条例第７号）、大阪府土砂埋立て等の規制

に関する条例（平成 26 年大阪府条例第 177 号）若しく

は大阪府内の本市以外の市町村が定める土砂埋立て等

の規制に関する条例の規定に違反して罰金以上の刑に

処せられたことが２回以上ある者 

(2) 埋立て等許可の申請前10年以内に条例第25条第１

項（同項第２号及び第３号に係る部分を除く。）の規定

により許可を取り消されたことが２回以上ある者で、か

つ、これらの取消しの日から３年を経過した者（当該許

可を取り消された者が法人である場合においては、その

取消しの処分に係る岸和田市行政手続条例（平成 10 年

条例第５号）第 15 条第１項の規定による通知があった

日前60日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認

められる者を含む。）であった者で当該取消しの日から

３年を経過したものを含む。） 

(3) 大阪府の区域内において、森林法第 10 条の３、第

10 条の９第３項若しくは第４項若しくは第 38 条各項の

規定による命令、宅地造成等規制法第 14 条第２項から

第４項まで、第 17 条第１項若しくは第２項若しくは第

22条第１項若しくは第２項の規定による命令、大阪府砂

防指定地管理条例第 19 条各項の規定による命令、大阪

府土砂埋立て等の規制に関する条例第 23 条各項若しく

は第 24 条第１項の規定による命令又はこれらの規定に

相当する大阪府内の本市以外の市町村が定める土砂埋

立て等の規制に関する条例の規定による命令を受けた

日から３年を経過しない者(当該処分による義務を履行

した者を除く。) 

(4) 埋立て等許可の申請前３年以内に条例第８条の規

定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは偽りその他

不正の手段により同条の許可を受け、条例第 14 条第１

項の規定に違反して土砂埋立て等を行い、若しくは偽り

その他不正の手段により同項に規定する変更許可を受

け、条例第 23 条第１項の規定に違反して土砂埋立て等

を行い、若しくは偽りその他不正の手段により同項の承

認を受け、又は条例第17条第２項若しくは第19条の規

定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたことが
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前条第２項の規定によるものである場合にあっては、

埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状）並

びに土砂埋立て等に供する施設の計画が、当該申請に

係る埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出に

よる災害の発生のおそれがないものとして規則で定

める形状及び構造上の基準に適合するものであるこ

と。 

２ 埋立て等許可の申請が、法令又は他の条例の規定に

よる許可、認可その他の処分を要する行為に係るもの

であって、当該行為について、当該法令又は他の条例

により土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止す

るために必要な措置が図られているものとして規則

で定めるものである場合には、前項第４号及び第５号

の規定は、適用しない。 

３ 埋立て等許可には、有効期間その他の災害の防止上

又は生活環境の保全上必要な条件を付することがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更の許可等） 

第 14条 埋立て等許可を受けた者（以下「許可事業者」

という。）は、当該許可に係る第12条第１項各号又は

第２項各号に掲げる事項の変更（規則で定める軽微な

変更を除く。）をしようとするときは、市長の許可（以

下「変更許可」という。）を受けなければならない。 

２ 変更許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を

記載した申請書を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名、住所及び生年月日（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び生年月日並びに主たる事務所の

所在地） 

２回以上ある者 

(5) 埋立て等許可の申請前３年以内に大阪府土砂埋立

て等の規制に関する条例又は大阪府内の本市以外の市

町村が定める土砂埋立て等の規制に関する条例の前号

に掲げる規定に相当する規定に違反して土砂埋立て等

を行い、偽りその他不正の手段により許可、変更許可若

しくは承認を受け、又は当該条例の規定による報告をせ

ず、若しくは虚偽の報告をしたことが２回以上ある者 

 

（使用人） 

第 11条 条例第13条第１項第１号カ及びキ（これらの

規定を条例第14条第４項及び第23条第４項において準

用する場合を含む。）の規則で定める使用人は、申請者

の使用人であって、次に掲げるものの代表者であるもの

とする。 

(1) 本店又は支店(商人以外の者にあっては、主たる事

務所又は従たる事務所) 

(2) 前号に掲げるもののほか、継続的に業務を行うこと

ができる施設を有する場所で、土砂埋立て等に係る契約

を締結する権限を有する者を置くもの 

（形状及び構造上の基準） 

第 12 条 条例第 13 条第１項第５号（条例第 14 条第４

項において準用する場合を含む。）の規則で定める形状

及び構造上の基準は、埋立て等許可に係る土砂埋立て等

が当該土砂埋立て等に係る埋立て等区域外への搬出を

目的として行われるもの（以下「一時堆積」という。）

以外である場合にあっては別表第１、一時堆積である場

合にあっては別表第２に掲げるとおりとする。 

 

（形状及び構造上の基準の適用除外） 

第 13 条 条例第 13 条第２項（条例第 14 条第４項にお

いて準用する場合を含む。）の規則で定める申請は、次

に掲げる行為に係る申請とする。 

(1) 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 18

条第１項の許可を要する行為 

(2) 宅地造成等規制法第８条第１項の許可を要する行

為 

(3) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭

和44年法律第57号）第７条第１項の許可を要する行為 

(4) 大阪府砂防指定地管理条例第４条第１項の許可を

要する行為 

 

 

 

 

 

 

（変更許可の申請等） 

第14条 条例第14条第１項の規則で定める軽微な変更

は、次に掲げるものとする。 

(1) 許可事業者の氏名又は住所(法人にあっては、その

名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地)の変更 

(2) 許可事業者の法定代理人の氏名又は住所（法定代理

人が法人である場合にあっては、その名称、代表者の氏

名又は主たる事務所の所在地）の変更 

(3) 土砂埋立て等に使用する土砂の量の変更（当該量を

減少させるものに限る。） 

(4) 土砂埋立て等の施工期間の変更（当該期間を短縮さ
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(2) 変更の内容及びその理由 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 前項の申請書には、第10条第２項の同意を得たこ

とを証する書面、変更に係る埋立て等区域及びその周

辺の状況を示す図面、次項において準用する第11条

第２項に規定する書面その他規則で定める図書を添

付しなければならない。 

４ 第 11条及び前条の規定は、第１項の変更許可につ

いて準用する。この場合において、第11条第１項中

「次条第１項又は第２項」とあるのは「第14条第２

項」と、前条第１項第３号中「第10条第１項」とあ

るのは「第10条第２項」と読み替えるものとする。 

５ 許可事業者は、第１項の規則で定める軽微な変更を

したときは、遅滞なく、その旨を書面で市長に届け出

なければならない。 

 

 

 

 

（土地の所有者への通知） 

第 15条 許可事業者は、当該許可を受けた日後遅滞な

く、第10条第１項の同意をした土地の所有者に、当

該許可を受けた内容及び当該許可に第13条第３項の

規定により条件が付された場合にあっては当該条件

の内容を書面で通知しなければならない。 

２ 変更許可を受けた者は、当該変更許可を受けた日後

遅滞なく、第10条第２項の同意をした土地の所有者

に、当該変更許可を受けた内容及び当該変更許可に前

条第４項において準用する第13条第３項の規定によ

り条件が付された場合にあっては当該条件の内容を

書面で通知しなければならない。 

３ 第 23条第１項の承認を受けた者は、当該承認を受

けた日後遅滞なく、当該承認に係る埋立て等区域内の

土地の所有者に対し、当該承認を受けた内容を書面で

通知しなければならない。 

４ 許可事業者は、前条第１項の規則で定める軽微な変

更をしたときは、遅滞なく、当該変更に係る埋立て等

区域内の土地の所有者にその旨を書面で通知しなけ

ればならない。 

 

（土砂埋立て等の着手の届出） 

第 16条 許可事業者は、当該許可に係る土砂埋立て等

に着手したときは、着手した日から起算して10日以

内に、その旨を書面で市長に届け出なければならな

い。 

 

（搬入する土砂の確認及び報告） 

第 17条 許可事業者は、当該許可に係る埋立て等区域

に土砂を搬入しようとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、当該土砂の発生場所及び当該土砂の汚染の

おそれがないことを確認しなければならない。 

２ 許可事業者は、規則で定めるところにより、前項の

規定により確認した結果を市長に報告しなければな

らない。 

 

 

 

 

せるものに限る。） 

(5) 土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画

の変更 

(6) 土砂の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止

するために必要な措置として設置した排水施設その他

の施設の構造の変更（当該施設の機能を高めるものに限

る。） 

(7) 許可事業者の役員又は使用人の変更 

２ 条例第 14 条第２項の申請書は、土砂埋立て等変更

許可申請書（様式第８号）とする。 

３ 条例第 14 条第２項第３号の規則で定める事項は、

第９条第２項各号に掲げる事項とする。 

４ 条例第 14 条第３項の規則で定める図書は、第９条

第３項各号に掲げる図書（変更に係るものに限る。）と

する。 

５ 条例第 14 条第５項の規定による届出の書面の様式

は、土砂埋立て等変更届（様式第９号）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土砂埋立て等の着手の届出） 

第 15 条 条例第 16 条の規定による届出の書面の様式

は、土砂埋立て等着手届（様式第10号）とする。 

 

 

 

（搬入する土砂の確認及び報告） 

第16条 条例第17条第１項の規定による土砂の発生場

所の確認は、当該土砂の発生場所ごとに、土地の所有権

その他の権原に基づき当該土砂を発生させる者が発行

する土砂発生元証明書（様式第 11 号）により行わなけ

ればならない。 

２ 条例第 17 条第１項の規定による土砂の汚染のおそ

れがないことの確認は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める方法によるものとする。 

 (1) 土砂の発生場所が、土壌汚染対策法施行規則（平

成14年環境省令第29号）第１条第２項第３号に規定す

る調査対象地に該当する土地 当該土砂の特定有害物
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（土砂管理台帳の作成） 

第 18条 許可事業者は、規則で定めるところにより、

当該許可に係る土砂埋立て等に使用する土砂の量そ

の他の規則で定める事項を記載した土砂管理台帳を

作成しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

質（土壌汚染対策法第２条第１項に規定する特定有害物

質をいう。以下同じ。）による汚染状態が同法第６条第

１項第１号の環境省令で定める基準に適合しているこ

とを、同法第３条第１項、第４条第２項又は第５条の土

壌の特定有害物質による汚染の状況の調査の報告に係

る書類その他の土壌汚染対策法施行規則第６条第３項

第４号及び同条第４項第２号の環境大臣が定める方法

により測定した結果を証する書類の審査により行うも

のとする。 

(2) 土砂の発生場所が、大阪府生活環境の保全等に関す

る条例施行規則第 48 条の５第１項に規定する調査対象

地に該当する土地 当該土砂の管理有害物質（大阪府生

活環境の保全等に関する条例第 81 条の２第４項に規定

する管理有害物質をいう。以下同じ。）による汚染状態

が同条例第 81 条の８第１項第１号の規定により知事が

規則で定める基準に適合していることを、同条例第 81

条の４第１項、第81条の５第２項又は第81条の６第１

項の土壌の管理有害物質による汚染の状況の調査報告

に係る書類その他の大阪府生活環境の保全等に関する

条例施行規則第 48 条の８第３項第４号、同条第４項第

２号及び同条第５項第４号の知事が別に定める方法に

より測定した結果を証する書類の審査により行うもの

とする。 

 (3) 土砂の発生場所が、前２号に掲げる土地以外の土

地 当該土砂の特定有害物質及び管理有害物質による

汚染のおそれがないことを当該土地の利用状況等の調

査の結果を記載した書類の審査により行うものとする。 

３ 当該土砂が採石法（昭和25年法律第291号）、砂利

採取法（昭和43年法律第74号）その他の法令による処

分に係る採取場から採取されたものである場合におけ

る条例第 17 条第１項の規定による土砂の発生場所及び

土砂の汚染のおそれがないことの確認は、前 ２項の規

定にかかわらず、当該採取場から採取された土砂である

ことを証する土砂売渡・譲渡証明書（様式第 12 号）に

より行うことができる。 

４ 条例第 17 条第２項の規定による報告は、同条第１

項の規定による確認後、土砂搬入報告書（様式第13号）

により行わなければならない。 

５ 前項の報告書には、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める図書を添付しなければならな

い。 

(1) 次号に掲げる場合以外の場合 次に掲げる図書 

ア 土砂発生元証明書（様式第11号） 

イ 第２項各号の確認に係る書面 

(2) 第３項に規定する場合に該当する場合 同項の土

砂売渡・譲渡証明書（様式第12号） 

 

（土砂管理台帳） 

第 17 条 条例第 18 条に規定する土砂管理台帳の様式

は、土砂管理台帳（様式第14号）とする。 

２ 条例第 18 条の規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

(1) 土砂を発生させる者の氏名及び住所（法人にあって

は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

(2) 土砂の発生場所ごとの１日当たりの土砂の搬入量

及び搬入のための車両台数 

(3) 一時堆積にあっては、１日当たりの土砂の搬出量及

び搬出のための車両台数 
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（土砂埋立て等に使用する土砂の量の報告） 

第 19条 許可事業者は、規則で定めるところにより、

当該許可に係る土砂埋立て等に着手した日から、定期

的に、前条の土砂管理台帳の写しを添付して、当該土

砂埋立て等に使用する土砂の量（当該土砂埋立て等が

当該許可に係る埋立て等区域外への搬出を目的とし

て行うものである場合にあっては、土砂の搬入の量及

び搬出の量）を市長に報告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（標識の掲示等） 

第 20条 許可事業者は、当該許可に係る土砂埋立て等

の施工期間中、規則で定めるところにより、当該許可

に係る埋立て等区域の公衆の見やすい場所に、氏名又

は名称その他規則で定める事項を記載した標識を掲

げなければならない。 

２ 許可事業者は、当該許可に係る埋立て等区域につ

いて、その境界を明らかにするため、境界標を設けな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（関係図書の閲覧） 

第 21条 許可事業者は、規則で定めるところにより、

当該許可に係る第12条第１項若しくは第２項又は第

14条第２項の申請書の写し、第18条の土砂管理台帳

その他規則で定める図書を当該許可に係る土砂埋立

て等に関し災害の防止上又は生活環境の保全上利害

関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければなら

ない。 

 

 

３ 第１項の土砂管理台帳には、毎月の末日までに、当

該月中における前項各号に掲げる事項を記載しておか

なければならない。 

 

(土砂の量の報告) 

第 18 条 埋立て等許可に係る土砂埋立て等が一時堆積

以外である場合における条例第 19 条の規定による報告

は、土砂埋立て等に着手した日後、毎年、４月から９月

までの間に使用された土砂の量を 10 月末日までに、10

月から翌年３月までの間に使用された土砂の量を翌年

４月末日までに、土砂埋立て等を完了し、又は廃止した

ときは、直前の報告以降に使用された土砂の量を条例第

22条第１項の規定による届出の時に、土砂使用量報告書

（様式第15号）により行わなければならない。 

２ 埋立て等許可に係る土砂埋立て等が一時堆積であ

る場合における条例第 19 条の規定による報告は、土砂

埋立て等に着手した日後、毎年、４月から９月までの間

に使用された土砂の搬入量及び搬出量を 10 月末日まで

に、10月から翌年３月までの間に使用された土砂の搬入

量及び搬出量を翌年４月末日までに、土砂埋立て等を完

了し、又は廃止したときは、直前の報告以降に使用され

た土砂の搬入量及び搬出量を条例第 22 条第１項の規定

による届出の時に、土砂搬入量及び搬出量報告書（様式

第16号）により行わなければならない。 

 

 

 

（標識の寸法及び記載事項） 

第 19 条 条例第 20 条第１項に規定する標識の大きさ

は、縦 90 センチメートル以上、横 120 センチメートル

以上でなければならない。 

２ 条例第 20 条第１項の規則で定める事項は、次に掲

げる事項とする。 

(1) 埋立て等許可の年月日及び番号並びに許可をした

者 

(2) 土砂埋立て等を行う者の氏名及び住所（法人にあっ

ては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地）並びに連絡先の電話番号 

(3) 土砂埋立て等の目的 

(4) 埋立て等区域の位置 

(5) 埋立て等区域の面積 

(6) 埋立て等区域を明示した付近見取図 

(7) 土砂埋立て等に使用する土砂の予定量（一時堆積で

ある場合にあっては、年間の土砂の搬入の予定量及び搬

出の予定量） 

(8) 当該土砂埋立て等が一時堆積以外である場合にあ

っては、土砂埋立て等の施工期間 

 

（関係図書の閲覧） 

第 20条 条例第21条の規定による閲覧は、埋立て等許

可を受けた日から条例第 22 条第１項の規定による届出

（土砂埋立て等を完了し、又は廃止したときに係るもの

に限る。）の日まで行わせなければならない。 

２ 条例第 21 条の規則で定める図書は、次に掲げる図

書とする。 

(1) 条例第 12 条第１項又は第２項の申請書の添付図書

の写し 

(2) 条例第 14条第２項の申請書の添付図書の写し 
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（土砂埋立て等の完了の届出等） 

第 22条 許可事業者は、当該許可に係る土砂埋立て等

を完了し、廃止し、若しくは休止し、又は休止した土

砂埋立て等を再開したときは、規則で定めるところに

より、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければなら

ない。ただし、当該土砂埋立て等の休止をした場合で

あって、当該休止の期間が２月未満であるときは、こ

の限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による届出（休止した土砂埋立

て等を再開した場合の届出を除く。）があったときは、

遅滞なく、当該届出に係る土砂埋立て等が第13条の

規定による許可の内容に適合しているかどうかにつ

いて確認し、その結果を当該届出をした者に通知する

ものとする。 

３ 前項の規定により、土砂の崩落、飛散又は流出によ

る災害を防止するための必要な措置が講じられてい

ない旨の通知を受けた者は、当該通知に係る土砂埋立

て等に使用された土砂の崩落、飛散又は流出による災

害を防止するために必要な措置を講じなければなら

ない。 

４ 許可事業者は、当該土砂埋立て等が第８条第２項各

号のいずれかに該当するものとなったとき又は大阪

府土砂埋立て等の規制に関する条例（平成26年大阪

府条例第177号）第７条の規定に基づき大阪府知事の

許可を要するものとなったときは、規則で定めるとこ

ろにより、速やかに、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 第 14条第５項の土砂埋立て等変更届の写し 

(4) 第 15条の土砂埋立て等着手届の写し 

(5) 第 16 条第４項の土砂搬入報告書及びその添付図書

の写し 

(6) 第 18 条第１項の土砂使用量報告書又は同条第２項

の土砂搬入量及び搬出量報告書及びその添付図書の写

し 

(7) 第 22 条第１項の土砂埋立て等地位承継承認申請書

及びその添付図書の写し 

３ 条例第 21 条の申請書の写し及び前項各号に掲げる

図書に含まれている情報のうち、岸和田市情報公開条例

（平成 12 年条例第９号）第８条第１項第１号に該当す

る情報については、条例第 21 条の規定による閲覧の対

象から除くものとする。 

 

（土砂埋立て等の完了の届出等） 

第 21 条 条例第 22 条第１項の規定による完了の届出

は、土砂埋立て等を完了した日から 15 日以内に、次に

掲げる事項を記載した土砂埋立て等完了届（様式第 17

号）により行わなければならない。 

(1) 埋立て等許可の年月日及び番号 

(2) 埋立て等区域の位置 

(3) 土砂埋立て等の施工期間 

(4) 土砂埋立て等を完了した年月日 

(5) 完了した埋立て等区域における土地及び土砂の堆

積の形状 

(6) 埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出によ

る災害の発生を防止するために必要な措置を講じてい

る場合にあっては、その内容 

２ 条例第 22 条第１項の規定による廃止又は休止の届

出は、土砂埋立て等を廃止した場合にあっては廃止した

日から 30 日以内、土砂埋立て等を休止した場合にあっ

ては休止した日から 10 日以内に、次に掲げる事項を記

載した土砂埋立て等廃止（休止）届（様式第 18 号）に

より行わなければならない。 

(1) 前項第１号から第３号までに掲げる事項 

(2) 土砂埋立て等を廃止した年月日又は休止しようと

する期間 

(3) 土砂埋立て等を廃止し、又は休止した場合の埋立て

等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

(4) 土砂埋立て等を廃止し、又は休止した場合の埋立て

等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災害の発

生を防止するために必要な措置を講じている場合にあ

っては、その内容 

３ 条例第 22 条第１項の規定による再開の届出は、土

砂埋立て等再開届（様式第 19 号）により行わなければ

ならない。 

４ 条例第 22 条第４項の規定による辞退の届出は、同

項の規定に該当することとなった日から 15 日以内に、

次に掲げる事項を記載した土砂埋立て等許可辞退届（様

式第20号）により行わなければならない。 

(1) 第１項第１号から第３号まで及び第６号に掲げる

事項 

(2) 条例第 22 条第４項の規定に該当することとなった

内容及びその年月日 

(3) 条例第 22 条第４項の規定に該当することとなるま

でに施工した埋立て等区域における土地及び土砂の堆

積の形状 
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（地位の承継） 

第 23条 許可事業者の相続人その他の一般承継人は、

市長の承認を受けて、当該許可事業者が有していた埋

立て等許可に基づく地位を承継することができる。 

２ 前項の承認を受けようとする者は、次に掲げる事項

を記載した申請書を市長に提出しなければならない。 

(1) 前項の承認を受けようとする者の氏名、住所及び生

年月日（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及

び生年月日並びに主たる事務所の所在地） 

(2) 許可事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

(3) 前項の承認を受けようとする者が第13条第１項第

１号オの営業に関し成年者と同一の行為能力を有し

ない未成年者である場合には、その法定代理人の氏名

及び住所（法定代理人が法人である場合にあっては、

その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所

在地） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 前項の申請書には、第10条第３項に規定する同意

を得たことを証する書面、承認の申請に係る埋立て等

区域及びその周辺の状況を示す図面その他規則で定

める図書を添付しなければならない。 

４ 第 13条第１項（同項第１号及び第２号に係る部分

に限る。）の規定は、第１項の承認について準用する。 

５ 相続人が被相続人の死亡後90日以内に第１項の承

認の申請をした場合においては、被相続人の死亡の日

からその承認を受ける日又は承認をしない旨の通知

を受ける日までは、被相続人に対してした埋立て等許

可は、その相続人に対してしたものとみなす。 

 

（命令） 

第 24条 市長は、土砂埋立て等に使用された土砂の崩

落、飛散又は流出による災害を防止するため緊急の必

要があると認めるときは、当該土砂埋立て等について

許可事業者に対し、当該許可に係る土砂埋立て等に使

用された土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止

するために、相当の期限を定めて必要な措置を講ずべ

きことを命じ、又は相当の期間を定めて当該許可に係

る土砂埋立て等の停止を命ずることができる。 

２ 市長は、第８条第１項又は第14条第１項の規定に

違反して許可を受けないで土砂埋立て等を行った者

に対し、相当の期限を定めて、当該土砂埋立て等に使

用された土砂の全部又は一部の撤去その他土砂の崩

落、飛散又は流出による災害を防止するために必要な

措置を講ずべきことを命ずることができる。 

３ 市長は、第22条第３項又は次条第２項に規定する

者が、土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止す

るために必要な措置を講じないときは、相当の期限を

定めて、第22条第３項の通知又は次条第２項の取消

しに係る土砂埋立て等に使用された土砂の崩落、飛散

又は流出による災害を防止するために必要な措置を

講ずべきことを命ずることができる。 

４ 市長は、許可事業者が行う土砂埋立て等が、第13

条第１項第４号又は第５号に適合しないと認めると

きは、当該許可事業者（前項の規定による命令を受け

た者を除く。）に対し、当該許可に係る土砂埋立て等

に使用された土砂の崩落、飛散又は流出による災害を

 

（地位の承継の申請書） 

第 22条 条例第23条第２項の申請書は、土砂埋立て等

地位承継承認申請書（様式第21号）とする。 

２ 条例第 23 条第２項第４号の規則で定める事項は、

次に掲げる事項とする。 

(1) 承継しようとする地位に係る埋立て等許可の年月

日及び番号 

(2) 条例第 23 条第２項の承認を受けようとする者（以

下「承認申請者」という。）が法人である場合にあって

は、その役員の氏名、住所及び生年月日 

(3) 承認申請者が未成年者であって、その法定代理人が

法人である場合にあっては、その役員の氏名、住所及び

生年月日 

(4) 承認申請者に使用人がある場合にあっては、その者

の氏名、住所及び生年月日 

(5) 承継の理由 

３ 条例第 23 条第３項の規則で定める図書は、次に掲

げる図書とする。 

(1) 第６条第２項第11号の資金調達計画書 

(2) 第９条第３項第２号から第４号まで及び第 10 号か

ら第12号までに掲げる図書 

(3) 許可事業者の相続人その他の一般承継人であるこ

と又は許可事業者から当該土砂埋立て等を行う権原を

取得したことを証する書面 
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防止するために、相当の期限を定めて必要な措置を講

ずべきことを命じ、又は相当の期間を定めて当該許可

に係る土砂埋立て等の停止を命ずることができる。 

 

（許可の取消し等） 

第 25条 市長は、許可事業者が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該許可を取り消し、又は相当の期

間を定めて当該許可に係る土砂埋立て等の停止を命

ずることができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により埋立て等許可、変更許

可又は第23条第１項の承認を受けたとき。 

(2) 正当な理由なく、埋立て等許可を受けた日から起算

して１年を経過した日までに当該許可に係る土砂埋

立て等に着手しないとき。 

(3) 埋立て等許可に基づき土砂埋立て等に着手した後、

正当な理由なく、１年以上引き続き当該許可に係る土

砂埋立て等を行わないとき。 

(4) 第 13条第１項第１号エに該当するに至ったとき。 

(5) 第 13条第１項第１号オからキまで（同号エに係る

ものに限る。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

(6) 第 13条第３項（第14条第４項において準用する場

合を含む。）の規定により付された条件に違反したと

き。 

(7) 変更許可を受けなければならない事項を変更許可

を受けないで変更したとき。 

(8) 第 17条から第20条までの規定に違反したとき。 

(9) 前条及びこの項の規定による命令に違反したとき。 

２ 前項の規定により埋立て等許可の取消しを受けた

者は、当該取消しに係る土砂埋立て等に使用された土

砂の崩落、飛散又は流出による災害の防止上又は生活

環境の保全上必要な措置を講じなければならない。 

 

（関係図書の保存） 

第 26条 許可事業者は、当該許可に係る土砂埋立て等

について、第22条第２項の規定による通知（完了及

び廃止に係るものに限る。）を受けた日又は当該許可

の取消しの日のいずれか早い日から３年を経過する

日まで、当該許可に係る土砂管理台帳及び土砂埋立て

等に関してこの条例の規定に基づいて市長に提出し

た図書の写しを保存しなければならない。 

 

（土砂埋立て等に係る土地の所有者の義務） 

第 27条 第 10条に規定する同意をした土地の所有者

は、当該同意に係る土砂埋立て等の施工期間中、規則

で定めるところにより、定期的に、当該土砂埋立て等

の施工の状況を確認しなければならない。 

２ 前項の同意をした土地の所有者は、同項の規定によ

る確認の結果、埋立て等許可又は変更許可の内容と明

らかに異なる土砂埋立て等が行われていることを知

ったときは、直ちに、当該土砂埋立て等を行う者に対

し当該土砂埋立て等の中止又は原状回復その他の必

要な措置を講ずることを求めるとともに、速やかにそ

の旨を市長に報告しなければならない。 

３ 第１項の同意をした土地の所有者は、当該同意に係

る埋立て等区域の土砂の崩落、飛散又は流出による災

害が発生し、又はそのおそれがあることを知ったとき

は、速やかにその旨を市長に通報しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(土地の所有者による施工状況の確認) 

第23条 条例第27条第１項の規定による施工の状況の

確認は、次に掲げる事項について、当該施工に係る埋立

て等区域において、毎月１回以上、行わなければならな

い。 

(1) 当該施工の状況が条例第 10 条各項の規定による説

明を受けた内容に相違していないこと。 

(2) 当該埋立て等区域において土砂等の崩落、飛散若し

くは流出による災害の発生又はそのおそれがないこと。 

２ 前項の場合において、当該埋立て等区域において確

認することが困難な事情があるときは、条例第 27 条第

１項に規定する土地の所有者は、他の者に確認させるこ

とにより行うことができる。 
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（土砂埋立て等に係る土地の所有者に対する勧告及び

命令） 

第 28条 市長は、第24条（同条第２項を除く。）の規

定による命令（土砂埋立て等の停止の命令を除く。）

をしたにもかかわらず、当該命令を受けた者が期限ま

でにその命令に係る措置を講じないときは、当該命令

に係る土砂埋立て等について前条第１項の同意をし

た土地の所有者で次の各号のいずれかに該当するも

のに対し、必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 

(1) 前条第１項の規定による確認（当該確認を行うべき

時期において、埋立て等許可又は変更許可の内容と明

らかに異なる土砂埋立て等が行われていた場合のも

のに限る。）を怠った者 

(2) 前条第２項の規定による報告を怠った者 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧

告に従わない場合であって、その者に対し、同項の必

要な措置を講じさせることが相当であると認めると

きは、当該必要な措置を講ずべきことを命ずることが

できる。 

 

（報告の徴収） 

第 29条 市長は、この条例の施行に必要な限度におい

て、土砂埋立て等を行う者に対し、当該土砂埋立て等

について、施工の状況その他必要な事項の報告を求め

ることができる。 

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、第

10条に規定する同意をした土地の所有者に対し、当該

同意に係る土砂埋立て等について、第27条第１項の

規定による確認の状況その他必要な事項の報告を求

めることができる。 

 

（立入検査） 

第 30条 市長は、この条例の施行に必要な限度におい

て、その職員に、土砂埋立て等を行う者の事業所その

他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の

物件を検査させ、試験の用に供するのに必要な限度に

おいて土砂若しくは排水を無償で収去させ、又は関係

人に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければなら

ない。 

 

（公表） 

第 31条 市長は、第24条又は第25条第１項の規定に

よる命令をしたときは、当該命令を受けた者の氏名又

は名称、住所及び当該命令の内容を公表することがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするとき

は、当該公表に係る者に、あらかじめ、その旨を通知

し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明及び資

料の提出の機会を与えるため、意見の聴取を行わなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（身分証明書） 

第 24 条 条例第 30 条第２項に規定する証明書の様式

は、身分証明書(様式第22号)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（書類の提出部数） 

第 25 条 条例の規定により市長に提出する書類の部数

は、正本１部及び副本１部とする。ただし、市長が別に

定める場合にあっては、この限りでない。 
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（委任） 

第 32条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

（罰則） 

第 33条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以

下の懲役又は1,000,000円以下の罰金に処する。 

(1) 第８条第１項、第14条第１項又は第23条第１項の

規定に違反して、土砂埋立て等を行った者 

(2) 偽りその他不正の手段により、埋立て等許可、変更

許可又は第23条第１項の承認を受けた者 

(3) 第 24条の規定による命令に違反した者 

 

第34条 第28条第２項の規定による命令に違反した者

は、６月以下の懲役又は500,000円以下の罰金に処す

る。 

 

第 35条 次の各号のいずれかに該当する者は、500,000

円以下の罰金に処する。 

(1) 第 17条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

(2) 第 18条の規定に違反して、同条の土砂管理台帳を

作成せず、又は同条に規定する事項を記載せず、若し

くは虚偽の記載をした者 

(3) 第 19条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をした者 

(4) 第 20条第１項の規定に違反して、同項の標識を掲

示しなかった者 

(5) 第 20条第２項の規定に違反して、同項の境界標を

設けなかった者 

(6) 第 29条第１項の報告をせず、又は虚偽の報告をし

た者 

(7) 第 30条第１項の規定による立入検査若しくは収去

を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答

弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 

 

第 36条 次の各号のいずれかに該当する者は、300,000

円以下の罰金に処する。 

(1) 第 14条第５項、第16条又は第22条第１項の規定

による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(2) 第 26条の規定に違反して、同条の土砂管理台帳又

は図書の写しを保存しなかった者 

 

（両罰規定） 

第 37条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関

し、第33条から前条までの違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本

条の罰金刑を科する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 第８条第１項の許可を受けようとする者は、この条

例の施行の日前においても、第12条の規定の例によ

り、申請を行うことができる。 

（委任） 

第 26 条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

 

 （条例附則第５項の規則で定める処分） 

２ 条例附則第５項の規則で定める処分は、次に掲げる

処分とする。 

(1) 土地改良法（昭和24年法律第195号）第 95条第１
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３ 第９条の申請予定者は、この条例の施行の日前にお

いても、第９条、第10条及び第11条の規定の例によ

り、市長との協議、土地の所有者に対する説明及び周

辺地域の住民等への周知を行うことができる。 

４ この条例の施行の際現に土砂埋立て等を行ってい

る者については、この条例の施行の日から起算して６

月を経過するまでの間は、第８条第１項の規定は、適

用しない。その者がその期間内に埋立て等許可の申請

をした場合において、許可又は不許可の処分があるま

での間も、同様とする。 

５ この条例の施行の際現に法令又は他の条例の規定

による許可、認可その他の処分で規則で定めるもの

（以下「許可等」という。）を受けている者が行う当

該許可等に係る土砂埋立て等については、前項の規定

にかかわらず、当該許可等に係る許可期間が満了する

日（当該許可期間が３年を超える場合にあっては、こ

の条例の施行の日から起算して３年を経過する日）ま

での間は、第８条から第26条までの規定は、適用し

ない。 

項の認可 

(2) 森林法第 10 条の２第１項又は第 34 条第２項(同法

第44条において準用する場合を含む。)の許可 

(3) 農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第４条第１項又

は第５条第１項の許可 

(4) 地すべり等防止法第18条第１項の許可 

(5) 宅地造成等規制法第８条第１項の許可 

(6) 河川法第55条第１項の許可 

(7) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第

７条第１項の許可 

(8) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律

第58号）第15条の２第１項の許可 

(9) 大阪府風致地区内における建築等の規制に関する

条例（昭和 45 年大阪府条例第７号）第２条第１項（同

項第３号及び第７号に係る部分に限る。）の許可 

(10) 岸和田市風致地区内における建築等の規制に関す

る条例（平成25年条例第14号）第２条第１項（同項第

３号及び第７号に係る部分に限る。）の許可 

(11) 生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号）第８条第１

項の許可 

(12) 大阪府砂防指定地管理条例第４条第１項の許可 

  

 
別表第１(第 12条関係) 

１ 埋立て等関係区域の地盤について、滑りやすい土質の層又は軟弱な地盤がある場合には、地盤に滑
り、沈下又は隆起が生じないように、杭打ち、土の置換え、水抜きその他の措置が講じられること。 

２ 著しく傾斜している土地において土砂埋立て等を行う場合においては、土砂埋立て等を行う前の地
盤と土砂埋立て等に使用された土砂とが接する面が滑り面とならないように段切り等の措置が講
じられること。 

３ 土砂埋立て等によって生じる法面(擁壁で覆う部分を除く。以下同じ。)の勾配は、垂直１メートル
に対する水平距離が1.8メートル以上であること。 

４ 土砂埋立て等の完了後の地盤に緩み、沈下又は崩壊が生じないように締固めその他の措置が講じら
れること。 

５ 埋立て等区域の地盤の高さが周辺より低い土地、斜面の下方に位置する土地及び谷又は沢状の土地
など地表水が集中しやすい地形の土地において土砂埋立て等を行う場合は、湧水又は浸透水を有効
かつ速やかに排除できるよう、地下排水工等の排水施設の設置その他の必要な措置が講じられるこ
と。 

６ 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、次に掲げる規定に適合すること。 
(1) 盛土の場合には、法尻に擁壁が設置されること。 
(2) 擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、練積み造等の堅固なものであること。 
(3) 渓流内の盛土の場合において、全土量を対象とした土砂流出防止のためのコンクリートえん堤
等が設置されること。 

(4) 練積み造の擁壁の構造は、土質に応じて決定されたものであること。 
(5) 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造計算によって次に掲げる規
定が満たされることが確かめられていること。 
ア 土圧、水圧及び自重(以下「土圧等」という。)によって擁壁が破損されないこと。 
イ 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 
ウ 土圧等によって擁壁が滑動しないこと。 
エ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

７ 土砂埋立て等によって生じる法面の高さが５メートル以上である場合にあっては、当該法面の高さ
が５メートルごとに幅1.5メートル以上の小段が設置されること。 

８ 雨水その他地表水を排除することができるように、必要な排水施設(土砂埋立て等が施工されてい
る間における排水施設を含む。)が設置されること。 

９ ８の項の排水施設は、その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき雨水その他の地表水を支障
なく流下させることができるものであること。 

10 埋立て等区域外に土砂が流出しないように、沈砂池(土砂埋立て等が施工されている間における沈
砂池を含む。)その他の土砂の流出を防止するために必要な施設が設置されること。 
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11 下水道、排水路、河川その他の放流先の排水能力に応じて必要がある場合は、一時雨水を貯留する
調整池(土砂埋立て等が施工されている間における調整池を含む。)その他の施設が設置されるこ
と。 

12 土砂埋立て等によって生じる法面は、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等により、風化その他の
侵食に対して保護されること。 

13 埋立て等区域(土砂埋立て等によって生じる法面を除く。)は、利用目的が明確である部分を除き、
芝張り、植林その他の土砂等の飛散防止のための措置(土砂埋立て等が施工されている間における
土砂等の飛散防止のための措置を含む。)が講じられること。 

14 土砂埋立て等に係る工事の順序が、埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散、流出その他の災害が発
生しないよう、沈砂池、調整池、擁壁等の防災工事が土砂埋立て等に先行して実施されるものとな
っていること。 

 
別表第２(第 12条関係) 

１ 別表第１の１の項、８の項及び９の項の規定に適合すること。 

２ 埋立て等区域の土地の勾配は、垂直１メートルに対する水平距離が 10 メートル以上であること。
ただし、埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散、流出その他の災害が発生するおそれがないものと
して市長が認める場合は、この限りでない。 

３ 土砂の堆積の高さ(土砂の堆積によって生じる法面の最も低い部分と最も高い部分の垂直距離をい
う。)が５メートル以下であること。 

４ 土砂の堆積によって生じる法面の勾配は、垂直１メートルに対する水平距離が２メートル以上であ
ること。 

５ 埋立て等区域の周辺に、土砂の堆積の高さに相当する幅の緩衝地帯及びその緩衝地帯を表示する境
界標が設置されること。 
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（２）条例施行規則様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



101 

 

様式第１号（第６条関係） 

土砂埋立て等事前協議書 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

                      住所                

                      氏名                印  

申請予定者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び 

主たる事務所の所在地） 

                      電話番号           

 

事前協議をしたいので、次のとおり提出します。 

土砂埋立て等の目的  

埋立て等区域の位置  

埋立て等区域の面積                       ㎡ 

土砂埋立て等に供する施設の設

置に関する計画 
   

土砂の量                         ㎥  

土砂埋立て等の施工期間  年 月 日から   年 月 日まで 

最大堆積時及び完了時の土地及

び土砂の堆積の形状 
 

土砂の搬入に関する計画  

災害を防止するために講ずる措

置 
 

生活環境を保全するために講ず

る措置 
 

備考 

 １ 土砂の量の欄は、一時堆積の場合は、年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬入予定量及び

搬出予定量を記載してください。 

 ２ 土砂埋立て等の施工期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

 ３ 最大堆積時及び完了時の土地及び土砂の堆積の形状の欄は、一時堆積の場合は、埋立て等区域

における土地及び土砂の堆積の形状を記載してください。 

 ４ 土砂の搬入に関する計画の欄は、別紙と併せて記載してください。 

 ５ 申請予定者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合 

は、押印を省略することができます。 
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別紙 

土砂の搬入に関する計画 

 

発生元事業者名及び連絡先 発生場所 運搬事業者名及び連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

１日当たり最大の搬入予定量                    ㎥ 

土砂の量                    ㎥ 

搬入期間     年 月 日から    年 月 日まで 

搬入曜日及び搬入時間 
曜日から 曜日まで 

時 分から 時 分まで 

備考 
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様式第２号（第６条関係） 

説明会開催計画書 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

 

住所            

氏名               印  

             申請予定者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び 

主たる事務所の所在地） 

                     電話番号           

 

説明会開催の計画は、次のとおりです。 

開催日時        年   月   日   時 

開催場所 

 

説明内容  

開催地域  

周知方法  

備考 

１ 説明会において使用する予定の資料を添付してください。 

２ 申請予定者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合は、押印を省略することができます。 
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様式第３号（第６条、第９条、第14条、第22条関係） 

資金調達計画書 

土
砂
埋
立
て
等
の
施
工
に
要
す
る
経
費 

項目 数量 単価（千円） 金額（千円） 

防災のための施設の設置工事に要する経費  

 

仮設工（準備工） 

 伐採・除根・除草工 

 進入路設置工 

 杭・丁張・標識工 

 その他 

   

飛散防止工 

 防護柵設置工 

 その他 

   

軟弱地盤対策工    

段切り工    

擁壁工（土留工）    

排水施設工 

沈砂池設置工 

調整池設置工 

地下排水工 

暗渠排水工 

埋設工 

その他 

   

その他    

その他の工事等に要する経費  

 盛土工    

表面排水工    

法面保護工    

撤去工    

その他    

その他の経費（土地の賃借料、人件費等間接経費を含む。）  

合計  

資
金
調
達
方
法 

項目 調達方法 金額（千円） 

防災のための施設の設置工事に要する経費に係る資金調達

方法 

自己資金  

借入金  

その他の工事等に要する経費に係る資金調達方法 

自己資金  

借入金  

収入  

合計  
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様式第４号（第７条関係） 

土地使用同意書 

 土砂埋立て等の許可・変更許可・地位承継の申請をしようとする者       の行う土砂埋立

て等については、私の所有する次の土地の使用について同意します。 

土地の所在地及び地番 地目 登記簿上の地積（㎡） 

   

   

   

また、同意の前提として、上記土砂埋立て等の許可・変更許可・地位承継の申請をしようとする者か

ら、次の事項について、    年  月  日に説明を受け、その内容を確認しました。 

① 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

② 土砂埋立て等の目的 

③ 埋立て等区域の位置及び面積 

④ 土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画 

⑤ 土砂埋立て等に使用する土砂の量 

⑥ 土砂埋立て等の施工期間 

⑦ 土砂埋立て等の土砂の堆積量が最大となる時及び完了時の埋立て等区域における土地及び土砂の

堆積の形状 

⑧ 土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画 

⑨ 土砂埋立て等の施工期間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防

止するために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺地域の生活環境を保全するために講ずる措置 

注１ 一時堆積の場合は上記①から④まで、⑧及び⑨のほか、次の事項の確認が必要です。 

⑩ 年間の土砂埋立て等に使用する土砂の搬入予定量及び搬出予定量 

⑪ 埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

注２ 変更許可の申請の場合は、上記①並びに変更の内容及びその理由の確認が必要です。 

注３ 地位承継の申請の場合は、上記①及び次の事項の確認が必要です。 

⑫ 許可事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の

所在地） 

⑬ 条例第13条第１項第１号オの営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合

には、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称及び代

表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 

ここに同意したことを証するため、署名押印します。 

       年  月  日 

住所                 

氏名               印 

土地所有者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び       

主たる事務所の所在地） 

電話番号              

（土地所有者が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印を行うことができる。） 
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様式第５号（第８条関係） 

説明会開催報告書 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

                       住所      

                      氏名               印  

申請予定者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

                      電話番号         

 

開催した説明会による周知の内容及びその結果は、次のとおりです。 

埋立て等区域の位置  

開催日時   年  月  日  時   

開催場所  

説明会開催についての周

知の範囲とその方法 
 

説明者の氏名  

住民等の出席者数 名 

概要  

搬入計画等の変更があっ

た場合の周知方法 
 

特記事項  

備考 

 １ 説明会を２回以上開催した場合は、説明会ごとに作成してください。 

 ２ 説明会で配布した説明資料並びに説明会で説明した内容、出席者の要望及び意見

並びにそれらへの回答等について具体的に記載した議事録を添付してください。ま

た、当該議事録に出席した住民等の代表者の署名がない場合にあっては、説明会の

内容を録音した記録媒体を併せて提出してください。 

 ３ 申請予定者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合は、押印を省略することができます。 
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様式第６号（第８条関係） 

措置内容報告書 

  年  月  日 

 岸和田市長 様 

 

住所                  

                      氏名               印  

              申請予定者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

措置内容及びその結果は、次のとおりです。 

埋立て等区域の位置  

措置内容  

措置を行った地域  

掲示場所  

掲示期間    年  月  日から    年  月  日まで 

周辺住民の意見  

上記の意見に対する

回答の内容 
 

備考 申請予定者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合は、押印を省略することができます。
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様式第７号（第９条関係） 

土砂埋立て等許可申請書 

 年  月  日  

岸和田市長 様 

住所  

氏名                印 

               申請者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び生年月日並びに主たる事務所の所在地） 

                      生年月日       年   月   日 

                     電話番号   

                  
  次のとおり申請します。 

土砂埋立て等の目的  

埋立て等区域の位置  

埋立て等区域の面積 ㎡ 

土砂埋立て等に供する施設の設

置に関する計画 
 

土砂の量 ㎥ 

土砂埋立て等の施工期間     年 月 日から    年 月 日まで 

最大堆積時及び完了時の土地及び 

土砂の堆積に関する計画 
 

土砂の搬入に関する計画  

災害を防止するために講ずる措置  

生活環境

を保全す

るために

講ずる措

置 

粉じんの飛散の防止措

置 
 

土砂及び雨水等の流出

の防止措置 
 

騒音及び振動の防止措

置 
 

その他  

備考 
 １ 土砂の量の欄は、一時堆積の場合は、年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬

入予定量及び搬出予定量を記載してください。 
 ２ 土砂埋立て等の施工期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 
 ３ 最大堆積時及び完了時の土地及び土砂の堆積の形状の欄は、一時堆積の場合は、

埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状を記載してください。 
 ４ 土砂の搬入に関する計画の欄は、別紙１と併せて記載してください。 
 ５ 申請者が法人である場合にあってはその役員の氏名、住所及び生年月日、申請者

が未成年者である場合にあってはその法定代理人の氏名、住所及び生年月日（法定
代理人が法人である場合にあっては、その名称、代表者の氏名及び生年月日、主た
る事務所の所在地並びに役員の氏名、住所及び生年月日）、申請者に岸和田市土砂
埋立て等の規制に関する条例施行規則第11条に規定する使用人がある場合にあっ
てはその使用人の氏名、住所及び生年月日を別紙２に記載してください。 

 ６ 申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合は、
押印を省略することができます。 
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別紙１ 

土砂の搬入に関する計画 

 

発生元事業者名及び連

絡先 
発生場所 運搬事業者名及び連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

事業者名 

連絡先 
 

事業者名 

連絡先 

１日当たり最大の搬入

予定量 
                   ㎥ 

土砂の量                    ㎥ 

搬入期間     年 月 日から    年 月 日まで 

搬入曜日及び搬入時間 
曜日から 曜日まで 

時 分から 時 分まで 

備考 

 

 



110 

 

別紙２ 

申請者が法人である場合 

 

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

   
 

   
 

申請者が未成年者である場合 

法定代理人（個人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 
生年月日 住所 

   

法定代理人（法人である場合） 

 （ふりがな） 

名称 
主たる事務所の所在地 

  

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

   
 

 
 

 
 

申請者に岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例施行規則第11条に規定する使用人がある

場合 

 （ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 
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様式第８号（第14条関係） 

土砂埋立て等変更許可申請書 

                            年  月  日  

岸和田市長 様 

住所        

氏名               印 

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び 

生年月日並びに主たる事務所の所在地） 

生年月日    年   月   日 

電話番号             

                                   

変更許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

許可年月日及び番号     年 月 日  第   号 

埋立て等区域の位置 
 

変更の内容 

変更前  

変更後  

変更の理由  

備考 

  １ 申請者が法人である場合にあってはその役員の氏名、住所及び生年月

日、申請者が未成年者である場合にあってはその法定代理人の氏名、住

所及び生年月日（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称、

代表者の氏名及び生年月日、主たる事務所の所在地並びに役員の氏名、

住所及び生年月日）、申請者に岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例

施行規則第11条に規定する使用人がある場合にあってはその使用人の氏

名、住所及び生年月日を別紙に記載してください。 

 ２ 申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行

う場合は、押印を省略することができます。 
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別紙 

申請者が法人である場合 

 

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

   
 

   
 

申請者が未成年者である場合 

法定代理人（個人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 
生年月日 住所 

   

法定代理人（法人である場合） 

 （ふりがな） 

名称 
主たる事務所の所在地 

  

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

 
 

 
 

   
 

申請者に岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例施行規則第11条に規定する使用人がある場

合 

 （ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 
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様式第９号（第14条、第20条関係） 

土砂埋立て等変更届 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

 

                   住所             

                   氏名             印 

許可事業者   （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地）  

電話番号     

                 

次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番号   年 月 日  第  号 

埋立て等区域の位置 
 

変更年月日   年  月  日 

変更の内容 

変更前  

変更後  

備考 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。  
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様式第10号（第15条、第20条関係） 

土砂埋立て等着手届 

  年  月  日  

岸和田市長 様 

                   住所         

氏名              印 

許可事業者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地）  

                   電話番号          

 

次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番号     年 月 日  第  号 

埋立て等区域の位置 
 

着手年月日    年 月 日 

備考 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。  
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様式第11号（第16条関係） 

土砂発生元証明書 

   年  月  日  

 許可事業者 

（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

 

                        様 

                      住所        

                       氏名                   印 

土砂を発生させた者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

                       電話番号 

 

 埋立て等許可に係る埋立て等区域に搬出する土砂は、次の場所から発生した

ものであることを証明します。 

工事等の名称  

工事等の場所  

工事等の発注者  

工事等の期間     年 月 日から    年 月 日まで 

搬出する土砂の

量 
㎥    

搬出する土砂を

使用する埋立て

等区域の位置 

 

備考 土砂を発生させた者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記

載を自署で行う場合は、押印を省略することができます。  
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様式第12号（第16条関係） 

土砂売渡・譲渡証明書 

  年  月  日  

許可事業者 

（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

 

                        様 

住所                  

                    氏名                印  

          土砂売渡・譲渡事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

埋立て等区域に搬入するために売渡・譲渡する土砂は、採石法、砂利採取法そ

の他の法令による処分に係る採取場から採取された土砂であることを証明しま

す。 

採取場  

認可等の番号  

認可等の期間    年 月 日から    年 月 日まで 

認可等に係る採取

量 
        ㎥   

埋立て等区域の位

置 
 

売渡し又は譲渡を

した土砂の量 
                     ㎥   

売渡し又は譲渡を

した期間 
   年 月 日から    年 月 日まで 

備考 土砂売渡・譲渡事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の

記載を自署で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第13号（第16条、第20条関係） 

土砂搬入報告書 

  年  月  日  

岸和田市長 様 

住所                  

                   氏名               印 

            許可事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

土砂の発生場所及び土砂の汚染のおそれがないことを確認したので、次のと

おり報告します。 

許可年月日及び番号     年 月 日  第  号 

埋立て等区域の位置 
 

土砂埋立て等の期間     年 月 日から    年 月 日まで 

土砂の発生場所  

土砂の搬入予定量    ㎥   

土砂の搬入期間     年 月 日から    年 月 日まで 

運搬事業者の名称及

び連絡先 

名称 

連絡先 

備考 

 １ 土砂埋立て等の期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

 ２ 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第14号（第17条関係） 

土砂管理台帳 

許可年月日及び番号     年 月 日  第   号 

許可事業者の氏名 

（法人にあっては、その名称及

び代表者の氏名） 

 

土砂を発生させる者の氏名

及び住所 

（法人にあっては、その名称、

代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地） 

氏名 

 

住所 

土砂を発生させた工事等の

名称 

 

土砂の搬入（搬出）の日付 
１日当たりの土砂の搬入

量（搬出量）    （㎥） 

搬入（搬出）のための車

両台数   （台） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合計   

備考 

 １ 土砂管理台帳は、土砂の発生場所ごとに作成し、１日ごとに記入してく

ださい。 

 ２ 土砂を発生させた事業者の氏名及び住所の欄及び土砂を発生させた工事

等の名称の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。  
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様式第15号（第18条、第20条関係） 

土砂使用量報告書 

  年  月  日 

岸和田市長 様 

住所                  

                  氏名              印 

            許可事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

 土砂埋立て等に使用された土砂の量を次のとおり報告します。 

許可年月日及び番号   年 月 日  第  号 

埋立て等区域の位置  

土砂埋立て等の期間     年 月 日から   年 月 日まで 

この報告に係る期間     年 月 日から   年 月 日まで 

土砂の量 ㎥ 

この報告に係る期間の

前までに報告した土砂

の量 

㎥ 

この報告に係る期間中

に搬入した土砂の量 
㎥ 

土砂の発生場所及び工

事等の名称 
前回累計量（㎥） 今回報告量（㎥） 累計量（㎥） 

    

    

    

    

    

合計    

備考 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第16号（第18条、第20条関係） 

土砂搬入量及び搬出量報告書 

  年  月  日  

岸和田市長 様 

住所                  

                  氏名                   印  

            許可事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名 

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

 土砂埋立て等に係る土砂の搬入量及び搬出量を次のとおり報告します。 

許可年月日及び番号    年 月 日  第   号 

埋立て等区域の位置  

この報告に係る期間    年 月 日から 年 月 日まで 

年間の土砂の搬入予定

量及び搬出予定量 

搬入予定量     ㎥ 

搬出予定量     ㎥ 

この報告に係る期間中

に搬入した土砂の量 
㎥ 

土砂の発生場所及び工

事等の名称 
前回累計量（㎥） 今回報告量（㎥） 累計量（㎥） 

    

    

    

    

    

    

この報告に係る期間中

に搬出した土砂の量 
㎥ 

備考 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で

行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第17号（第21条関係） 

土砂埋立て等完了届 

  年  月  日 

岸和田市長 様 

住所                  

                 氏名                印  

          許可事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

土砂埋立て等を完了したので、次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番号     年 月 日  第   号 

埋立て等区域の位置 
 

土砂埋立て等の施工期間    年 月 日から    年 月 日まで 

完了年月日  年 月 日 

完了時の土地及び土砂の

堆積の形状 

 

災害の発生を防止するた

めに必要な措置を講じて

いる場合にあっては、そ

の内容 

 

備考 

 １ 土砂埋立て等の施工期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

 ２ 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第18号（第21条関係） 

土砂埋立て等廃止（休止）届 

  年  月  日 

岸和田市長 様 

住所    

                    氏名                      印  

            許可事業者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

土砂埋立て等を廃止した（休止した）ので、次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番号     年 月 日  第   号 

埋立て等区域の位置  

土砂埋立て等の施工期間     年 月 日から   年 月 日まで 

廃止年月日 年 月 日 

休止期間 年 月 日から   年 月 日まで 

廃止（休止）時の土地及び

土砂の堆積の形状 
 

災害の発生を防止するため

に必要な措置を講じている

場合にあっては、その内容 

 

備考 

 １ 土砂埋立て等の施工期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

 ２ 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合は、押印を省略することができます。 
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様式第19号（第21条関係） 

土砂埋立て等再開届 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

住所        

                                         氏名                印  

              許可事業者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号         

 

土砂埋立て等を再開したので、次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番

号 
    年 月 日   第   号 

埋立て等区域の位

置 
 

休止期間     年 月 日から       年 月 日まで 

再開年月日    年 月 日 

備考 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第20号（第21条関係） 

土砂埋立て等許可辞退届 

  年  月  日 

岸和田市長 様 

住所                  

                   氏名                 印 

            許可事業者 （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

電話番号 

 

次のとおり届け出ます。 

許可年月日及び番号   年 月 日  第   号 

埋立て等区域の位置  

土砂埋立て等の施工期間     年 月 日から       年 月 日まで 

災害の発生を防止するため

に必要な措置を講じている

場合にあっては、その内容 

 

該当することとなった処分

の内容 
 

該当することとなった処分

を受けた年月日 
年 月 日 

該当することとなるまでに

施工した埋立て等区域等に

おける土地及び土砂の堆積

の形状 

 

備考 

 １ 土砂埋立て等の施工期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

 ２ 許可事業者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署

で行う場合は、押印を省略することができます。 
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様式第21号（第20条、第22条関係） 

土砂埋立て等地位承継承認申請書 

    年  月  日  

岸和田市長 様 

                               住所             

                                    氏名              印  

             申請者  （法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

生年月日       年  月  日 

                            電話番号        

   

                 

次のとおり申請します。 

許可事業者の氏名及び住所 

（法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名並びに

主たる事務所の所在地） 

氏名 

住所 

許可年月日及び番号     年 月 日  第   号 

土砂埋立て等の期間     年 月 日から       年 月 日まで 

埋立て等区域の位置  

承継の理由  

備考 

１ 土砂埋立て等の期間の欄は、一時堆積の場合は、記載不要です。 

２ 申請者が法人である場合にあってはその役員の氏名、住所及び生年月日、

申請者が未成年者である場合にあってはその法定代理人の氏名、住所及び生

年月日（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称、代表者の氏名

及び生年月日、主たる事務所の所在地並びに役員の氏名、住所及び生年月

日）、申請者に岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例施行規則第11条に

規定する使用人がある場合にあってはその使用人の氏名、住所及び生年月日

を別紙に記載してください。 

３ 申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う

場合は、押印を省略することができます。 
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別紙 

申請者が法人である場合 

 

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

   
 

   
 

申請者が未成年者である場合 

法定代理人（個人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 
生年月日 住所 

   

法定代理人（法人である場合） 

 （ふりがな） 

名称 
主たる事務所の所在地 

  

役員 

（ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

 
 

 
 

   
 

申請者に岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例施行規則第11条に規定する使用人がある

場合 

 （ふりがな） 

氏名 

役職名 
住所 

生年月日 

   
 

   
 

   
 

   
 



127 

 

様式第22号（第24条関係） 

 

 

 

 
第   号 

身分証明書 

写真 

 所属 

職名 

氏名 

生年月日 

 

 上記の職員は、岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第30条第１項の規定

により立入検査の権限を有する職員であることを証明する。 

       年 月 日 交付 

       年 月 日 限り有効 

岸和田市長               印 

 

 

 備考 裏面には、この身分証明書及びこれを携行する者に係る条例における

根拠規定を抜粋して記載すること。 

  

８
セ

ン
チ
メ

ー
ト
ル
 

12センチメートル 
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（３）本手引きで提示する様式（参考様式） 
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土砂埋立て等に係る土地使用同意書 

 土砂埋立て等について、（                ）が行おうとする下記１の

左欄の事項については、その右欄に記載する事項の内容について説明を受け、その内容を

確認しました。ついては、私の所有する下記２の土地の使用について同意します。 

記 

１．埋立て等を行う者の申請内容と説明内容 

申請内容（該当するも

のに○を記載） 

説明内容 

 土砂埋立て等の 

許可申請 

①氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務

所の所在地） ②土砂埋立て等の目的 ③埋立て等区域の位置及び面積 

④土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画 

⑤使用する土砂の量（㎥単位で小数点以下は切り捨て） 

⑥土砂埋立て等の施工期間 

⑦土砂埋立て等の土砂の堆積量が最大となる時及び完了時の土地及び土砂の堆

積の形状 

⑧土砂の搬入に関する計画 

⑨土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域外への土砂の崩落、飛

散又は流出による災害を防止するために講ずる措置及び埋立て等区域の周辺

地域の生活環境を保全するために講ずる措置 

※土砂埋立て等が当該土砂埋立て等に係る埋立て等区域外への搬出を目的とし

て行われるもの（一時堆積）の場合は、上記①から⑤まで及び⑧⑨のほか、以

下の事項が必要です 

⑩年間の土砂埋立て等に使用される土砂の搬入の予定量及び搬出の予定量 

⑪埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状 

 土砂埋立て等の 

変更許可申請 

①氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地） ②変更の内容及びその理由 

 土砂埋立て等の 

地位承継 

承認申請 

①氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地） 

②岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第８条の許可を受けた者の氏名及

び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所

在地） 

③申請者が条例第 13 条第１項第１号オの営業に関し成年者と同一の行為能力を

有しない未成年者である場合には、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理

人が法人である場合にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務

所の所在地） 

２．埋立て等への使用に同意する土地 

土地の所在地及び地番 地目 登記簿上の面積（㎡） 

   

   

   

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第１号 

   年   月   日  土地の所有者  住所 

                      氏名              （印） 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
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   年   月   日 

 

委任状 

 

岸和田市長         様 

 

 

 

住所                         

 

氏名                       印 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

 

 

私は次の者を代理人と定め、下記の件について委任致します。 

 

代理人 

                 住 所 

 

                 氏 名 

 

                連絡先 

 

 

記 

 

１ 岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例に関する各種申請に関すること（補正等含む） 

 

２ 岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例に関する許可証等の受領に関すること 

 

３ その他（                                    ） 

 

  （該当する数字に○をつけてください。） 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第２号 
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埋立て等許可通知 

        年   月   日 

土地所有者         様 

 

住 所                       

 

氏 名                     印 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第 15条第１項の規定により、同条例第８条の

許可を受けたことを、関係図書を添えて、次の事項とともに、通知します。 

許可年月日及び許可番号  

土砂埋立て等の目的  

埋立て等区域の位置  

埋立て等区域の面積  

土砂埋立て等に供する施設の設置に関する計画  

土砂埋立て等に使用する土砂の量（※１）  

土砂埋立て等の施工期間（※２）  

最大堆積時及び完了時の埋立て等区域における土地及び

土砂の堆積の形状（※３） 

 

土砂埋立て等に使用する土砂の搬入に関する計画（※４）  

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域

外への土砂の崩落、飛散又は流出による災害を防止するた

めに講ずる措置 

 

土砂埋立て等が施工されている間における埋立て等区域

の周辺地域の生活環境を保全するために講ずる措置 

  ・粉じんの飛散の防止措置 

  ・土砂及び雨水等の流出の防止措置 

  ・騒音及び振動の防止措置 

  ・その他 

 

許可に付された条件  

（※１）一時堆積（ストックヤードなど）である場合にあっては、年間の土砂埋立て等に使用される土砂

の搬入の予定量及び搬出の予定量を記載してください。 

（※２）一時堆積である場合にあっては、記載不要です。 

（※３）一時堆積である場合にあっては、埋立て等区域における土地及び土砂の堆積の形状。 

（※４）発生元事業者名、発生場所、１日当たり最大の搬入予定量、搬入期間、搬入曜日及び時間を様式

第７号別紙１に記載して添付してください。 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第３号その１ 
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変更許可通知書 

 

年   月   日 

 

土地所有者           様 

 

 

住 所                    

 

氏 名                  印 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

 岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第 15条第２項の規定により、同条例第 14 項

第１項の許可を受けたことを、関係図書を添えて、次の事項とともに通知します。 

当初の許可年月日及び許可番号  

変更許可の許可年月日及び許可番号  

変更内容（変更前）  

変更内容（変更後）  

変更理由  

許可に付された条件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第３号その２ 



133 

 

 

軽微変更通知書 

年   月   日 

 

土地所有者        様 

 

住 所                      

 

氏 名                    印 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

 岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第 15条第４項の規定により、同条例施行規則

第 15条第１項に定める軽微な変更を行ったので、関係図書を添えて、次の事項とともに通

知します。 

当初の許可年月日及び許可番号  

変更内容（変更前）  

変更内容（変更後）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第３号その３ 
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承継承認通知書 

年   月   日 

 

土地所有者        様 

 

住 所                      

 

氏 名                    印 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

 岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例第 15条第３項の規定により、同条例第 23 条

第１項の承認を受けたことを、次の事項とともに通知します。 

当初の許可年月日及び許可番号  

当初の許可を受けた者の氏名及び住所 

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

氏名 

住所 

承継の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第３号その４ 
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（第１面/全２面） 

搬入土砂の汚染のおそれがないことの確認票 

 

   年   月   日 

 

 本票は、土砂搬入報告書（規則様式第 13号）に添付してください。 

 

許可年月日及び許可番号 
 

埋立て等区域の位置 
 

土砂発生元 工事等の名称 
 

工事等の施工場所 
 

工事等の発注者 
 

工事等の発注者に

おける本報告につ

いての担当者 

 

 

 

 

（所属、連絡先、役職、担当者名を記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その１ 
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提出する調査結果等 

（法：土壌汚染対策法、生環条例：大阪府生活環境の保全等に関する条例） 

 

 法第４条第１項に基づく「一定の規模以上の土地の形質の変更届出書」（法施行規則

様式第６号）及びその添付書類（※１）であって、同条第２項による調査命令が発

出されなかったことを確認した記録（※２）を付したもの 

 

 法第４条第２項の調査命令に対する「土壌汚染状況調査結果報告書」（法施行規則様

式第１号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれのないことを確認できるもの 

 

 生環条例第 81 条の５第１項に基づく「土地の利用履歴等調査結果報告書」（生環条

例施行規則様式第 23 号の８）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないこと

を確認できるもの 

 

 法第３条第１項、又は第５条第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書」（法施

行規則様式第１号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確認で

きるもの 

 

 法第 14 条第１項に基づく「指定の申請書」（法施行規則様式第 11 号）及びその添付

書類である法第14条第３項で土壌汚染状況調査とみなされる結果で汚染のおそれが

ないことを確認できるもの 

 

 生環条例第 81 条の４第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書」（生環条例施

行規則様式第 23 号の３）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確

認できるもの 

 

 生環条例第81条の６第１項に基づく「土壌汚染状況調査結果報告書（管理有害物質）」

（生環条例施行規則様式第 23 号の 10）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれが

ないことを確認できるもの 

 

 生環条例第 81 条の 21 の３に規定する自主調査の関係書類で汚染のおそれがないこ

とを確認できるもの（「土壌汚染に係る報告等に関する大阪府の運用について」（平

成 23 年３月、大阪府環境農林水産部環境管理室）様式第２号及びその添付書類（※

１）） 

 

 法第 16 条第１項の規定に基づく「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請書」（法

施行規則様式第 15 号）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがないことを確認

できるもの 

 

 生環条例第 81 条の 16 第１項に基づく「搬出しようとする土壌の基準適合認定申請

書」（条例様式第 23 号の 13 の６）及びその添付書類（※１）で汚染のおそれがない

ことを確認できるもの 

 

 他府県の土壌汚染対策に係る条例等に基づく調査結など汚染のおそれのないことを

確認できる書類等（市長と別途協議すること） 

 

添付書類 

 

 

 

 

（添付書類名について記載してください。） 

（※１）全ての添付書類の提出を求めるものではありません。調査結果など汚染のおそれがないことを確

認できる書類のみ提出してください。 

（※２）変更届出書及びそれに対する所管行政庁からの「法４条２項による調査命令を発出しない。」こと

を記載した書面がある場合はその書面。もしくは、「法４条２項による調査命令を発出しない。」こと

を所管行政庁にヒアリングした結果を記録した書面（ヒアリングの日時、ヒアリング対象者（所属、

役職、指名）、対象者の連絡先、ヒアリング担当者の氏名・職・連絡先も記載のこと。） 

 （注）土壌汚染対策法等の手続きの詳細については、「土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関

する条例に基づく土壌汚染に係る調査・対策の手引き」（平成 29 年４月、大阪府環境農林水産部環境

管理室）を参照してください。 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その１ 

（第２面/全２面） 
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搬入土砂の汚染のおそれがないことの確認票 

年   月   日 

 

 本票は、土砂搬入報告書（規則第 16号）に添付してください。 

許可年月日及び許可番号 
 

埋立て等区域の位置 
 

土砂発生元 工事等の名称 
 

工事等の施工場所 
 

工事等の発注者 
 

 

工事等の発注者に

おける本報告につ

いての担当者 

 

 

 

 

 

（所属、連絡先、役職、担当者名を記載してください。） 

 

 

 

調査方法 

（該当する欄に○をつけてくださ

い。） 

 

 

土地の利用状況の調査から開始する場合（第

１面～第３面のみ提出してください。ただ

し、第３面が不要な場合もあります。） 

 

最初から発生土砂の土壌調査から開始する

場合（第４面へ） 

（工事等の施工場所の現況が工場又は産業

廃棄物処理場の場合もこちらとなります。） 

（第１面と第４面のみ提出してください。） 

 

 

 

工事等の施工場所の現況 

 

 

 

 

 

 

（現況地図、写真を添付してください。） 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その２ 

（第１面/全４面） 
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第１調査 土地の利用状況調査 

 

 

年度 

（ ）内は

日付 

活用情報（該当するものに○記載）（添付してくださ

い。） 

土地の利用状況（工場、

産業廃棄物処理場があ

り、当該事業所の名称が

判明した場合には、それ

以上遡って調査する必要

はありません。） 

過去の国土地理院の地図、過去の住宅地図 

 過去の航空写真 

 ヒアリング調査（※１） 

 土地登記簿謄本等 

 その他 

2015 年 

（ / ） 

      

2010 年 

（ / ） 

      

2005 年 

（ / ） 

      

2000 年 

（ / ） 

      

1995 年 

（ / ） 

      

1990 年 

（ / ） 

      

1985 年 

（ / ） 

      

1980 年 

（ / ） 

      

1975 年 

（ / ） 

      

1970 年 

（ / ） 

      

1965 年 

（ / ） 

      

 

調査結果 

（該当する

欄に○をつ

けてくださ

い。） 

汚染のおそれがないことの確認とみなせ

る 

 ↑上覧に工場、産業廃棄

物処理場、その他事業

場がない 

第２調査へ 

（工場、産業廃棄物処理場） 

 ↑上覧に工場、産業廃棄

物処理場がある 

第２調査へ 

（工場、産業廃棄物処理場以外） 

 ↑上覧に工場、産業廃棄

物処理場以外の事業場

がある 

（注）工場、産業廃棄物処理場、その他の事業場の判断については、手引き図表４－12 を参照してくださ

い。 

（※１）参考様式第４号その３を利用してください。 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その２ 

（第２面/全４面） 
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第２調査 有害物質の使用状況調査 

 

有害物質使用特

定施設の届出有

無を確認した所

管行政庁 

 

 

 

 

 

 

（自治体名だけでなく、部局、課名まで記載してください。また、回答結果を添付

してください。） 

確認結果（該当す

る欄に○をつけ

てください。） 

第３調査へ  届出があった 

汚染のおそれがないことの確認とみな

せる 
 上記以外 

 

第３調査 土壌調査 

搬入する土砂の量 

 

検査数（調査数） 

 

試料（土砂）の採取日と採取者 

 

検査機関 

（環境計量証明事業者の登録番号） 

 

 

 

調査結果 

（該当する欄に○を

つけてください。） 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせる（検査結果を添付してくだ

さい。） 

  

基準（※２）に適合 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせない（土砂の受入れはできま

せん。） 

  

基準（※２）に適合せず 

（※２）手引き図表４－14 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その２ 

（第３面/全４面） 
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土壌調査 

搬入する土砂の量 

 

検査数（調査数） 

 

試料（土砂）の採取日と採取者 

 

検査機関 

（環境計量証明事業者の登録番号） 

 

 

 

調査結果 

（該当する欄に○を

つけてください。） 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせる（検査結果を添付してくだ

さい。） 

  

基準（※２）に適合 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせない（土砂の受入れはできま

せん。） 

  

基準（※２）に適合せず 

（※２）手引き図表４－14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その２ 

（第４面/全４面） 
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土砂の発生場所に関するヒアリング票 

土砂発生元 
工事等の名称  

工事等の施工場所  

工事等の発注者  

工事等の発注者にお

ける本報告について

の担当者 

 

 

 

（所属、連絡先、役職、担当者名を記載してください。） 

ヒ

ア

リ

ン

グ 

実施日  

実施者 

 

 

（所属、連絡先、役職、担当者名を記載してください。） 

ヒアリング対象者  

ヒアリング対象者の選定理由 

 

ヒ

ア

リ

ン

グ

結

果 

事業場の有無  

事業場があった場合、その

事業場の名称 

 

当該事業場で行っていた事

業 

 

有害物質の使用の有無 

（図表４－14に掲げる有害

物質） 

 

土壌汚染に関するその他の

事項 

 

その他参考となる情報  

                （※）参考資料がある場合は添付してください。 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その３ 
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搬入する土砂のおそれがないことの確認票 

年   月   日 

 

 本票は、土砂搬入報告書（規則様式第 13号）に添付してください。 

許可年月日及び許可番号 
 

埋立て等区域の位置 
 

土砂発生元 工事等の名称 
 

工事等の施工場所 
 

工事等の発注者 
 

工事等の発注者に

おける本報告につ

いての担当者 

 

 

 

（所属、連絡先、役職、担当者名を記載してください。） 

土壌調査 

搬入する土砂の量 
 

検査数（調査数） 
 

試料（土砂）の採取日と採取者 
 

検査機関 

（環境計量証明事業者の登録番号） 

 

調査結果（該当する欄

に○をつけてくださ

い。） 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせる（検査結果を添付してくだ

さい。） 

 基準（※１）に適合 

汚染のおそれがないことの確認と

みなせない（土砂の受入れはできま

せん。） 

 基準（※１）に適合せず 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第４号その４ 
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土地所有者による定期確認票 

確認年月日  

許可年月日及び許可番号  

許可を受けた者の氏名（法

人にあっては、名称及び代

表者の氏名） 

 

施工状況（「有」、「無」のいずれかに○をつけてください。） 

 有・無 １ 土砂埋立て等を行う土地の区域を越えて、土砂の埋立てをし

ている。 

有・無 ２ 土砂の盛土の高さが施工計画より高くなっている。 

有・無 ３ 施設が施工計画どおりに設置されていない。 

有・無 ４ 施工計画どおりに施工されていない（１から３までの事項を

除く。） 

有・無 ５ 土砂の崩壊、流出その他の災害が発生した。 

有・無 ６ 土砂の崩壊、流出その他の災害が発生するおそれがある。 

特記事項 

 

確認者 

 

備考 １ 毎月１回以上確認してください。確認方法は、目測で構いませんが写真撮影等をあわせて行っ

ておくことが望ましいです。 

   ２ 施工状況の欄で「有」に○を付けた場合は、具体的な内容を特記事項の欄に必ず記載し、速や

かに岸和田市へ報告してください。（特に、５、６の場合は、直ちに報告してください。） 

   ３ 確認者の欄は、現地において土地の所有者本人以外の者が確認した場合に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例 参考様式第５号 
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（４）主な関連お問い合わせ窓口一覧 

 

■岸和田市土砂埋立て等の規制に関する条例について 

事務所の名称 所在地 電話番号 対象行為 

岸和田市 

市民環境部 

環境課 

岸和田市土生町２丁

目４番 30号 

072-423-9463 500 ㎡以上 3,000 ㎡

未満かつ高さ１ｍ以

上の土砂埋立て等 

 

■大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例について 

事務所の名称 所在地 電話番号 対象行為 

大阪府 

環境農林水産部みど

り推進室森づくり課 

土砂対策グループ 

大阪市住之江区南港

北１－14－16 

咲洲庁舎（旧 WTC ビ

ル）22 階 

06-6941-0351（代表）  

 

 

3,000 ㎡以上の土砂

埋立て等 泉州農とみどりの総

合事務所 

みどり環境課 

岸和田市野田町３

-13-２ 

泉南府民センタービ

ル内 

072-439-3601（代表） 

 

■林地開発許可制度について（森林法関係） 

事務所の名称 所在地 電話番号 対象行為 

泉州農とみどりの総

合事務所 

みどり環境課 

岸和田市野田町３

-13-２ 

泉南府民センタービ

ル内 

072-439-3601（代表） 森林区域内で１ha 以

上の土地における土

地の形質変更行為 

 

■砂防指定地内行為許可について（大阪府砂防指定地管理条例関係） 

事務所の名称 所在地 電話番号 対象行為 

岸和田土木事務所 

管理課 

岸和田市野田町３

-13-２ 

泉南府民センタービ

ル内 

072-439-3601（代表） 砂防指定地内での宅

地造成、土砂の切盛、

土石の採取等 
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■宅地造成工事許可について（宅地造成法関係） 

事務所の名称 所在地 電話番号 対象行為 

岸和田市 

まちづくり推進部 

建設指導課 

岸和田市岸城町７番

１号 

072-423-9573 宅地造成工事規制区

域（市街化区域・市

街化調整区域）にお

ける宅地造成 
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【問合先】 

岸和田市市民環境部環境課 

 住所：岸和田市土生町２丁目４番 30号 

 TEL：072-423-9463 

  FAX：072-436-0418 

 URL：http://www.city.kishiwada.osaka.jp/soshiki/29/ （環境課ホームページ） 


